
「福岡県農林水産部土木工事共通仕様書の一部改正について（令和７年１０月）」新旧対照表 

新 旧 

（森林整備保全事業編） 

第２編 材 料 編 

第１章 一般事項 

第１節 適 用  

2-1-1-1 適 用  

工事に使用する材料は、設計図書に品質、規格を特に明示した場合を除き、この 

仕様書に示す規格に適合したもの、又はこれと同等以上の品質を有するものとす

る。ただし、監督員が承諾した材料及び設計図書に明示されていない仮設材料につ

いては除くものとする。  

 

第２節 工事材料の品質  

2-1-2-1  工事材料の品質  

１．一般事項  

受注者は、工事に使用した材料の品質を証明する、試験成績表、性能試験結果、 

ミルシート等の品質規格証明書を受注者の責任において整備、保管し、監督員又は

検査職員の請求があった場合は速やかに提示しなければならない。ただし、設計図

書で提出を定められているものについては、監督員へ提出しなければならない。  

なお、JIS 規格品のうち JIS マーク表示が認証され JIS マーク表示がされている 

材料・製品等（以下、「JIS マーク表示品」という）については、JIS マーク表示

状態を示す写真等確認資料の提示に替えることができる。  

２．中等の品質  

契約書第 13 条第 1 項に規定する「中等の品質」とは、JIS 規格に適合したもの 

又は、これと同等以上の品質を有するものをいう。  

３．試験を行う工事材料  

受注者は、設計図書において試験を行うこととしている工事材料について、JIS 

又は設計図書に定める方法により試験を実施し、その結果を監督員に提出しなけれ

ばならない。  

なお、JIS マーク表示品については試験を省略できる。  

４．見本・品質証明資料  

受注者は、設計図書において指定された工事材料について、見本又は品質を証明 

（森林整備保全事業編） 

第２編 材 料 編 

第１章 一般事項 

第１節 適 用  

2-1-1-1 適 用  

工事に使用する材料は、設計図書に品質、規格を特に明示した場合を除き、この 

仕様書に示す規格に適合したもの、またはこれと同等以上の品質を有するものとす

る。ただし、監督員が承諾した材料及び設計図書に明示されていない仮設材料につ

いては除くものとする。  

 

第２節 工事材料の品質  

2-1-2-1  工事材料の品質  

１．一般事項  

受注者は、工事に使用した材料の品質を証明する、試験成績表、性能試験結果、 

ミルシート等の品質規格証明書を受注者の責任において整備、保管し、監督員また

は検査職員の請求があった場合は速やかに提示しなければならない。ただし、設計

図書で提出を定められているものについては、監督員へ提出しなければならない。 

なお、JIS 規格品のうち JIS マーク表示が認証され JIS マーク表示がされている 

材料・製品等（以下、「JIS マーク表示品」という）については、JIS マーク表示状

態を示す写真等確認資料の提示に替えることができる。  

２．中等の品質  

契約書第 13 条第 1 項に規定する「中等の品質」とは、JIS 規格に適合したものま 

たは、これと同等以上の品質を有するものをいう。  

３．試験を行う工事材料  

受注者は、設計図書において試験を行うこととしている工事材料について、JIS ま 

たは設計図書に定める方法により試験を実施し、その結果を監督員に提出しなけれ

ばならない。  

なお、JIS マーク表示品については試験を省略できる。  

４．見本・品質証明資料  

受注者は、設計図書において指定された工事材料について、見本または品質を証 
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する資料を工事材料を使用するまでに監督員に提出し、確認を受けなければならな

い。  

なお、JIS マーク表示品については、JIS マーク表示状態の確認とし見本又は品 

質を証明する資料の提出は省略できる。  

５～６ [省略]  

  

表 2-1-1 「海外建設資材品質審査・証明」対象資材［省略］ 

 

 

第２章  工事材料  

第１節 [省略] 

第２節 石  

2-2-2-1～2-2-2-3  [省略] 

2-2-2-4 雑石（粗石）  

雑石は、天然石又は破砕石とし、うすっぺらなもの及び細長いものであってはなら 

ない。  

2-2-2-5  [省略] 

2-2-2-6 ぐり石  

ぐり石は、玉石又は割ぐり石で 20 ㎝以下の小さいものとし、主に基礎・裏込ぐり 

石に用いるものであり、うすっぺらなもの及び細長いものであってはならない。  

2-2-2-7  [省略]   

第３節 骨 材  

2-2-3-1 一般事項  

１．適合規格道路用砕石及びコンクリート用骨材等は、以下の規格に適合する

ものとする。  

JIS A 5001（道路用砕石）  

JIS A 5308（レディーミクストコンクリート）附属書 JA（レディーミクストコ

ンクリート用骨材）  

JIS A 5005（コンクリート用砕石及び砕砂）  

JIS A 5011-1（コンクリート用スラグ骨材－第 1 部：高炉スラグ骨材)  

JIS A 5011-2（コンクリート用スラグ骨材－第 2 部：フェロニッケルスラグ骨材) 

 

明する資料を工事材料を使用するまでに監督員に提出し、確認を受けなければなら

ない。  

なお、JIS マーク表示品については、JIS マーク表示状態の確認とし見本または品 

質を証明する資料の提出は省略できる。  

５～６ [省略]  

  

表 2-1-1 「海外建設資材品質審査・証明」対象資材［省略   

 

第２章  工事材料  

第１節 [省略] 

第２節 石  

2-2-2-1～2-2-2-3  [省略] 

2-2-2-4 雑石（粗石）  

雑石は、天然石または破砕石とし、うすっぺらなもの及び細長いものであってはな 

らない。  

2-2-2-5  [省略] 

2-2-2-6 ぐり石  

ぐり石は、玉石または割ぐり石で 20 ㎝以下の小さいものとし、主に基礎・裏込ぐり 

石に用いるものであり、うすっぺらなもの及び細長いものであってはならない。  

2-2-2-7  [省略] 

第３節 骨 材  

2-2-3-1 一般事項  

１．適合規格道路用砕石及びコンクリート用骨材等は、以下の規格に適合する

ものとする。  

JIS A 5001（道路用砕石）  

JIS A 5308（レディーミクストコンクリート）附属書 A（レディーミクストコン

クリート用骨材）  

JIS A 5005（コンクリート用砕石及び砕砂）  

JIS A 5011-1（コンクリート用スラグ骨材－第 1 部：高炉スラグ骨材)  

JIS A 5011-2（コンクリート用スラグ骨材－第 2 部：フェロニッケルスラグ骨材) 
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JIS A 5011-3（コンクリート用スラグ骨材－第 3 部：銅スラグ骨材)  

JIS A 5011-4（コンクリート用スラグ骨材－第 4 部：電気炉酸化スラグ骨材)  

JIS A 5015（道路用鉄鋼スラグ）  

JIS A 5021（コンクリート用再生骨材Ｈ）  

２～４ [省略]  

５．水硬性粒度調整鉄鋼スラグ等の貯蔵  

受注者は、水硬性粒度調整鉄鋼スラグ、細骨材、又は細粒分を多く含む骨材を貯 

蔵する場合に、防水シートなどで覆い、雨水がかからないようにしなければならな

い。  

６．石粉、石灰等の貯蔵  

受注者は、石粉、石灰、セメント、回収ダスト、フライアッシュを貯蔵する場合 

に、防湿的な構造を有するサイロ又は倉庫等を使用しなければならない。  

７～８ [省略]   

2-2-3-2 [省略]   

2-2-3-3 アスファルト舗装用骨材  

１．砕石・再生砕石及び鉄鋼スラグの粒度  

  [省略]   

    

表 2-2-3  砕石の粒度  

表  [省略] 

［注 1］ 呼び名別粒度の規定に適合しない粒度の砕石であっても、ほかの砕石、砂、

石粉等と合成したときの粒度が、所要の混合物の骨材粒度に適合すれば使用す

ることができる。  

［注 2］[省略] 

  

２～４ [省略] 

５．鉄鋼スラグの規格（路盤材用）  

路盤材に用いる鉄鋼スラグは、表 2-2-9 の規格に適合するものとする。  

表 2-2-9  鉄鋼スラグの規格  

表 [省略] 

［注 1］～［注 2］ [省略] 

 

JIS A 5011-3（コンクリート用スラグ骨材－第 3 部：銅スラグ骨材)  

JIS A 5011-4（コンクリート用スラグ骨材－第 4 部：電気炉酸化スラグ骨材)  

JIS A 5015（道路用鉄鋼スラグ）  

JIS A 5021（コンクリート用再生骨材Ｈ）  

２～４ [省略]   

５．水硬性粒度調整鉄鋼スラグ等の貯蔵  

受注者は、水硬性粒度調整鉄鋼スラグ、細骨材、または細粒分を多く含む骨材を 

貯蔵する場合に、防水シートなどで覆い、雨水がかからないようにしなければなら

ない。  

６．石粉、石灰等の貯蔵  

受注者は、石粉、石灰、セメント、回収ダスト、フライアッシュを貯蔵する場合 

に、防湿的な構造を有するサイロまたは倉庫等を使用しなければならない。  

７～８ [省略]    

2-2-3-2 [省略]   

2-2-3-3 アスファルト舗装用骨材  

１．砕石・再生砕石及び鉄鋼スラグの粒度  

省略]    

     

表 2-2-3  砕石の粒度  

表  [省略] 

［注 1］ 呼び名別粒度の規定に適合しない粒度の砕石であっても、他の砕石、砂、石

粉等と合成したときの粒度が、所要の混合物の骨材粒度に適合すれば使用する

ことができる。  

［注 2］[省略] 

  

２～４ [省略] 

５．鉄鋼スラグの規格（路盤材用）  

路盤材に用いる鉄鋼スラグは、表 2-2-9 の規格に適合するものとする。  

表 2-2-9  鉄鋼スラグの規格  

表 [省略] 

［注 1］～［注 2］ [省略] 
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［注 3］エージングとは高炉徐冷スラグの黄濁水発生防止や製鋼スラグの膨張性安 

定化を目的とし、冷却固化した高炉徐冷スラグ及び製鋼スラグを破砕後、空気

及び水と反応させる処理をいう。エージング方法には、空気及び水による通常

エージングと温水又は蒸気による促進エージングがある。  

［注 4］[省略] 

６～８ [省略] 

2-2-3-4 アスファルト用再生骨材  

再生加熱アスファルト混合物に用いるアスファルトコンクリート再生骨材の品質 

は、表 2-2-12 の規格に適合するものとする。  

  

表 2-2-12 アスファルトコンクリート再生骨材の品質  

表 [省略] 

［注 1］～［注 5］  

［注 6］アスファルト混合物層の切削材は、その品質が本表に適合するものであれば

再生加熱アスファルト混合物に利用できる。ただし、切削材は粒度がばらつき

やすいのでほかのアスファルトコンクリート発生材を調整して使用すること

が望ましい。  

［注 7］旧アスファルトの性状は、針入度又は、圧列係数のどちらかが基準を満足す

ればよい。  

2-2-3-5 [省略] 

2-2-3-6 安定材  

１～２ [省略] 

３．石灰安定処理に使用する石灰  

石灰安定処理に使用する石灰は、JIS R 9001（工業用石灰）に規定にされる生 

石灰（特号及び 1 号）、消石灰（特号及び 1 号）、又はそれらを主成分とする

石灰系安定材に適合するものとする。  

   

第４節 [省略] 

 

［注 3］エージングとは高炉徐冷スラグの黄濁水発生防止や製鋼スラグの膨張性安定

化を目的とし、冷却固化した高炉徐冷スラグ及び製鋼スラグを破砕後、空気及

び水と反応させる処理をいう。エージング方法には、空気及び水による通常エ

ージングと温水または蒸気による促進エージングがある。  

［注 4］[省略] 

６～８ [省略] 

2-2-3-4 アスファルト用再生骨材  

再生加熱アスファルト混合物に用いるアスファルトコンクリート再生骨材の品質 

は、表 2-2-12 の規格に適合するものとする。  

  

表 2-2-12 アスファルトコンクリート再生骨材の品質  

表 [省略] 

［注 1］～［注 5］  

［注 6］ アスファルト混合物層の切削材は、その品質が本表に適合するものであれば

再生加熱アスファルト混合物に利用できる。ただし、切削材は粒度がばらつき

やすいので他のアスファルトコンクリート発生材を調整して使用することが望

ましい。  

［注 7］ 旧アスファルトの性状は、針入度または、圧列係数のどちらかが基準を満足

すればよい。  

2-2-3-5 [省略] 

2-2-3-6 安定材  

１～２ [省略] 

３．石灰安定処理に使用する石灰  

石灰安定処理に使用する石灰は、JIS R 9001（工業用石灰）に規定にされる生 

石灰（特号及び 1 号）、消石灰（特号及び 1 号）、またはそれらを主成分とす

る石灰系安定材に適合するものとする。  

   

第４節  [省略] 
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第５節 鋼 材  

2-2-5-1～2-2-5-16 [省略] 

2-2-5-17 ガードケーブル（路側用）  

ガードケーブル（路側用）は、以下の規格に適合するものとする。  

（１）ケーブル  

JIS G 3525（ワイヤロープ）ケーブルの径は 18mm、構造は 3×7G/o とする。  

なお、ケーブル一本当たりの破断強度は 160kN 以上の強さを持つものとする。 

（２）～（３） [省略] 

（４）索端金具  

ソケットはケーブルと調整ねじを取付けた状態において、ケーブルの一本当たり 

の破断強度以上の強さを持つものとする。  

（５）～（６） [省略] 

2-2-5-18 [省略]  

第６節 セメント及び混和材料  

2-2-6-1 一般事項  

１．工事用セメント  

工事に使用するセメントは、普通ポルトランドセメントを使用するものとし、ほ 

かのセメント及び混和材料を使用する場合は、設計図書によらなければならない。 

２．セメントの貯蔵  

受注者は、セメントを防湿的な構造を有するサイロ又は倉庫に、品種別に区分し 

て貯蔵しなければならない。  

３～７ [省略]  

８．混和材の使用順序  

受注者は、混和材を防湿的なサイロ又は、倉庫等に品種別に区分して貯蔵し、入 

荷の順にこれを用いなければならない。  

９ [省略]  

  

2-2-6-2  [省略] 

2-2-6-3 混和材料  

第５節 鋼 材  

2-2-5-1～2-2-5-16 [省略] 

2-2-5-17 ガードケーブル（路側用）  

ガードケーブル（路側用）は、以下の規格に適合するものとする。  

（１）ケーブル  

JIS G 3525（ワイヤロープ）ケーブルの径は 18mm、構造は 3×7G/o とする。  

なお、ケーブル一本当りの破断強度は 160kN 以上の強さを持つものとする。  

（２）～（３） [省略] 

（４）索端金具  

ソケットはケーブルと調整ねじを取付けた状態において、ケーブルの一本当りの 

破断強度以上の強さを持つものとする。  

（５）～（６） [省略] 

2-2-5-18 [省略]  

第６節 セメント及び混和材料  

2-2-6-1 一般事項  

１．工事用セメント  

工事に使用するセメントは、普通ポルトランドセメントを使用するものとし、他 

のセメント及び混和材料を使用する場合は、設計図書によらなければならない。  

２．セメントの貯蔵  

受注者は、セメントを防湿的な構造を有するサイロまたは倉庫に、品種別に区分 

して貯蔵しなければならない。  

３～７ [省略]     

８．混和材の使用順序  

受注者は、混和材を防湿的なサイロまたは、倉庫等に品種別に区分して貯蔵し、 

入荷の順にこれを用いなければならない。  

９ [省略]  

 

2-2-6-2  [省略] 

2-2-6-3 混和材料  
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１～４  [省略]  

５．急結剤  

急結剤は、「コンクリート標準示方書（規準編） JSCE-D 102-2023 吹付けコ 

ンクリート（モルタル）用急結剤品質規格（案）」（土木学会、2023 年 9 月）の

規格に適合するものとする。  

2-2-6-4 コンクリート用水  

１．練混ぜ水  

コンクリートの練混ぜに用いる水は、上水道又は JIS A 5308（レディーミク 

ストコンクリート）附属書 JC（レディーミクストコンクリートの練混ぜに用い

る水）の規格に適合するものとする。また、養生水は、油、酸、塩類等コンクリ

ートの表面を侵す物質を有害量含んではならない。  

２ [省略]  

   

第７節～第 11 節 [省略]  

 

第 12 節 道路標識及び区画線  

2-2-12-1 道路標識  

標示板、支柱、補強材、取付金具、反射シートの品質は、以下の規格に適合するも 

のとする。  

（１）～ （３） [省略] 

(４)反射シート  

標示板に使用する反射シートは、ガラスビーズをプラスチックの中に封入したレ 

ンズ型反射シート又は、空気層の中にガラスビーズをプラスチックで覆ったカプセ

ルレンズ型反射シートとし、その性能は表 2-2-27、表 2-2-28 に示す規格以上のも

のとする。  

また、反射シートは、屋外にさらされても、著しい色の変化、ひびわれ、剥れが 

生じないものとする。  

なお、受注者は、表 2-2-27、表 2-2-28 に示した品質以外の反射シートを用い 

る場合には、監督員の確認を受けなければならない。  

１～４  [省略]  

５．急結剤  

急結剤は、「コンクリート標準示方書（規準編） JSCE-D 102-2018 吹付けコン 

クリート（モルタル）用急結剤品質規格（案）」（土木学会、平成 30 年 10 月）

の規格に適合するものとする。  

2-2-6-4 コンクリート用水  

１．練混ぜ水  

コンクリートの練混ぜに用いる水は、上水道または JIS A 5308（レディーミク 

ストコンクリート）附属書 C（レディーミクストコンクリートの練混ぜに用いる

水）の規格に適合するものとする。また、養生水は、油、酸、塩類等コンクリー

トの表面を侵す物質を有害量含んではならない。  

２ [省略]  

   

第７節～第 11 節 [省略]  

 

第 12 節 道路標識及び区画線  

2-2-12-1 道路標識  

標示板、支柱、補強材、取付金具、反射シートの品質は、以下の規格に適合するもの

とする。  

（１）～ （３） [省略] 

(４)反射シート  

標示板に使用する反射シートは、ガラスビーズをプラスチックの中に封入したレ 

ンズ型反射シートまたは、空気層の中にガラスビーズをプラスチックで覆ったカプ

セルレンズ型反射シートとし、その性能は表 2-2-27、表 2-2-28 に示す規格以上の

ものとする。  

また、反射シートは、屋外にさらされても、著しい色の変化、ひびわれ、剥れが 

生じないものとする。  

なお、受注者は、表 2-2-27、表 2-2-28 に示した品質以外の反射シートを用いる 

場合には、監督員の確認を受けなければならない。  
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表 2-2-27 ～28 [省略] 

2-2-12-2  [省略] 

 

第 13 節 [省略] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2-2-27 ～28 [省略] 

2-2-12-2 [省略] 

 

第 13 節  [省略] 
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第３編 森林土木工事共通編  

第１章 土 工  

第１節 適 用 

3-1-1-1～3-1-1-2   [省略] 

3-1-1-3  一般事項  

１～３  [省略] 

４．発生土受入れ地等  

受注者は、建設発生土受入れ地及び建設廃棄物処理地の位置、及び建設発生土

の内容等については、設計図書及び監督員の指示に従わなければならない。  

なお、受注者は、施工上やむを得ず指定された場所以外に建設発生土又は、建

設廃棄物を処分する場合には、事前に設計図書に関して監督員と協議しなければ

ならない。  

５～８ [省略] 

3-1-1-4  伐開・除根等  

１．受注者は、伐開に当たり、設計図書に示された伐開区域内にある立木を根元から

切り取り、笹、雑草、倒木その他有害な物件を取り除き、伐開区域内から除去しな

ければならない。  

ただし、盛土又は残土処理場の法面箇所付近の生立木で、盛土の安定又は立木の 

生育に支障を生ずるおそれのない場合は、監督員の承諾を得て法面付近で伐除する

ことができる。  

２．受注者は、伐開の範囲は、設計図書に基づいて現地に設定し、伐開作業前に監督

員の確認を受けなければならない。  

なお、伐開をする範囲が示されていない場合は、切土の法頭、盛土の法尻、構造 

物等の外側 １ｍ程度を標準とする。  

３～８ [省略] 

3-1-1-5  [省略] 

3-1-1-6  掘 削 工  

１．受注者は、切土については、原則として上部から行うものとし、切土の安定を著

しく損なう土質、切土法面勾配の変更を要する土質又は湧水若しくは埋設物等を発

見した場合は、工事を中止し、監督員と協議しなければならない。ただし、緊急を

要する場合には応急措置をとった後、直ちにその措置内容を監督員に通知しなけれ

第３編 森林土木工事共通編  

第１章 土 工  

第１節 適 用 

3-1-1-1～3-1-1-2   [省略] 

3-1-1-3  一般事項  

１～３  [省略] 

４．発生土受入れ地等  

受注者は、建設発生土受入れ地及び建設廃棄物処理地の位置、及び建設発生土

の内容等については、設計図書及び監督員の指示に従わなければならない。  

なお、受注者は、施工上やむを得ず指定された場所以外に建設発生土または、

建設廃棄物を処分する場合には、事前に設計図書に関して監督員と協議しなけれ

ばならない。  

５～８ [省略] 

3-1-1-4  伐開・除根等  

１．受注者は、伐開に当たり、設計図書に示された伐開区域内にある立木を根元から

切り取り、笹、雑草、倒木その他有害な物件を取り除き、伐開区域内から除去しなけ

ればならない。  

ただし、盛土又は残土処理場の法面箇所付近の生立木で、盛土の安定又は立木の 

生育に支障を生ずるおそれのない場合は、監督員の承諾を得てのり面付近で伐除す

ることができる。  

２．受注者は、伐開の範囲は、設計図書に基づいて現地に設定し、伐開作業前に監督員

の確認を受けなければならない。  

なお、伐開をする範囲が示されていない場合は、切土ののり頭、盛土ののり尻、 

構造物等の外側 １ｍ程度を標準とする。  

３～８ [省略] 

3-1-1-5  [省略] 

3-1-1-6  掘 削 工  

１．受注者は、切土については、原則として上部から行うものとし、切土の安定を著し

く損なう土質、切土のり面勾配の変更を要する土質又は湧水若しくは埋設物等を発

見した場合は、工事を中止し、監督員と協議しなければならない。ただし、緊急を要

する場合には応急措置をとった後、直ちにその措置内容を監督員に通知しなければ

ならない。  
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ばならない。  

２．受注者は、法面については、指定の法面勾配でなじみよく仕上げるものとし、法

面の安定を損なう凹凸、湾曲等があってはならない。  

３．受注者は、法面は切り過ぎないよう十分注意し、もし切り過ぎたときは、所定法

面勾配と同等又はそれ以上に仕上げるなどの処理をしなければならない。  

４．受注者は、掘削工の施工中に自然に崩壊、地すべり等が生じた場合、あるいはそ

れらを生ずるおそれがあるときは、工事を中止し、その措置方法について監督員と

協議しなければならない。  

ただし、緊急を要する事情がある場合には受注者は応急措置をとった後、直ちに 

その措置内容を監督員に通知しなければならない。  

５．受注者は、受注者の責任において、掘削工の施工中の地山の挙動を監視しなけれ

ばならない。 

６．受注者は、土質の種類等により法面勾配の変移する箇所の取付けは、なじみよく

すり付けなければならない。  

７．受注者は、岩石掘削における法面の仕上り面近くでは過度な爆破等を避け、てい

ねいに仕上げるものとする。  

万一誤って仕上げ面を超えて爆破等を行った場合には、受注者は監督員の承諾を 

得た工法で修復しなければならない。  

８．受注者は、切土部の施工に当たり、緩んだ転石、岩塊等は、落石等の危険のない

ように取り除かなければならない。  

９．受注者は、特に指定されたものを除き水の流れに対して影響を与える場合には、

掘削順序、方向又は高さ等についてあらかじめ設計図書に関して監督員の承諾を得

なければならない。水中掘削を行う場合も同様とするものとする。  

10～13 [省略]  

3-1-1-7  盛 土 工  

１～５ [省略]  

６．作業終了時等の排水処理  

受注者は、盛土工の作業終了時又は作業を中断する場合は、表面に 4 ％程度の 

横断勾配を設けるとともに、平坦に締固め、排水が良好に行われるようにしなけれ

ばならない。  

７～15 [省略]  

16．異常時の処置  

受注者は、軟弱地盤上の盛土工の施工中、予期できなかった沈下又は滑動等が生 

ずるおそれがあると予測された場合には、工事を中止し、監督員と協議しなければ

ならない。  

 

２．受注者は、のり面については、指定ののり面勾配でなじみよく仕上げるものとし、

のり面の安定を損なう凹凸、湾曲等があってはならない。  

３．受注者は、のり面は切り過ぎないよう十分注意し、もし切り過ぎたときは、所定の

り面勾配と同等又はそれ以上に仕上げるなどの処理をしなければならない。  

４．受注者は、掘削工の施工中に自然に崩壊、地すべり等が生じた場合、あるいはそれ

らを生ずるおそれがあるときは、工事を中止し、その措置方法について監督員と協

議しなければならない。  

ただし、緊急を要する事情がある場合には受注者は応急措置をとった後、直ちに 

その措置内容を監督員に通知しなければならない。  

５．受注者は、受注者の責任において、掘削工の施工中の地山の挙動を監視しなけれ

ばならない。 

６．受注者は、土質の種類等によりのり面勾配の変移する箇所の取付けは、なじみよ

くすり付けなければならない。  

７．受注者は、岩石掘削におけるのり面の仕上り面近くでは過度な爆破等を避け、て

いねいに仕上げるものとする。  

万一誤って仕上げ面を超えて爆破等を行った場合には、受注者は監督員の承諾を 

得た工法で修復しなければならない。  

８．受注者は、切土部の施工に当たり、緩んだ転石、岩塊等は、落石等の危険のないよ

うに取り除かなければならない。  

９．受注者は、特に指定されたものを除き水の流れに対して影響を与える場合には、

掘削順序、方向または高さ等についてあらかじめ設計図書に関して監督員の承諾を

得なければならない。水中掘削を行う場合も同様とするものとする。  

10～13 [省略]  

3-1-1-7  盛 土 工  

１～５ [省略]  

６．作業終了時等の排水処理  

受注者は、盛土工の作業終了時または作業を中断する場合は、表面に 4 ％程度の 

横断勾配を設けるとともに、平坦に締固め、排水が良好に行われるようにしなけれ

ばならない。  

７～15 [省略]  

16．異常時の処置  

受注者は、軟弱地盤上の盛土工の施工中、予期できなかった沈下または滑動等が 

生ずるおそれがあると予測された場合には、工事を中止し、監督員と協議しなけれ

ばならない。  



新 旧 

ただし、緊急を要する場合には、応急処置をとった後、直ちにその措置内容を監 

督員に通知しなければならない。  

3-1-1-8～3-1-1-10  [省略]  

3-1-1-11  残土処理工  

１．切土又は床掘り等で生じた残土は、設計図書で指定された場所等に災害防止、環

境保全等を考慮して整理・堆積しなければならない。指定場所以外に処理する場合

は、監督員の指示を求めなければならない。  

２．残土処理場の基礎地盤及び法面は、原則として盛土に準じ、残土の崩壊、流出等

のおそれがあるときは監督員の指示を求めなければならない。  

３～４  [省略]  

3-1-1-12  路体盛土工  

１～５  [省略]  

６．受注者は、路体盛土工の作業終了時又は作業を中断する場合には、表面に４％程

度の横断勾配を設けるとともに、平坦に締固め、排水が良好に行われるようにしな

ければならない。  

3-1-1-13  路床盛土工  

１～４  [省略] 

５．受注者は、路床盛土工の作業終了時又は作業を中断する場合には、表面に 4 ％

程度の横断勾配を設けるとともに、平坦に締固め、排水が良好に行われるようにし

なければならない。  

６～16  [省略]． 

3-1-1-14  作業土工（床掘り・埋戻し）  

１～２  [省略]． 

３．異常時の処置  

受注者は、床掘りにより崩壊又は破損のおそれがある構造物等を発見した場合に 

は、応急措置を講ずるとともに直ちに設計図書に関して監督員と協議しなければな

らない。  

４～14  [省略] 

ただし、緊急を要する場合には、応急処置をとった後、直ちにその措置内容を監 

督員に通知しなければならない。  

3-1-1-8～3-1-1-10  [省略]  

3-1-1-11  残土処理工  

１．切土又は床掘り等で生じた残土は、設計図書で指定された場所等に災害防止、環

境保全等を考慮して整理・堆積しなければならない。指定場所以外に処理する場合

は、監督員の指示を求めなければならない。  

２．残土処理場の基礎地盤及びのり面は、原則として盛土に準じ、残土の崩壊、流出等

のおそれがあるときは監督員の指示を求めなければならない。  

３～４  [省略]  

3-1-1-12  路体盛土工  

１～５  [省略]  

６．受注者は、路体盛土工の作業終了時または作業を中断する場合には、表面に４％

程度の横断勾配を設けるとともに、平坦に締固め、排水が良好に行われるようにし

なければならない。  

3-1-1-13  路床盛土工  

１～４  [省略] 

５．受注者は、路床盛土工の作業終了時または作業を中断する場合には、表面に 4 ％

程度の横断勾配を設けるとともに、平坦に締固め、排水が良好に行われるようにし

なければならない。  

６～16  [省略]． 

3-1-1-14  作業土工（床掘り・埋戻し）  

１～２  [省略]． 

３．異常時の処置  

受注者は、床掘りにより崩壊または破損のおそれがある構造物等を発見した場合 

には、応急措置を講ずるとともに直ちに設計図書に関して監督員と協議しなければ

ならない。  

４～14  [省略] 

 



第２章  無筋・鉄筋コンクリート  

第１節 適  用  

3-2-1-1～3-2-1-2   [省略]  

3-2-1-3  適用規定（2）  

受注者は、コンクリートの施工にあたり、設計図書に定めのない事項については、

「コンクリート標準示方書（施工編）」（土木学会 、2023 年 9 月）のコンクリー

トの品質の規定による。これ以外による場合は、施工前に、設計図書に関して監督

員の承諾を得なければならない。  

  

第２節 適用すべき諸基準  

3-2-2-1  適用規定  

[省略] 

3-2-2-2  [省略] 

3-2-2-3  塩分の浸透防止  

受注者は、海水又は潮風の影響を著しく受ける海岸付近及び外部から浸透する塩 

化物の影響を受ける箇所において、アルカリシリカ反応による損傷が構造物の品質

・性能に重大な影響を及ぼすと考えられる場合には、塩分の浸透を防止するための

塗装等の措置方法について、設計図書に関して監督員と協議しなければならない。 

  

 

（１）[省略] 

（２）参考資料 

土木学会   コンクリート標準示方書（施工編） 

 

 

（2023 年 9 月）  

土木学会   コンクリート標準示方書（設計編）  （2023 年 9 月）  

土木学会   コンクリートのポンプ施工指針  （平成 24 年 6 月）   

国土交通省  アルカリ骨材反応抑制対策について  （平成 14 年 7 月 31 日）

国土交通省  「アルカリ骨材反応抑制対策について」の運用に

ついて 
（平成 14 年 7 月 31 日）

土木学会   鉄筋定着・継手指針 （令和 2 年 3 月） 

以下[省略] 

 
 

第２章  無筋・鉄筋コンクリート  

第１節 適  用  

3-2-1-1～3-2-1-2   [省略]  

3-2-1-3  適用規定（2）  

受注者は、コンクリートの施工にあたり、設計図書に定めのない事項については、

「コンクリート標準示方書（施工編）」（土木学会 、平成 30 年 3 月）のコンクリ

ートの品質の規定による。これ以外による場合は、施工前に、設計図書に関して監

督員の承諾を得なければならない。  

  

第２節 適用すべき諸基準  

3-2-2-1  適用規定  

[省略] 

3-2-2-2  [省略] 

3-2-2-3  塩分の浸透防止  

受注者は、海水または潮風の影響を著しく受ける海岸付近及び外部から浸透する 

塩化物の影響を受ける箇所において、アルカリシリカ反応による損傷が構造物の品

質・性能に重大な影響を及ぼすと考えられる場合には、塩分の浸透を防止するため

の塗装等の措置方法について、設計図書に関して監督員と協議しなければならない。 

  

 

（１）[省略] 

（２）参考資料 

土木学会   コンクリート標準示方書（施工編） 

 

 

（平成 30 年 3 月）  

土木学会   コンクリート標準示方書（設計編）  （平成 30 年 3 月）  

土木学会   コンクリートのポンプ施工指針  （平成 24 年 6 月）   

国土交通省  アルカリ骨材反応抑制対策について  （平成 14 年 7 月 31 日）

国土交通省  「アルカリ骨材反応抑制対策について」の運用に

ついて 
（平成 14 年 7 月 31 日）

土木学会   鉄筋定着・継手指針 （平成 19 年 8 月） 

以下[省略] 

 
 



第３節 レディーミクストコンクリート  

3-2-3-1    [省略] 

3-2-3-2  工場の選定  

１  [省略] 

２．JIS のレディーミクストコンクリート  

受注者は、第 3 編 3-2-3-2 第 1 項（１）により選定した工場が製造した JIS

マーク表示されたレディーミクストコンクリートを用いる場合は、工場が発行す

るレディーミクストコンクリート配合計画書及びレディーミクストコンクリー

ト納入書を整備及び保管し、監督員又は検査職員からの請求があった場合は速や

かに提示しなければならない。  

なお、第 3 編 3-2-3-2 第 1 項（１）により選定した工場が製造する JIS マ

ーク表示のされないレディーミクストコンクリートを用いる場合は、受注者は配

合試験に臨場し品質を確認するとともにレディーミクストコンクリート配合計

画書及び基礎資料、レディーミクストコンクリート納入書又はバッチごとの計量

記録を整備及び保管し、監督員又は検査職員からの請求があった場合は速やかに

提示しなければならない。  

３．JIS 以外のレディーミクストコンクリート  

受注者は、第 3 編 3-2-3-2 第１項（２）に該当する工場が製造するレディー

ミクストコンクリートを用いる場合は、設計図書及び第 3 編 3-2-4-4 材料の

計量及び練混ぜの規定によるものとし、配合試験に臨場するとともにレディーミ

クストコンクリート配合計画書及び基礎資料を確認のうえ、使用するまでに監督

員へ提出しなければならない。  

また、バッチごとの計量記録やレディーミクストコンクリート納入書などの品

質を確認、証明できる資料を整備及び保管し、監督員又は検査職員からの請求が

あった場合は速やかに提示しなければならない。  

４   [省略] 

3-2-3-3    [省略] 

 

第４節 現場練コンクリート  

3-2-4-1   [省略] 

  

第３節 レディーミクストコンクリート  

3-2-3-1    [省略] 

3-2-3-2  工場の選定  

１  [省略] 

２．JIS のレディーミクストコンクリート  

受注者は、第 3 編 3-2-3-2 第 1 項（１）により選定した工場が製造した JIS

マーク表示されたレディーミクストコンクリートを用いる場合は、工場が発行す

るレディーミクストコンクリート配合計画書及びレディーミクストコンクリート

納入書を整備及び保管し、監督員または検査職員からの請求があった場合は速や

かに提示しなければならない。  

なお、第 3 編 3-2-3-2 第 1 項（１）により選定した工場が製造する JIS マ

ーク表示のされないレディーミクストコンクリートを用いる場合は、受注者は配

合試験に臨場し品質を確認するとともにレディーミクストコンクリート配合計画

書及び基礎資料、レディーミクストコンクリート納入書またはバッチごとの計量

記録を整備及び保管し、監督員または検査職員からの請求があった場合は速やか

に提示しなければならない。  

３．JIS 以外のレディーミクストコンクリート  

受注者は、第 3 編 3-2-3-2 第１項（２）に該当する工場が製造するレディー

ミクストコンクリートを用いる場合は、設計図書及び第 3 編 3-2-4-4 材料の計

量及び練混ぜの規定によるものとし、配合試験に臨場するとともにレディーミク

ストコンクリート配合計画書及び基礎資料を確認のうえ、使用するまでに監督員

へ提出しなければならない。  

また、バッチごとの計量記録やレディーミクストコンクリート納入書などの品

質を確認、証明できる資料を整備及び保管し、監督員または検査職員からの請求

があった場合は速やかに提示しなければならない。  

４   [省略] 

3-2-3-3   [省略] 

 

第４節 現場練コンクリート  

3-2-4-1   [省略] 
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3-2-4-2 材料の貯蔵  

１  [省略] 

２．混和材料の貯蔵  

受注者は、ごみ、その他不純物が混入しない構造の容器又は防湿性のあるサイ

ロ等に、混和材料を分離、変質しないように貯蔵しなければならない。また、貯

蔵中に分離、変質した混和材料を使用してはならない。  

３  [省略] 

3-2-4-3   [省略] 

3-2-4-4 材料の計量及び練混ぜ  

１．計量装置  

（１）  [省略] 

（２）受注者は、材料の計量設備の計量精度の定期的な点検を行わなければならな

い。  

なお、点検結果の資料を整備及び保管し、監督員又は検査職員の請求があった場 

合は速やかに提示しなければならない。  

２．材料の計量  

（１）受注者は、計量については現場配合によって行わなければならない。また、

骨材の表面水率の試験は、JIS A 1111（細骨材の表面水率試験方法）若しくは

JIS A 1125（骨材の含水率試験方法及び含水率に基づく表面水率の試験方

法）、JIS A 1802「コンクリート生産工程管理用試験方法－遠心力による細骨

材の表面水率の試験方法」、JIS A 1803「コンクリート生産工程管理用試験方

法－粗骨材の表面水率試験方法」または連続測定が可能な簡易試験方法又は監

督員の承諾を得た方法によらなければならない。  

なお、骨材が乾燥している場合の有効吸水率の値は、骨材を適切な時間吸水さ

せて求めなければならない。  

（２）～（５）  [省略] 

 

 

 

 

 

3-2-4-2 材料の貯蔵  

１  [省略] 

２．混和材料の貯蔵  

受注者は、ごみ、その他不純物が混入しない構造の容器または防湿性のあるサ

イロ等に、混和材料を分離、変質しないように貯蔵しなければならない。また、

貯蔵中に分離、変質した混和材料を使用してはならない。  

３  [省略] 

3-2-4-3  [省略] 

3-2-4-4 材料の計量及び練混ぜ  

１．計量装置  

（１）  [省略] 

（２）受注者は、材料の計量設備の計量精度の定期的な点検を行わなければならな

い。  

なお、点検結果の資料を整備及び保管し、監督員または検査職員の請求があった 

場合は速やかに提示しなければならない。  

２．材料の計量  

（１）受注者は、計量については現場配合によって行わなければならない。また、

骨材の表面水率の試験は、JIS A 1111（細骨材の表面水率試験方法）若しくは

JIS A 1125（骨材の含水率試験方法及び含水率に基づく表面水率の試験方

法）、JIS A 1802「コンクリート生産工程管理用試験方法－遠心力による細骨

材の表面水率の試験方法」、JIS A 1803「コンクリート生産工程管理用試験方

法－粗骨材の表面水率試験方法」または連続測定が可能な簡易試験方法または

監督員の承諾を得た方法によらなければならない。  

なお、骨材が乾燥している場合の有効吸水率の値は、骨材を適切な時間吸水さ

せて求めなければならない。  

（２）～（５）  [省略] 

 

 

 

 

 



新 旧 

表 3-2-2  計量値の許容差 

 

※高炉スラグ微粉末の計量値の許容差の最大値は、 

１（％）とする。  

 

（６）受注者は、各材料を、一練り分ずつ重量で計量しなければならない。ただ

し、水及び混和剤溶液については、表 3-3-2 に示した許容差内である場合には

体積で計量してもよいものとする。  

なお、一練りの量は、工事の種類、コンクリートの打込み量、練りまぜ設備、 

運搬方法等を考慮して定めなければならない。  

（７）受注者は、混和剤を溶かすのに用いた水又は混和剤をうすめるのに用いた水

は、練り混ぜ水の一部としなければならない。  

３．練混ぜ  

（１）受注者は、コンクリートの練混ぜに際し、可傾式、強制練りバッチミキサ又

は連続ミキサを使用するものとする。  

（２）[省略] 

（３）受注者は、JIS A 8603-1（コンクリートミキサー第 1 部：用語及び仕様項

目）、JIS A8603-2（コンクリートミキサー第 2 部：練混ぜ性能試験方法）に適

合するか、又は同等以上の性能を有するミキサを使用しなければならない。た

だし、機械練りが不可能でかつ簡易な構造物の場合で、手練りで行う場合に

は、受注者は、設計図書に関して監督員に協議しなければならない。  

（４）～（11） [省略] 

 

   

材料の種類  計量値の許容差（％）  

水  １  

セメント  １  

骨材  ３  

混和材  ２※  

  

混和剤  ３  

表 3-2-2  計量値の許容差 

材料の種類  最大値（％）  

水  １  

セメント  １  

骨材  ３  

混和材  ２※  

混和剤  ３  

※高炉スラグ微粉末の場合は、１（％）以内 

 

 

（６）受注者は、各材料を、一練り分ずつ重量で計量しなければならない。ただし、

水及び混和剤溶液は容積で計量してもよいものとする。  

なお、一練りの量は、工事の種類、コンクリートの打込み量、練りまぜ設備、 

運搬方法等を考慮して定めなければならない。  

 

（７）受注者は、混和剤を溶かすのに用いた水または混和剤をうすめるのに用いた水

は、練り混ぜ水の一部としなければならない。  

３．練混ぜ  

（１）受注者は、コンクリートの練混ぜに際し、可傾式、強制練りバッチミキサまた

は連続ミキサを使用するものとする。  

（２）[省略] 

（３）受注者は、JIS A 8603-1（コンクリートミキサー第 1 部：用語及び仕様項

目）、JIS A 8603-2（コンクリートミキサー第 2 部：練混ぜ性能試験方法）に適

合するか、または同等以上の性能を有するミキサを使用しなければならない。た

だし、機械練りが不可能でかつ簡易な構造物の場合で、手練りで行う場合には、

受注者は、設計図書に関して監督員に協議しなければならない。  

（４）～（11） [省略] 

 

 

 



第５節 運搬・打設  

3-2-5-1～3-2-5-3  [省略] 

3-2-5-4  打 設  

１～17  [省略] 

18．壁又は柱の連続打設時の注意  

受注者は、壁又は柱のような幅に比べて高さが大きいコンクリートを連続して

打込む場合には、打込み及び締固めの際、ブリージングの悪影響を少なくするよ

うに、コンクリートの 1 回の打込み高さや打上り速度を調整しなければならな

い。  

19～21 [省略] 

3-2-5-5  [省略] 

3-2-5-6  沈下ひび割れに対する処置  

１．沈下ひび割れ対策  

受注者は、スラブ又は梁のコンクリートが壁又は柱のコンクリートと連続して

いる構造の場合、沈下ひび割れを防止するため、壁又は柱のコンクリートの沈下

がほぼ終了してからスラブ又は梁のコンクリートを打設しなければならない。ま

た、張出し部分を持つ構造物の場合も、前記と同様にして施工しなければならな

い。  

２ [省略]  

3-2-5-7  打継目  

１～２ [省略]  

３．打継目を設ける場合の注意  

受注者は、やむを得ずせん断力の大きい位置に打継目を設ける場合には、打継

目に、ほぞ、又は溝の凹凸によるせん断キーで抵抗する方法や、差し筋等の鉄筋

によって打継目を補強する方法等の対策を講ずることとする。また、これらの対

策は、所要の性能を満足することを照査した上で実施する。  

４ [省略]  

５．床と一体になった柱又は壁の打継目  

受注者は、床組みと一体になった柱又は壁の打継目を設ける場合には、床組み

との境の付近に設けなければならない。スラブと一体となるハンチは、床組みと

連続してコンクリートを打つものとする。張出し部分を持つ構造物の場合も、同

第５節 運搬・打設  

3-2-5-1～3-2-5-3  [省略] 

3-2-5-4  打 設  

１～17  [省略] 

18．壁又は柱の連続打設時の注意  

受注者は、壁または柱のような幅に比べて高さが大きいコンクリートを連続し

て打込む場合には、打込み及び締固めの際、ブリージングの悪影響を少なくする

ように、コンクリートの 1 回の打込み高さや打上り速度を調整しなければならな

い。  

19～21 [省略] 

3-2-5-5  [省略] 

3-2-5-6  沈下ひび割れに対する処置  

１．沈下ひび割れ対策  

受注者は、スラブまたは梁のコンクリートが壁または柱のコンクリートと連続

している構造の場合、沈下ひび割れを防止するため、壁または柱のコンクリート

の沈下がほぼ終了してからスラブまたは梁のコンクリートを打設しなければなら

ない。また、張出し部分を持つ構造物の場合も、前記と同様にして施工しなけれ

ばならない。  

２ [省略] 

3-2-5-7  打継目  

１～２ [省略]  

３．打継目を設ける場合の注意  

受注者は、やむを得ずせん断力の大きい位置に打継目を設ける場合には、打継

目に、ほぞ、または溝の凹凸によるせん断キーで抵抗する方法や、差し筋等の鉄

筋によって打継目を補強する方法等の対策を講ずることとする。また、これらの

対策は、所要の性能を満足することを照査した上で実施する。  

４ [省略]   

５．床と一体になった柱又は壁の打継目  

受注者は、床組みと一体になった柱または壁の打継目を設ける場合には、床組

みとの境の付近に設けなければならない。スラブと一体となるハンチは、床組み

と連続してコンクリートを打つものとする。張出し部分を持つ構造物の場合も、
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様にして施工するものとする。  

６．床組みの打継目 

受注者は、床組みにおける打継目を設ける場合には、スラブ又は、はりのスパ

ンの中央付近に設けなければならない。ただし、受注者は、はりがそのスパンの

中央で小ばりと交わる場合には、小ばりの幅の約 2 倍の距離を隔てて、はりの

打継目を設け、打継目を通る斜めの引張鉄筋を配置して、せん断力に対して補強

しなければならない。  

７～９ [省略]  

3-2-5-8 表面仕上げ  

１ [省略]  

２．せき板に接しない面の仕上げ  

受注者は、せき板に接しない面の仕上げにあたっては、締固めを終り、ならし

たコンクリートの上面に、しみ出た水がなくなるか又は上面の水を処理した後で

なければ仕上げ作業にかかってはならない。  

３．不完全な部分の仕上げ  

受注者は、コンクリート表面にできた突起、すじ等はこれらを除いて平らにし、

豆板、欠けた箇所等は、その不完全な部分を取り除いて水で濡らした後、本体コ

ンクリートと同等の品質を有するコンクリート、又はモルタルのパッチングを施

し平らな表面が得られるように仕上げなければならない。  

 3-2-5-9 養生  

１ [省略]  

２．湿潤状態の保持  

受注者は、打ち込み後のコンクリートをその部位に応じた適切な方法により、

一定期間は十分な湿潤状態に保たなければならない。養生期間、使用するセメン

トの種類や養生期間中の環境温度等に応じて、施工実績、信頼できるデータ、あ

るいは試験等により定めるものとする。通常のコンクリート工事におけるコンク

リートの湿潤養生期間は、表 3-2-3 を目安とする。  

 

 

同様にして施工するものとする。  

６．床組みの打継目 

受注者は、床組みにおける打継目を設ける場合には、スラブまたは、はりのス

パンの中央付近に設けなければならない。ただし、受注者は、はりがそのスパン

の中央で小ばりと交わる場合には、小ばりの幅の約 2 倍の距離を隔てて、はりの

打継目を設け、打継目を通る斜めの引張鉄筋を配置して、せん断力に対して補強

しなければならない。  

７～９ [省略]  

3-2-5-8 表面仕上げ  

１ [省略]   

２．せき板に接しない面の仕上げ  

受注者は、せき板に接しない面の仕上げにあたっては、締固めを終り、ならし

たコンクリートの上面に、しみ出た水がなくなるかまたは上面の水を処理した後

でなければ仕上げ作業にかかってはならない。  

３．不完全な部分の仕上げ  

受注者は、コンクリート表面にできた突起、すじ等はこれらを除いて平らにし、

豆板、欠けた箇所等は、その不完全な部分を取り除いて水で濡らした後、本体コ

ンクリートと同等の品質を有するコンクリート、またはモルタルのパッチングを

施し平らな表面が得られるように仕上げなければならない。  

 3-2-5-9 養生  

１ [省略]  

２．湿潤状態の保持  

受注者は、打ち込み後のコンクリートをその部位に応じた適切な方法により、

一定期間は十分な湿潤状態に保たなければならない。養生期間、使用するセメン

トの種類や養生期間中の環境温度等に応じて適切に定めなければならない。通常

のコンクリート工事におけるコンクリートの湿潤養生期間は、表 3-2-3 を標準

とする。  

なお、中庸熱ポルトランドセメントや低熱ポルトランドセメント等の表 3-2-3

に示されていないセメントを使用する場合には、湿潤養生期間に関して監督員と
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表 3-2-3    コンクリートの湿潤養生期間の目安 

日 平

均

気

温  

普通ポルト

ランドセメ

ント  

混合セメン

トＢ種 

早強ポルト

ランドセ

メント  

中 庸 熱 ポ

ル ト ラ ン

ド セ メ ン

ト 

低 熱 ポ ル

トラ 

ン ド セ メ

ント 

15 ℃

以上  

５日  ７日  ３日  ８日 10 日 

10 ℃

以上  

７日  ９日  ４日  ９日 

 

※ 

５ ℃

以上  

９日  12 日  ５日  12 日 ※ 

※15℃より低い場合での使用は、試験により定める。 

〔注〕寒中コンクリートの場合は、第３編 第２章 第９節 寒中コンクリートの規

定による。養生期間とは、湿 

潤状態を保つ期間のことである。  

 

３～４ [省略]  

   

第６節 鉄筋工  

3-2-6-1  一般事項  

１ [省略]  

２．照査  

受注者は、施工前に、設計図書に示された形状および寸法で、鉄筋の組立が可

能か、また打込みおよび締固め作業を行うために必要な空間が確保できているこ

とを確認しなければならない。不備を発見したときは監督員に協議しなければな

らない。  

３～５ [省略]  

3-2-6-2  貯蔵  [省略]  

3-2-6-3  加工  

１ [省略]  

２．鉄筋加工時の温度  

協議しなければならない。 

表 3-2-3    コンクリートの標準養生期間 

日 平 均

気温  

普通ポルトラン

ドセメント  

混合セメントＢ

種 

早強ポルトランド

セメント  

15 ℃以

上  

５日  ７日  ３日  

10 ℃以

上  

７日  ９日  ４日  

５ ℃以

上  

９日  12 日  ５日  

〔注〕寒中コンクリートの場合は、第３編 第２章 第９節 寒中コンクリートの規定

による。養生期間とは、湿 

潤状態を保つ期間のことである。  

 

 

 

 

３～４ [省略]  

 

第６節 鉄筋工  

3-2-6-1  一般事項  

１ [省略]   

２．照査  

受注者は、施工前に、設計図書に示された形状および寸法で、鉄筋の組立が可

能か、また打込みおよび締固め作業を行うために必要な空間が確保出来ているこ

とを確認しなければならない。不備を発見したときは監督員に協議しなければな

らない。  

３～５ [省略]  

3-2-6-2  貯蔵  [省略]  

3-2-6-3  加工  

１ [省略]   

２．鉄筋加工時の温度  
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受注者は、鉄筋を常温で加工しなければならない。ただし、鉄筋をやむを得ず

熱して加工する時には、既往の実績を調査し、現地において試験施工を行い、悪

影響を及ぼさないことを確かめた上で施工方法を定め、施工しなければならな

い。  

なお、調査・試験及び確認資料を整備及び保管し、監督員又は検査職員から請

求があった場合は速やかに提示しなければならない。  

３．鉄筋の曲げ半径  

受注者は、鉄筋の曲げ形状の施工にあたり、設計図書に鉄筋の曲げ半径が示

されていない場合は、「コンクリート標準示方書（設計編） 本編 第 13 章 鉄

筋コンクリートの前提、標準７編 第２章 鉄筋コンクリートの前提」（土木学 

会、2023 年 3 月）の規定による。これにより難い場合は、監督員の承諾を得な

ければならない。  

４～５ [省略]   

3-2-6-4  組立て  

１ [省略]   

２．配筋・組立て  

受注者は、配筋・組立てにおいて以下によらなければならない。 

（１） [省略]   

（２）受注者は、鉄筋の交点の要所を、直径 0.8 mm 以上の焼きなまし鉄線、又はク

リップで緊結し、鉄筋が移動しないようにしなければならない。 

（３） [省略]   

３～５ [省略]    

3-2-6-5  継手  

１～３[省略]    

４．継手構造の選定  

受注者は、鉄筋の継手に圧接継手、溶接継手又は機械式継手を用いる場合に

は、鉄筋の種類、直径及び施工箇所に応じた施工方法を選び、その品質を証明

する資料を整備及び保管し、監督員または検査職員から請求があった場合は速

やかに提示しなければならない。  

受注者は、鉄筋を常温で加工しなければならない。ただし、鉄筋をやむを得ず

熱して加工する時には、既往の実績を調査し、現地において試験施工を行い、悪

影響を及ぼさないことを確かめた上で施工方法を定め、施工しなければならない。 

なお、調査・試験及び確認資料を整備及び保管し、監督員または検査職員から

請求があった場合は速やかに提示しなければならない。  

 

３．鉄筋の曲げ半径  

受注者は、鉄筋の曲げ形状の施工にあたり、設計図書に鉄筋の曲げ半径が示さ

れていない場合は、「コンクリート標準示方書（設計編） 本編 第 13 章 鉄筋

コンクリートの前提、標準７編 第２章 鉄筋コンクリートの前提」（土木学会、 

平成 30 年 3 月）の規定による。これにより難い場合は、監督員の承諾を得な

ければならない。  

４～５ [省略]   

3-2-6-4  組立て  

１ [省略]    

２．配筋・組立て  

受注者は、配筋・組立てにおいて以下によらなければならない。 

（１） [省略]   

（２）受注者は、鉄筋の交点の要所を、直径 0.8 mm 以上の焼きなまし鉄線、またはク

リップで緊結し、鉄筋が移動しないようにしなければならない。 

（３） [省略]   

３～５ [省略]    

3-2-6-5  継手  

１～３[省略] 

４．継手構造の選定  

受注者は、鉄筋の継手に圧接継手、溶接継手または機械式継手を用いる場合に

は、鉄筋の種類、直径及び施工箇所に応じた施工方法を選び、その品質を証明す

る資料を整備及び保管し、監督員または検査職員から請求があった場合は速やか

に提示しなければならない。  
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５～６ [省略]   

７．鉄筋間の寸法  

受注者は、継手部と隣接する鉄筋とのあき、又は継手部相互のあきを粗骨材の

最大寸法以上としなければならない。  

 3-2-6-6  ガス圧接  

１．圧接工の資格  

圧接工は、JIS Z 3881（鉄筋のガス圧接技術検定における試験方法及び判定基

準）に定められた試験の種類のうち、その作業に該当する試験の技量を有する技

術者でなければならない。また、自動ガス圧接装置を取り扱う者は、JIS G 3112 

（鉄筋コンクリート用棒鋼）に規定する棒鋼を酸素・アセチレン炎により圧接す

る技量を有する技術者でなければならない。  

なお、受注者は、ガス圧接の施工方法を熱間押し抜き法とする場合は、設計図

書に関して監督員の承諾を得なければならない。  

また、圧接工の技量の確認に関して、監督員又は検査職員から請求があった場

合は、資格証明書等を速やかに提示しなければならない。  

２ [省略]    

３．圧接の禁止  

受注者は、規格又は形状の著しく異なる場合及び径の差が７mm を超える場合

は手動ガス圧接してはならない。ただし、D41 と D51 の場合はこの限りではな

い。  

４～５ [省略]    

６．悪天候時の作業禁止  

受注者は、降雪雨又は、強風等の時は作業をしてはならない。ただし、作業が

可能なように、防風対策を施して適切な作業ができることが確認された場合は作

業を行うことができる。  

 

第７節 型枠・支保  

3-2-7-1 [省略]    

3-2-7-2  構 造  

１～２ [省略]    

５～６ [省略]   

７．鉄筋間の寸法  

受注者は、継手部と隣接する鉄筋とのあき、または継手部相互のあきを粗骨材

の最大寸法以上としなければならない。  

 3-2-6-6  ガス圧接  

１．圧接工の資格  

圧接工は、JIS Z 3881（鉄筋のガス圧接技術検定における試験方法及び判定基

準）に定められた試験の種類のうち、その作業に該当する試験の技量を有する技

術者でなければならない。また、自動ガス圧接装置を取り扱う者は、JIS G 3112 

（鉄筋コンクリート用棒鋼）に規定する棒鋼を酸素・アセチレン炎により圧接す

る技量を有する技術者でなければならない。  

なお、受注者は、ガス圧接の施工方法を熱間押し抜き法とする場合は、設計図

書に関して監督員の承諾を得なければならない。  

また、圧接工の技量の確認に関して、監督員または検査職員から請求があった

場合は、資格証明書等を速やかに提示しなければならない。  

２ [省略]   

３．圧接の禁止  

受注者は、規格または形状の著しく異なる場合及び径の差が７mm を超える場合

は手動ガス圧接してはならない。ただし、D41 と D51 の場合はこの限りではな

い。  

４～５ [省略]    

６．悪天候時の作業禁止  

受注者は、降雪雨または、強風等の時は作業をしてはならない。ただし、作業

が可能なように、防風対策を施して適切な作業ができることが確認された場合は

作業を行うことができる。  

  

第７節 型枠・支保  

3-2-7-1  [省略]    

3-2-7-2  構 造  

１～２ [省略]    

３．型枠の構造  
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３．型枠の構造  

受注者は、型枠を容易に組立て及び取りはずすことができ、せき板またはパネ

ルの継目はなるべく部材軸に直角又は平行とし、モルタルのもれない構造にしな

ければならない。  

４～５ [省略]    

3-2-7-3  組立て  

１．一般事項 

受注者は、型枠を締付けるにあたって、ボルト又は棒鋼を用いなければならな

い。  

また、外周をバンド等で締め付ける場合、その構造、施工手順等を施工計画書

に記載しなければならない。  

なお、型枠取り外し後はコンクリート表面にこれらの締付け材を残しておいて

はならない。  

２～３ [省略]    

3-2-7-4  [省略]    

    

第８節 暑中コンクリート  

3-2-8-1  [省略]    

3-2-8-2  施工  

１ [省略]     

２．打設前の注意 

受注者は、コンクリートの打設前に、地盤、型枠等のコンクリートから吸水す

るおそれのある部分は十分吸水させなければならない。  

また、型枠及び鉄筋等が直射日光を受けて高温になるおそれのある場合は、散

水及び覆い等の適切な処置を講じなければならない。  

３．打設時のコンクリート温度  

打設時のコンクリート温度の上限は、所定の品質を確保できる場合は 38℃と

し、それ以外の場合は 35℃とする。 

 

４～６ [省略]   

受注者は、型枠を容易に組立て及び取りはずすことができ、せき板またはパネ

ルの継目はなるべく部材軸に直角または平行とし、モルタルのもれない構造にし

なければならない。  

４～５ [省略]    

3-2-7-3  組立て  

１．一般事項 

受注者は、型枠を締付けるにあたって、ボルトまたは棒鋼を用いなければなら

ない。  

また、外周をバンド等で締め付ける場合、その構造、施工手順等を施工計画書

に記載しなければならない。  

なお、型枠取り外し後はコンクリート表面にこれらの締付け材を残しておいて

はならない。  

２～３ [省略]    

3-2-7-4  [省略]    

 

第８節 暑中コンクリート  

3-2-8-1   [省略]    

3-2-8-2  施工  

１ [省略]     

２．打設前の注意 

受注者は、コンクリートの打設前に、地盤、型枠等のコンクリートから吸水す

る恐れのある部分は十分吸水させなければならない。  

また、型枠及び鉄筋等が直射日光を受けて高温になるおそれのある場合は、散

水及び覆い等の適切な処置を講じなければならない。  

３．打設時のコンクリート温度  

打設時のコンクリート温度は、35℃ 以下を標準とする。コンクリート温度がこ

の上限値を超える場合には、コンクリートが所要の品質を確保できることを確か

めなければならない。  

４～６ [省略]  
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3-2-8-3  [省略]   

 

第９節 寒中コンクリート  

3-2-9-1  [省略]   

3-2-9-2  施工  

１．一般事項  

受注者は、寒中コンクリートにおいて以下によらなければならない。  

（１）受注者は、凍結しているか、又は氷雪の混入している骨材をそのまま用いては

ならない。  

（２）受注者は、材料を加熱する場合、水又は骨材を加熱することとし、セメントは

どんな場合でも直接これを熱してはならない。骨材の加熱は、温度が均等で、か

つ過度に乾燥しない方法によるものとする。  

（３）受注者は、AE コンクリートを用いなければならない。これ以外を用いる場合は、

監督員と協議しなければならない。  

２～６ [省略]   

3-2-9-3  養生  

１～３ [省略] 

４．コンクリートに給熱  

受注者は、コンクリートに給熱する場合、コンクリートが局部的に乾燥又は

熱せられることのないようにしなければならない。また、保温養生終了後、コ

ンクリート温度を急速に低下させてはならない。  

５ [省略] 

 

 

 

 

 

 

3-2-8-3  [省略]   

 

第９節 寒中コンクリート  

3-2-9-1   [省略]   

3-2-9-2  施工  

１．一般事項  

受注者は、寒中コンクリートにおいて以下によらなければならない。  

（１）受注者は、凍結しているか、または氷雪の混入している骨材をそのまま用いて

はならない。  

（２）受注者は、材料を加熱する場合、水または骨材を加熱することとし、セメントは

どんな場合でも直接これを熱してはならない。骨材の加熱は、温度が均等で、か

つ過度に乾燥しない方法によるものとする。  

（３）受注者は、AE コンクリートを用いなければならない。これ以外を用いる場合は、

監督員と協議しなければならない。  

２～６ [省略]   

3-2-9-3  養生  

１～３ [省略] 

４．コンクリートに給熱  

受注者は、コンクリートに給熱する場合、コンクリートが局部的に乾燥また

は熱せられることのないようにしなければならない。また、保温養生終了後、

コンクリート温度を急速に低下させてはならない。  

５ [省略] 
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 表 3-2-4  寒中コンクリートの温度制御養生期間  

５℃以上の温度制御

養生と 

所定の湿潤養生を行

った後に想定される

気象条件 

養生温度 

セメントの種類   

普通 

ポルトラ

ンド 

セメント 

早強 

ポルトラン

ド 

セメント 

混合  

セ メ ン

ト  

B 種  

(1) 厳しい気象条件 

５ ℃ 
９    

日   

５    

日  
12  日 

10 ℃  
７    

日  

４    

日  
９  日 

(2)まれに凍結融解す

る程度の気象条件 

５ ℃ 
４    

日  

３    

日  
５  日 

10 ℃  
３   

日  

２    

日  
４  日 

注：水セメント比が 55%の場合の標準的な養生期間を示した。  

水セメント比がこれと異なる場合は適宜増減する。  

  

第 10 節 [省略] 

第 11 節 水中コンクリート  

3-2-11-1 [省略] 

3-2-11-2  施工  

１～６ [省略] 

７．水中コンクリートの打設方法  

受注者は、ケーシング（コンクリートポンプとケーシングの併用方式）、トレ

ミー、コンクリートポンプ又は底開き箱や底開き袋を使用してコンクリートを打

設するものとする。これにより難い場合は、代替工法について監督員と協議しな

ければならない。 

８．ケーシング打設（コンクリートポンプとケーシングの併用方式）  

（１）～（６）[省略] 

 

 表 3-2-4  寒中コンクリートの温度制御養生期間  

５℃以上の温度制御

養生を行った後の次

の春までに想定され

る凍結融解の頻度  

養生温度 

セメントの種類   

普通 

ポルトラ

ンド 

セメント 

早強 

ポルトラン

ド 

セメント 

混合  

セ メ ン

ト  

B 種  

(1)しばしば凍結融解

を受け る場合  

５ ℃ 
９    

日   

５    

日  
12  日 

10 ℃  
７    

日  

４    

日  
９  日 

(2)まれに凍結融解を

受ける 

場合   

５ ℃ 
４    

日  

３    

日  
５  日 

10 ℃  
３   

日  

２    

日  
４  日 

注：水セメント比が 55%の場合の標準的な養生期間を示した。  

水セメント比がこれと異なる場合は適宜増減する。  

  

第 10 節 [省略] 

第 11 節 水中コンクリート  

3-2-11-1  [省略] 

3-2-11-2  施工  

１～６ [省略] 

７．水中コンクリートの打設方法  

受注者は、ケーシング（コンクリートポンプとケーシングの併用方式）、トレ

ミーまたはコンクリートポンプを使用してコンクリートを打設しなければならな

い。これにより難い場合は、代替工法について監督員と協議しなければならない。 

 

８．ケーシング打設（コンクリートポンプとケーシングの併用方式）  

（１）～（６）[省略] 
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（７）受注者は、打込みが終り、ほぼ所定の高さに均したコンクリートの上面が、

しみ出た水がなくなるか、又は上面の水を処理した後でなければ、これを仕上

げてはならない。  

９．トレミー打設  

（１）受注者は、トレミーを水密でコンクリートが自由に移動できる大きさとし、

打設中は、先端を既に打ち込まれたコンクリート中に挿入しておき、水平移動

してはならない。  

（２）～（４）[省略] 

10 [省略]  

11．底開き箱及び底開き袋による打設  

受注者は、底開き箱及び底開き袋を使用してコンクリートを打設する場合、底

開き箱及び底開き袋の底が打設面上に達した際、容易にコンクリートを吐き出し

できる構造のものを用いるものとする。また、打設にあたっては、底開き箱及び

底開き袋を静かに水中に降ろし、コンクリートを吐き出した後は、コンクリート

から相当離れるまで徐々に引き上げるものとする。ただし、底開き箱又は底開き

袋を使用する場合は、事前に監督員の承諾を得なければならない。  

   

第 12 節  [省略] 

 
第 13 節   [省略] 

 

第３章 一般施工  

第１節 [省略] 

第２節 適用すべき諸基準     

3-3-2-1 適用すべき諸基準 

  [省略] 

（１） [省略] 

（２） 参考資料 

日本道路協会 道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編  Ⅱ鋼橋編）  

 

 

（平成 29 年 11 月） 

日本道路協会 道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編  Ⅳ下部構造編） （平成 29 年 11 月） 

日本道路協会 鋼道路橋施工便覧 （令和 2 年 9 月）   

（７）受注者は、打込みが終り、ほぼ所定の高さに均したコンクリートの上面が、

しみ出た水がなくなるか、または上面の水を処理した後でなければ、これを仕

上げてはならない。  

９．トレミー打設  

（１）受注者は、トレミーを水密でコンクリートが自由落下できる大きさとし、打

設中は常にコンクリートで満たさなければならない。また、打設中にトレミー

を水平移動してはならない。  

（２）～（４）[省略] 

10 [省略]  

11．底開き箱及び底開き袋による打設  

受注者は、底開き箱及び底開き袋を使用してコンクリートを打設する場合、底

開き箱及び底開き袋の底が打設面上に達した際、容易にコンクリートを吐き出し

できる構造のものを用いるものとする。また、打設にあたっては、底開き箱及び

底開き袋を静かに水中に降ろし、コンクリートを吐き出した後は、コンクリート

から相当離れるまで徐々に引き上げるものとする。ただし、底開き箱または底開

き袋を使用する場合は、事前に監督員の承諾を得なければならない。  

   

第 12 節  [省略] 

第 13 節   [省略] 

 

第３章 一般施工  

第１節 [省略] 

第２節 適用すべき諸基準     

3-3-2-1 適用すべき諸基準 

[省略] 

（１） [省略] 

（２） 参考資料 

日本道路協会 道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編  Ⅱ鋼橋編）  

 

 

（平成 24 年 3 月） 

日本道路協会 道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編  Ⅳ下部構造編） （平成 24 年 3 月） 
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日本道路協会  鋼道路橋防食便覧 （平成 26 年 3 月）   

日本道路協会  舗装調査・試験法便覧 （平成 31 年 3 月） 

日本道路協会 アスファルト舗装工事共通仕様書解説 （平成 4 年 12 月） 

日本道路協会 転圧コンクリート舗装技術指針（案） （平成 2 年 11 月） 

建設省    薬液注入工法による建設工事の施工に関する暫定 

指針 
（昭和 49 年 7 月） 

建設省    薬液注入工事に係る施工管理等について （平成 2 年 9 月） 

日本グラウト協会 薬液注入工法の設計・施工指針 （平成元年 6 月） 

国土交通省  仮締切堤設置基準（案） 
（ 平 成 26 年 12 月   

一部改正） 

環境省    水質汚濁に係る環境基準 （令和 5 年 3 月） 

日本道路協会 防護柵の設置基準・同解説／ボラードの設置便覧 （令和 3 年 3 月） 

日本道路協会 杭基礎施工便覧 （令和 2 年 9 月） 

全国特定法面保護協会 のり枠工の設計施工指針 （平成 25 年 10 月） 

地盤工学会   グラウンドアンカー設計・施工基準・同解説  （平成 24 年 5 月）  

日本道路協会  道路土工－軟弱地盤対策工指針  （平成 24 年 8 月）  

日本道路協会  道路土工要綱  （平成 21 年 6 月）  

日本道路協会  道路土工－盛土工指針  （平成 22 年 4 月）  

日本道路協会  道路土工－切土工・斜面安定工指針  （平成 21 年 6 月）  

日本道路協会  道路土工－擁壁工指針  （平成 24 年 7 月）  

日本道路協会  道路土工－カルバート工指針  （平成 22 年 3 月）  

日本道路協会  道路土工－仮設構造物工指針  （平成 11 年 3 月）  

日本道路協会  斜面上の深礎基礎設計施工便覧  （令和 3 年 10 月）  

日本道路協会  舗装再生便覧  （平成 22 年 11 月）  

日本道路協会  舗装施工便覧  （平成 18 年 2 月）  

日本道路協会  鋼管矢板基礎設計施工便覧  （令和 5 年 2 月）  

建設省     トンネル工事における可燃性ガス対策について  （昭和 53 年 7 月）  

建設業労働災害防止協会 ずい道等建設工事における換気技術指針

（換気技術の設計及び粉じん等の測定）  
（令和 3 年 4 月）  

建設省     道路付属物の基礎について  （昭和 50 年 7 月）  

日本道路協会  道路標識設置基準・同解説  （令和 2 年 6 月） 

日本道路協会  視線誘導標設置基準・同解説  （昭和 59 年 10 月）  

 

建設省     土木構造物設計マニュアル(案）[土工構造物・橋梁

 

（平成 11 年 11 月）  

日本道路協会 鋼道路橋施工便覧 （昭和 60 年 2 月）   

日本道路協会  鋼道路橋覧 （平成 26 年 3 月）   

日本道路協会  舗装調査・試験法便覧 （平成 19 年 6 月） 

日本道路協会 アスファルト舗装工事共通仕様書解説 （平成 4 年 12 月） 

日本道路協会 転圧コンクリート舗装技術指針（案） （平成 2 年 11 月） 

建設省    薬液注入工法による建設工事の施工に関する暫定指針 （昭和 49 年 7 月） 

建設省    薬液注入工事に係る施工管理等について （平成 2 年 9 月） 

日本薬液注入協会 薬液注入工法の設計・施工指針 （平成元年 6 月） 

国土交通省  仮締切堤設置基準（案） 
（平成 26 年 12 月   一

部改正） 

環境省    水質汚濁に係る環境基準について （平成 26 年 11 月） 

日本道路協会 防護柵の設置基準・同解説 （平成 20 年 1 月） 

日本道路協会 杭基礎施工便覧 （平成 19 年 1 月） 

全国特定法面保護協会 のり枠工の設計施工指針 （平成 25 年 10 月） 

地盤工学会   グラウンドアンカー設計・施工基準・同解説  （平成 24 年 5 月）  

日本道路協会  道路土工－軟弱地盤対策工指針  （平成 24 年 8 月）  

日本道路協会  道路土工要綱  （平成 21 年 6 月）  

日本道路協会  道路土工－盛土工指針  （平成 22 年 4 月）  

日本道路協会  道路土工－切土工・斜面安定工指針  （平成 21 年 6 月）  

日本道路協会  道路土工－擁壁工指針  （平成 24 年 7 月）  

日本道路協会  道路土工－カルバート工指針  （平成 22 年 3 月）  

日本道路協会  道路土工－仮設構造物工指針  （平成 11 年 3 月）  

日本道路協会  斜面上の深礎基礎設計施工便覧  （平成 24 年 4 月）  

日本道路協会  舗装再生便覧  （平成 22 年 11 月）  

日本道路協会  舗装施工便覧  （平成 18 年 2 月）  

日本道路協会  鋼管矢板基礎設計施工便覧  （平成 9 年 12 月）  

建設省     トンネル工事における可燃性ガス対策について  （昭和 53 年 7 月）  

建設業労働災害防止協会 ずい道等建設工事における換気技術指針

（換気技術の設計及び粉じん等の測定）  
（平成 24 年 3 月）  

建設省     道路付属物の基礎について  （昭和 50 年 7 月）  

日本道路協会  道路標識設置基準・同解説  （昭和 62 年 1 月）  

日本道路協会  視線誘導標設置基準・同解説  （昭和 59 年 10 月）  
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編]  

建設省        土木構造物設計マニュアル（案）に係わる設計・施

工の手引き（案）[ボックスカルバート・擁壁編] 
（平成 11 年 11 月） 

国土交通省  建設副産物適正処理推進要綱 （平成 14 年 5 月） 

厚生労働省  ずい道等建設工事における粉じん対策に関するガ

イドライン 
（令和 2 年 7 月） 

国土交通省  土木構造物設計マニュアル（案）[樋門編] （平成 13 年 12 月） 

国土交通省  土木構造物設計マニュアル（案）に係わる設計・施

工の手引き（案）（樋門編） 
（平成 13 年 12 月） 

労働省     騒音障害防止のためのガイドライン  （令和 5 年 4 月）  

厚生労働省   手すり先行工法等に関するガイドライン  （平成 21 年 4 月）  

土木学会   コンクリート標準示方書（規準編） （2023 年 9 月） 

   

第３節 共通的工種  

3-3-3-1  [省略] 

3-3-3-2  材  料  

１～２ [省略] 

３．反射シート  

小型標識工に使用する反射シートは、JIS Z 9117（再帰性反射材）又は、カプセ

ルレンズ型反射シートを用いるものとする。  

４～５ [省略] 

６．視線誘導標の形状及び性能  

受注者は、視線誘導標を使用する場合、設計図書に明示した場合を除き、以下の

形状及び性能を有するものを使用しなければならない。 

（１）反射体  

① [省略] 

②受注者は、色が白色又は橙色で以下に示す色度範囲にある反射体を用いなけ

ればならない。  

白色 0.31＋0.25x≧y≧0.28＋0.25x  

0.50≧x≧0.41  

橙 色

0.44≧y

≧0.39  

y≧0.99

建設省     土木構造物設計マニュアル(案）[土工構造物・橋梁編] （平成 11 年 11 月）  

 

建設省        土木構造物設計マニュアル（案）に係わる設計・施工

の手引き（案）[ボックスカルバート・擁壁編] 

（平成 11 年 11 月） 

国土交通省  建設副産物適正処理推進要綱 （平成 14 年 5 月） 

厚生労働省  ずい道等建設工事における粉じん対策に関するガイド

ライン 
（平成 29 年 6 月） 

国土交通省  土木構造物設計マニュアル（案）[樋門編] （平成 13 年 12 月） 

国土交通省  土木構造物設計マニュアル（案）に係わる設計・施工の

手引き（案）（樋門編） 
（平成 13 年 12 月） 

労働省     騒音障害防止のためのガイドライン  （平成 4 年 10 月）  

厚生労働省   手すり先行工法等に関するガイドライン  （平成 21 年 4 月）  

土木学会   コンクリート標準示方書（規準編） （平成 30 年 10 月） 

   

第３節 共通的工種  

3-3-3-1 [省略] 

3-3-3-2  材  料  

１～２ [省略] 

３．反射シート  

小型標識工に使用する反射シートは、JIS Z 9117（再帰性反射材）または、カプ

セルレンズ型反射シートを用いるものとする。  

４～５[省略] 

６．視線誘導標の形状及び性能  

受注者は、視線誘導標を使用する場合、設計図書に明示した場合を除き、以下の

形状及び性能を有するものを使用しなければならない。 

（１）反射体  

① [省略] 

②受注者は、色が白色または橙色で以下に示す色度範囲にある反射体を用いなけ

ればならない。  

白色 0.31＋0.25x≧y≧0.28＋0.25x  

0.50≧x≧0.41  

橙 色

0.44≧y≧

0.39  
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－x  

ただし、x、y は JIS Z 8781-3（測色－第 3 部：CIE 三刺激値）の色度座

標である。  

③受注者は、反射性能が JIS D 5500（自動車用ランプ類）に規定する反射

性試験装置による試験で、表 3-3-1 に示す値以上である反射体を用いなけれ

ばならない。  

（２）支柱  

① [省略] 

②受注者は、白色又はこれに類する色の支柱を用いなければならない。  

③ [省略] 

    

3-3-3-3～3-3-3-4  [省略] 

3-3-3-5  縁石工  

１～２  [省略] 

３．アスカーブの施工  

アスカーブの施工にあたり、アスファルト混合物の舗設は、既設舗層面等が清浄

で乾燥している場合のみ施工するものとする。気温が５℃以下のとき、又は雨天時

には施工してはならない。  

3-3-3-6  小型標識工  

１～４  [省略] 

５．反射シートの貼付け方式  

受注者は、重ね貼り方式又は、スクリーン印刷方式により、反射シートの貼付け

を行わなければならない。 印刷乾燥後は色むら・にじみ・ピンホールなどがない

ことを確認しなければならない。また、必要がある場合はインク保護などを目的と

した、クリアーやラミネート加工を行うものとする。 

６～15  [省略] 

16．防錆処理  

受注者は、防錆処理にあたり、その素材前処理、めっき及び後処理作業を JIS 

H8641（溶融亜鉛めっき）の規定により行わなければならない。  

なお、ネジ部はめっき後ネジさらい、又は遠心分離をしなければならない。  

17 [省略] 

  

18．ジンクリッチ塗装用塗料  

ジンクリッチ塗装用塗料は、亜鉛粉末の無機質塗料として塗装は 2 回塗りで 400 

y≧0.99 －

x  

ただし、x、y は JIS Z 8781-3（測色－第 3 部：CIE 三刺激値）の色度座標

である。  

③受注者は、反射性能が JIS D 5500（自動車用ランプ類）に規定する反射性

試験装置による試験で、表 3-3-1 に示す値以上である反射体を用いなければ

ならない。  

 （２）支柱  

① [省略] 

②受注者は、白色またはこれに類する色の支柱を用いなければならない。  

③ [省略] 

3-3-3-3～3-3-3-4  [省略] 

3-3-3-5  縁石工  

１～２  [省略] 

３．アスカーブの施工  

アスカーブの施工にあたり、アスファルト混合物の舗設は、既設舗層面等が清浄

で乾燥している場合のみ施工するものとする。気温が５℃以下のとき、または雨天

時には施工してはならない。  

3-3-3-6  小型標識工  

１～４  [省略] 

５．反射シートの貼付け方式  

受注者は、重ね貼り方式または、スクリーン印刷方式により、反射シートの貼付

けを行わなければならない。 印刷乾燥後は色むら・にじみ・ピンホールなどがない

ことを確認しなければならない。また、必要がある場合はインク保護などを目的と

した、クリアーやラミネート加工を行うものとする。 

６～15  [省略] 

16．防錆処理  

受注者は、防錆処理にあたり、その素材前処理、めっき及び後処理作業を JIS 

H8641（溶融亜鉛めっき）の規定により行わなければならない。  

なお、ネジ部はめっき後ネジさらい、または遠心分離をしなければならない。  

17 [省略] 

  

18．ジンクリッチ塗装用塗料  

ジンクリッチ塗装用塗料は、亜鉛粉末の無機質塗料として塗装は 2 回塗りで 400 
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～ 500 g/m2、又は塗装厚は２回塗りで、40～50 μm としなければならない。  

19 [省略] 

 3-3-3-7  路側防護柵工  

１～２[省略] 

３．支柱位置支障等の処置  

受注者は、支柱の施工にあたって橋梁、擁壁、函渠などのコンクリートの中に防

護柵を設置する場合、設計図書に定められた位置に支障があるとき又は、位置が明

示されていない場合、設計図書に関して監督員と協議して定めなければならない。 

４～６[省略] 

3-3-3-8～3-3-3-9  [省略] 

3-3-3-10  プレテンション桁製作工（購入工）  

１～２[省略] 

３．表示する事項  

型枠を取り外したプレテンション方式の桁に速やかに以下の事項を表示しなけ

ればならない。  

① 工事名又は記号  

② コンクリート打設年月日  

③ 通し番号  

  

3-3-3-11  ポストテンション桁製作工  

１ [省略] 

２．PC ケーブルの施工  

PC ケーブルの施工については、以下の規定によるものとする。  

（１）～（３） [省略] 

（４）PC 鋼材又はシースが設計図書で示す位置に確実に配置できるよう支持間隔を

定めなければならない。  

（５）PC 鋼材又はシースがコンクリート打設時の振動、締固めによって、その位置

及び方向が移動しないように組立てなければならない。  

（６） [省略] 

  

３．PC 緊張の施工  

～ 500 g/m2、または塗装厚は２回塗りで、40～50 μm としなければならない。  

19 [省略] 

 3-3-3-7  路側防護柵工  

１～２[省略] 

３．支柱位置支障等の処置  

受注者は、支柱の施工にあたって橋梁、擁壁、函渠などのコンクリートの中に防

護柵を設置する場合、設計図書に定められた位置に支障があるときまたは、位置が

明示されていない場合、設計図書に関して監督員と協議して定めなければならない。 

４～６[省略] 

3-3-3-8～3-3-3-9  [省略] 

3-3-3-10  プレテンション桁製作工（購入工）  

１～２[省略] 

３．表示する事項  

型枠を取り外したプレテンション方式の桁に速やかに以下の事項を表示しなけれ

ばならない。  

④ 工事名または記号  

⑤ コンクリート打設年月日  

⑥ 通し番号  

  

3-3-3-11  ポストテンション桁製作工  

１[省略] 

２．PC ケーブルの施工  

PC ケーブルの施工については、以下の規定によるものとする。  

１）～（３） [省略] 

（４）PC 鋼材またはシースが設計図書で示す位置に確実に配置できるよう支持間隔

を定めなければならない。  

（５）PC 鋼材またはシースがコンクリート打設時の振動、締固めによって、その位

置及び方向が移動しないように組立てなければならない。  

（６） [省略] 

  

３．PC 緊張の施工  
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PC 緊張の施工については、以下の規定によるものとする。  

（１）～（７） [省略] 

（８）プレストレッシングの施工は、「道路橋示方書・同解説（Ⅲコンクリート橋

編）20.8 PC 鋼材工及び緊張工」（日本道路協会、平成 24 年 3 月）に基づき

管理するものとし、順序、緊張力、PC 鋼材の抜出し量、緊張の日時、コンクリ

ートの強度等の記録を整備及び保管し、監督員又は検査職員から請求があった

場合は速やかに提示しなければならない。  

（９）～（11） [省略] 

４～６  [省略] 

７．プレグラウトされた PC 鋼材 

（１）プレグラウトされた PC 鋼材を使用する場合は、以下の規定によるものとする。 

PC 鋼材は、JIS G 3536（PC 鋼線及び PC 鋼より線）に適合するもの又はこれと

同等以上の特性や品質を有するものとする。  

（２）使用する樹脂又はグラウトは、所定の緊張可能期間を有し、PC 鋼材を防食する

とともに、コンクリート部材と PC 鋼材とを付着により一体化しなければならな

い。  

（３）被覆材は、所定の強度、耐久性能を有しコンクリート部材と一体化が図られる

ものとする。  

（４）プレグラウトされた PC 鋼材として（１）から（３）を使用して加工された製品

は、所要の耐久性能を有するものとする。  

 

 

 

3-3-3-12  プレキャストセグメント主桁組立工  

１ [省略] 

２．ブロック組立て施工  

ブロック組立ての施工については、以下の規定によるものとする。  

（１）プレキャストブロックの接合に用いる接着剤の使用にあたり材質がエポキシ

樹脂系接着剤で強度、耐久性及び水密性がブロック同等以上のものを使用する

ものとする。エポキシ樹脂系接着剤を使用する場合は、室内で密封して保管

し、原則として製造後６ヶ月以上経過したものは使用してはならない。また、

水分を含むと品質が劣化するので、雨天の時の作業は中止しなければならな

い。これ以外の場合は、設計図書によるものとする。  

PC 緊張の施工については、以下の規定によるものとする。  

（１）～（７） [省略] 

（８）プレストレッシングの施工は、「道路橋示方書・同解説（Ⅲコンクリート橋

編）20.8 PC 鋼材工及び緊張工」（日本道路協会、平成 24 年 3 月）に基づき

管理するものとし、順序、緊張力、PC 鋼材の抜出し量、緊張の日時、コンクリ

ートの強度等の記録を整備及び保管し、監督員または検査職員から請求があった

場合は速やかに提示しなければならない。  

（９）～（11） [省略] 

４～６  [省略] 

７．プレグラウトされた PC 鋼材 

（１）プレグラウトされた PC 鋼材を使用する場合は、以下の規定によるものとする。 

PC 鋼材は、JIS G 3536（PC 鋼線及び PC 鋼より線）に適合するものまたはこれ

と同等以上の特性や品質を有するものとする。  

（１）使用する樹脂またはグラウトは、所定の緊張可能期間を有し、PC 鋼材を防食 

するとともに、コンクリート部材と PC 鋼材とを付着により一体化しなければ 

ならない。  

（２）被覆材は、所定の強度、耐久性能を有しコンクリート部材と一体化が図られ 

るものとする。  

（３）プレグラウトされた PC 鋼材として（１）から（３）を使用して加工された製  

品は、所要の耐久性能を有するものとする。  

 3-3-3-12  プレキャストセグメント主桁組立工  

１ [省略] 

２．ブロック組立て施工  

ブロック組立ての施工については、以下の規定によるものとする。  

（１）プレキャストブロックの接合に用いる接着剤の使用にあたり材質がエポキシ樹

脂系接着剤で強度、耐久性及び水密性がブロック同等以上のものを使用するもの

とする。エポキシ樹脂系接着剤を使用する場合は、室内で密封して保管し、原則

として製造後６ヶ月以上経過したものは使用してはならない。また、水分を含む

と品質が劣化するので、雨天の時の作業は中止しなければならない。これ以外の

場合は、設計図書によるものとする。  
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未硬化の接着剤の外観、粘度、可使時間、だれ最小厚さ、硬化した接着剤の比重、

引張強さ、圧縮強さ、引張せん断接着強さ、接着強さ、硬さ、特殊な条件下で使

用する場合は、高温時の引張強さ、水中硬化時の引張強さ、衝撃強さ、圧縮ヤン

グ係数、熱膨張係数、硬化収縮率、吸水率等について、必要に応じて試験を行い

性能を確認しなければならない。 

なお、接着剤の試験方法は「コンクリート標準示方書・（規準編）」（土木学

会、2023年 9月）における、JSCE-H101-2013 プレキャストコンクリート用樹脂

系接着剤（橋げた用）品質規格（案）による。これにより難い場合は、監督員の

承諾を得なければならない。  

（２）～（４）[省略]  

３～４[省略]  

3-3-3-13 ～3-3-3-15[省略] 

3-3-3-16  沈床工  

１．一般事項  

受注者は、粗朶沈床の施工については、連柴は梢を一方に向け径 15cm を標準と

し、緊結は長さおよそ 60 cm ごとに連柴締金を用いて締付け、亜鉛引鉄線又は、し

ゅろ縄等にて結束し、この間２ヶ所を二子縄等をもって結束するものとし、連柴の

長さは格子を結んだときに端にそれぞれ約 15 cm を残すようにしなければならな

い。  

２～１３[省略] 

3-3-3-17 捨石工  

１～３[省略]  

４．捨石基礎の施工（1）  

受注者は、捨石基礎の施工にあたっては、極度の凹凸や粗密が発生しないように

潜水士又は測深器具をもって捨石の施工状況を確認しながら施工しなければなら

ない。  

５～６[省略] 

3-3-3-18～3-3-3-19[省略]  

3-3-3-20  現場継手工  

１～２[省略]  

３．ボルトの締付け  

ボルトの締付けについては、以下の規定によるものとする。  

（１）～（３）[省略] 

 

 未硬化の接着剤の外観、粘度、可使時間、だれ最小厚さ、硬化した接着剤の比

重、引張強さ、圧縮強さ、引張せん断接着強さ、接着強さ、硬さ、特殊な条件下

で使用する場合は、高温時の引張強さ、水中硬化時の引張強さ、衝撃強さ、圧縮

ヤング係数、熱膨張係数、硬化収縮率、吸水率等について、必要に応じて試験を

行い性能を確認しなければならない。 

なお、接着剤の試験方法は JSCE-H101-2013 プレキャストコンクリート用樹脂

系接着剤（橋げた用）品質規格（案）「コンクリート標準示方書・（規準編）」

（土木学会、平成 30 年 10 月）による。これにより難い場合は、監督員の承諾を

得なければならない。  

（２）～（４）[省略]  

３～４[省略]  

3-3-3-13 ～3-3-3-15[省略] 

3-3-3-16  沈床工  

１．一般事項  

受注者は、粗朶沈床の施工については、連柴は梢を一方に向け径 15cm を標準と

し、緊結は長さおよそ 60 cm ごとに連柴締金を用いて締付け、亜鉛引鉄線または、

しゅろ縄等にて結束し、この間２ヶ所を二子縄等をもって結束するものとし、連柴

の長さは格子を結んだときに端にそれぞれ約 15 cm を残すようにしなければならな

い。  

２～１３[省略] 

3-3-3-17 捨石工  

１～３[省略]  

４．捨石基礎の施工（1）  

受注者は、捨石基礎の施工にあたっては、極度の凹凸や粗密が発生しないように

潜水士または測深器具をもって捨石の施工状況を確認しながら施工しなければなら

ない。  

５～６[省略] 

3-3-3-18～3-3-3-19[省略]  

3-3-3-20  現場継手工  

１～２[省略]  

３．ボルトの締付け  

ボルトの締付けについては、以下の規定によるものとする。  

（１）～（３）[省略] 
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（４）ボルトの締付けを回転法によって行う場合、接触面の肌すきがなくなる程度

にトルクレンチで締めた状態、又は組立て用スパナで力いっぱい締めた状態か

ら、以下に示す回転角を与えなければならない。ただし、回転法は F8T、B8T の

みに用いるものとする。  

①～②[省略] 

４～６[省略]  

７．締付け確認  

締付け確認については、以下の規定によるものとする。  

（１）締付け確認をボルト締付け後速やかに行い、その記録を整備及び保管し、監

督員又は検査職員から請求があった場合は速やかに提示しなければならない。  

（２）～（３）[省略]  

８[省略]  

９．現場溶接  

（１）～（４）[省略] 

（５）受注者は、溶接現場の気象条件が以下に該当する時は、溶接欠陥の発生を防

止するため、防風設備及び予熱等により溶接作業条件を整えられる場合を除き

溶接作業を行ってはならない。  

①雨天又は作業中に雨天となるおそれのある場合  

②～⑤[省略] 

（６）[省略] 

3-3-3-21  伸縮装置工  

１．一般事項  

受注者は、伸縮装置の据付けについては、施工時の気温を考慮し、設計時の標準

温度で、橋と支承の相対位置が標準位置となるよう温度補正を行って据付け位置を

決定しなければならない。また、監督員又は検査職員から請求があった場合は速や

かに提示しなければならない。  

２[省略]  

3-3-3-22[省略] 

3-3-3-23  環境配慮型護岸工  

１～４[省略]  

５．柳枝の施工  

受注者は、柳枝の施工については、法拵え後、ます形に、杭を垂直に打込むとと

もに、杭頭を打ちそろえなければならない。  

（４）ボルトの締付けを回転法によって行う場合、接触面の肌すきがなくなる程度に

トルクレンチで締めた状態、または組立て用スパナで力いっぱい締めた状態から、以

下に示す回転角を与えなければならない。ただし、回転法は F8T、B8T のみに用いる

ものとする。  

①～②[省略] 

４～６[省略]  

７．締付け確認  

締付け確認については、以下の規定によるものとする。  

（１）締付け確認をボルト締付け後速やかに行い、その記録を整備及び保管し、監督

員または検査職員から請求があった場合は速やかに提示しなければならない。  

（２）～（３）[省略]  

８[省略]  

９．現場溶接  

（１）～（４）[省略] 

（５）受注者は、溶接現場の気象条件が以下に該当する時は、溶接欠陥の発生を防止

するため、防風設備及び予熱等により溶接作業条件を整えられる場合を除き溶接

作業を行ってはならない。  

①雨天または作業中に雨天となるおそれのある場合  

②～⑤[省略] 

（６）[省略] 

3-3-3-21  伸縮装置工  

１．一般事項  

受注者は、伸縮装置の据付けについては、施工時の気温を考慮し、設計時の標準

温度で、橋と支承の相対位置が標準位置となるよう温度補正を行って据付け位置を

決定しなければならない。また、監督員または検査職員から請求があった場合は速

やかに提示しなければならない。  

２[省略]  

 3-3-3-22[省略] 

3-3-3-23  環境配慮型護岸工  

１～４[省略]  

５．柳枝の施工  

受注者は、柳枝の施工については、のりごしらえ後、ます形に、杭を垂直に打込

むとともに、杭頭を打ちそろえなければならない。  
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６～７[省略]  

3-3-3-24  羽口工  

１．一般事項  

受注者は、じゃかごの中詰用ぐり石については、15 ～ 25 cm のもので、じゃか

ごの網目より大きな天然石又は割ぐり石を使用しなければならない。  

２～５[省略]  

６．ふとんかご中詰用ぐり石  

受注者は、ふとんかごの中詰用ぐり石については、ふとんかごの厚さが 30 cm の

場合は５～ 15 cm、ふとんかごの厚さが 50 cm の場合は 15～20 cm の大きさとし、

ふとんかごの網目より大きな天然石又は割ぐり石を使用しなければならない。  

７～８[省略]  

3-3-3-25 プレキャストカルバート工  

１[省略]  

２．施工順序  

受注者は、プレキャストカルバート工の施工については、基礎との密着をはかり、

接合面が食い違わぬように注意して、カルバートの下流側又は低い側から設置しな

ければならない。  

３[省略]  

４．プレキャストパイプの施工  

受注者は、プレキャストパイプの施工については、ソケットのあるパイプの場合

はソケットをカルバートの上流側又は高い側に向けて設置しなければならない。ソ

ケットのないパイプの接合は、カラー接合又は印ろう接合とし、接合部はモルタル

でコーキングし、漏水が起こらないように施工しなければならない。  

５[省略]  

3-3-3-26 側溝工  

１～５[省略] 

６．フィルター材料  

受注者は、フィルター材料を使用する場合は、排水性のよい砂又は、クラッシャ

ラン等を使用しなければならない。  

７．ソケット付管の布設  

受注者は、ソケット付の管を布設する時は、上流側又は高い側にソケットを向け

なければならない。  

８．管の据付  

受注者は、基礎工の上に通りよく管を据付けるとともに、管の下面及びカラーの

周囲にはコンクリート又は固練りモルタルを充填し、空隙や漏水が生じないように

施工なければならない。  

９[省略]  

６～７[省略]  

3-3-3-24  羽口工  

１．一般事項  

受注者は、じゃかごの中詰用ぐり石については、15 ～ 25 cm のもので、じゃか

ごの網目より大きな天然石または割ぐり石を使用しなければならない。  

２～５[省略]  

６．ふとんかご中詰用ぐり石  

受注者は、ふとんかごの中詰用ぐり石については、ふとんかごの厚さが 30 cm の

場合は５～ 15 cm、ふとんかごの厚さが 50 cm の場合は 15～20 cm の大きさとし、

ふとんかごの網目より大きな天然石または割ぐり石を使用しなければならない。  

７～８[省略]  

3-3-3-25 プレキャストカルバート工  

１[省略] 

２．施工順序  

受注者は、プレキャストカルバート工の施工については、基礎との密着をはかり、

接合面が食い違わぬように注意して、カルバートの下流側または低い側から設置し

なければならない。  

３[省略]  

４．プレキャストパイプの施工  

受注者は、プレキャストパイプの施工については、ソケットのあるパイプの場合

はソケットをカルバートの上流側または高い側に向けて設置しなければならない。

ソケットのないパイプの接合は、カラー接合または印ろう接合とし、接合部はモル

タルでコーキングし、漏水が起こらないように施工しなければならない。  

５[省略]  

3-3-3-26 側溝工  

１～５[省略] 

６．フィルター材料  

受注者は、フィルター材料を使用する場合は、排水性のよい砂または、クラッシ

ャラン等を使用しなければならない。  

７．ソケット付管の布設  

受注者は、ソケット付の管を布設する時は、上流側または高い側にソケットを向

けなければならない。  

８．管の据付  

受注者は、基礎工の上に通りよく管を据付けるとともに、管の下面及びカラーの

周囲にはコンクリートまたは固練りモルタルを充填し、空隙や漏水が生じないよう

に施工なければならない。  

９[省略]  
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10．異常時の処置  

受注者は、コルゲートパイプの布設については、砂質土又は軟弱地盤が出現した

場合は、施工する前に設計図書に関して監督員と協議しなければならない。  

11．コルゲートパイプの組立て  

受注者は、コルゲートパイプの組立てについては、上流側又は高い側のセクショ

ンを下流側又は低い側のセクションの内側に重ね合うようにし、重ね合わせ部分の

接合は、パイプ断面の両側で行うものとし、底部及び頂部で行ってはならない。  

また、埋戻し後も可能な限りボルトの緊結状態を点検し、ゆるんでいるものがあ

れば締直しを行わなければならない。  

12[省略] 

3-3-3-27[省略] 

3-3-3-28  現場塗装工  

１～３[省略] 

４．塗装塗布方法  

受注者は、塗装作業にエアレススプレー、ハケ又はローラーブラシを用いなけれ

ばならない。また、塗布作業に際しては各塗布方法の特徴を理解して行わなければ

ならない。  

５～７[省略]  

８．付着塩分の水洗い  

受注者は、海岸地域に架設又は保管されていた場合、海上輸送を行った場合、そ

の他臨海地域を長距離輸送した場合など部材に塩分の付着が懸念された場合には、

塩分付着量の測定を行い NaCl が 50 mg/m2 以上の時は水洗いしなければならな

い。  

９～12[省略] 

13．下塗  

（１）～（２）[省略] 

（３）受注者は、ボルト締め後又は溶接施工のため塗装が困難となる部分で設計図

書に示されている場合又は、監督員の指示がある場合にはあらかじめ塗装を完

了させなければならない。  

（４）～（５）[省略] 

14～15[省略]  

16．検査  

10．異常時の処置  

受注者は、コルゲートパイプの布設については、砂質土または軟弱地盤が出現し

た場合は、施工する前に設計図書に関して監督員と協議しなければならない。  

11．コルゲートパイプの組立て  

受注者は、コルゲートパイプの組立てについては、上流側または高い側のセクシ

ョンを下流側または低い側のセクションの内側に重ね合うようにし、重ね合わせ部

分の接合は、パイプ断面の両側で行うものとし、底部及び頂部で行ってはならない。 

また、埋戻し後も可能な限りボルトの緊結状態を点検し、ゆるんでいるものがあ

れば締直しを行わなければならない。  

12[省略] 

3-3-3-27  [省略] 

3-3-3-28  現場塗装工  

１～３[省略] 

４．塗装塗布方法  

受注者は、塗装作業にエアレススプレー、ハケまたはローラーブラシを用いなけ

ればならない。また、塗布作業に際しては各塗布方法の特徴を理解して行わなけれ

ばならない。  

５～７[省略]  

８．付着塩分の水洗い  

受注者は、海岸地域に架設または保管されていた場合、海上輸送を行った場合、

その他臨海地域を長距離輸送した場合など部材に塩分の付着が懸念された場合に

は、塩分付着量の測定を行い NaCl が 50 mg/m2 以上の時は水洗いしなければなら

ない。  

９～12[省略]  

13．下塗  

（１）～（２）[省略] 

（３）受注者は、ボルト締め後または溶接施工のため塗装が困難となる部分で設計図

書に示されている場合または、監督員の指示がある場合にはあらかじめ塗装を完

了させなければならない。  

（４）～（５）[省略] 

14～15[省略]  

16．検査  
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（１）受注者は、現場塗装終了後、塗膜厚検査を行い、塗膜厚測定記録を作成及び

保管し、監督員又は検査職員から請求があった場合は速やかに提示するととも

に、工事完成時に監督員へ提出しなければならない。  

（２）～（３）[省略] 

（４）受注者は、塗膜厚の測定を、塗装系別、塗装方法別、部材の種類別又は作業

姿勢別に測定位置を定め平均して測定するよう配慮しなければならない。 

（５）～（７）[省略] 

17．記録  

（１）[省略]  

（２）受注者は、最終塗装の完了後、橋体起点側（左）又は終点側（右）の外桁腹

板に、ペイント又は耐候性に優れたフィルム状の粘着シートにより図 3-3-2 の

とおり記録しなければならない。  

  

図 3-3-2  塗装記録表の仕様[省略] 

 

第４節 基礎工  

3-3-4-1～3-3-4-3 [省略] 

3-3-4-4  既製杭工  

１[省略] 

２．既製杭工の工法  

既製杭工の工法は、打込み杭工法、中掘り杭工法、プレボーリング杭工法、鋼管

ソイルセメント杭工法又は回転杭工法とし、取扱いは本条及び設計図書によらなけ

ればならない。  

３～８[省略]  

９．杭頭損傷の修補  

受注者は、既製杭工の施工にあたり、杭頭打込みの打撃等により損傷した場合は、

杭の機能を損なわないように、修補又は取り替えなければならない。  

10～24[省略] 

3-3-4-5 [省略] 

3-3-4-6  深礎工  

１～10[省略]  

 

 

（１）受注者は、現場塗装終了後、塗膜厚検査を行い、塗膜厚測定記録を作成及び保

管し、監督員または検査職員から請求があった場合は速やかに提示するととも

に、工事完成時に監督員へ提出しなければならない。  

（２）～（３）[省略] 

（４）受注者は、塗膜厚の測定を、塗装系別、塗装方法別、部材の種類別または作業

姿勢別に測定位置を定め平均して測定するよう配慮しなければならない。 

（５）～（７）[省略] 

17．記録  

（１）[省略]  

（２）受注者は、最終塗装の完了後、橋体起点側（左）または終点側（右）の外  

桁腹板に、ペイントまたは耐候性に優れたフィルム状の粘着シートにより図 3-

3-2 のとおり記録しなければならない。  

  

図 3-3-2  塗装記録表の仕様[省略] 

 

第４節 基礎工  

3-3-4-1～3-3-4-3 [省略] 

3-3-4-4  既製杭工  

１[省略] 

２．既製杭工の工法  

既製杭工の工法は、打込み杭工法、中掘り杭工法、プレボーリング杭工法、鋼管

ソイルセメント杭工法または回転杭工法とし、取扱いは本条及び設計図書によらな

ければならない。  

３～８[省略]  

９．杭頭損傷の修補  

受注者は、既製杭工の施工にあたり、杭頭打込みの打撃等により損傷した場合は、

杭の機能を損なわないように、修補または取り替えなければならない。  

10～24[省略] 

3-3-4-5 [省略] 

3-3-4-6  深礎工  

１～10[省略]  
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11．ライナープレートの組立て  

受注者は、ライナープレートの組立にあたっては、偏心と歪みをできるだけ小さ

くするようにしなければならない。  

12～13[省略]  

3-3-4-7  オープンケーソン基礎工  

１～９[省略]  

10．底版コンクリート打設準備  

  受注者は、底版コンクリートを打込む前に刃口より上にある土砂を掘削しなけ

ればならない。さらに刃先下部の掘越した部分はコンクリートで埋戻さなければ

ならない。  

また陸掘りの場合を除き、水中コンクリートは、オープンケーソン内の水位の変

動がないことを確認したうえ、トレミー管又はコンクリートポンプ等を用いて打込

むものとする。この場合、管の先端は常に打込まれたコンクリート中に貫入された

状態にしておかなければならない。  

11～12[省略]  

13．中詰充填の施工 

受注者は、中詰充填を施工するにあたり、オープンケーソン内の水位を保った状

態で密実に行わなければならない。  

14～15[省略] 

3-3-4-8 [省略] 

3-3-4-9 鋼管矢板基礎工  

１～３[省略] 

４．杭頭損傷の修補  

受注者は、鋼管矢板基礎工の施工にあたり、杭頭打込みの打撃等により損傷した

場合は、杭の機能を損なわないように、修補又は取り替えなければならない。  

５～10[省略] 

11．鋼管矢板の溶接  

鋼管矢板基礎工において鋼管矢板の溶接を行う場合については、以下の各号の規

定によるものとする。  

（１）[省略] 

（２）受注者は、鋼管矢板の溶接については、JIS Z 3801（手溶接技術検定におけ

る試験方法及び判定基準）に定められた試験のうち、その作業に該当する試験

（又は同等以上の検定試験）に合格した者で、かつ現場溶接の施工経験が６ヶ

月以上の者に行わさせなければならない。ただし半自動溶接を行う場合は､ JIS 

11．ライナープレートの組立て  

受注者は、ライナープレートの組立にあたっては、偏心と歪みを出来るだけ小さ

くするようにしなければならない。  

12～13[省略]  

3-3-4-7  オープンケーソン基礎工  

１～９[省略]  

10．底版コンクリート打設準備  

受注者は、底版コンクリートを打込む前に刃口より上にある土砂を掘削しなけ

ればならない。さらに刃先下部の掘越した部分はコンクリートで埋戻さなければ

ならない。  

また陸掘りの場合を除き、水中コンクリートは、オープンケーソン内の水位の変

動がないことを確認したうえ、トレミー管またはコンクリートポンプ等を用いて打

込むものとする。この場合、管の先端は常に打込まれたコンクリート中に貫入され

た状態にしておかなければならない。  

11～12[省略]  

13．中詰充てんの施工 

受注者は、中詰充填を施工するにあたり、オープンケーソン内の水位を保った状

態で密実に行わなければならない。  

14～15[省略] 

3-3-4-8 [省略] 

3-3-4-9 鋼管矢板基礎工  

１～３[省略] 

４．杭頭損傷の修補  

受注者は、鋼管矢板基礎工の施工にあたり、杭頭打込みの打撃等により損傷した

場合は、杭の機能を損なわないように、修補または取り替えなければならない。  

５～10[省略] 

11．鋼管矢板の溶接  

鋼管矢板基礎工において鋼管矢板の溶接を行う場合については、以下の各号の規

定によるものとする。  

（１）[省略] 

（２）受注者は、鋼管矢板の溶接については、JIS Z 3801（手溶接技術検定における

試験方法及び判定基準）に定められた試験のうち、その作業に該当する試験（ま

たは同等以上の検定試験）に合格した者で、かつ現場溶接の施工経験が６ヶ月以

上の者に行わさせなければならない。ただし半自動溶接を行う場合は､ JIS Z 
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Z 3841（半自動溶接技術検定における試験方法及び判定基準）に定められた試

験の種類のうち、その作業に該当する試験（又はこれと同等以上の検定試験）

に合格した者でなければならない。  

（３）[省略] 

（４）受注者は、鋼管矢板の溶接には直流又は交流アーク溶接機を用いるものと

し、二次側に電流計、電圧計を備えておき、溶接作業場にて電流調節が可能で

なければならない。  

（５）～（７）[省略] 

（８）受注者は、鋼管矢板の溶接完了後、設計図書に示された方法、個数につき、

指定された箇所について欠陥の有無を確認しなければならない。  

なお、確認の結果、発見された欠陥のうち手直しを要するものについては、そ

の箇所をグラインダー又はガウジングなどで完全にはつりとり再溶接して補修

しなければならない。  

（９）[省略] 

12～25[省略]  

 

第５節 石・ブロック積（張）工  

3-3-5-1 一般事項  

１～８[省略]  

９．石・ブロック積（張）工の基礎  

受注者は、石・ブロック積（張）工の基礎の施工にあたっては、沈下、壁面の変

形などの石・ブロック積（張）工の安定に影響が生じないようにしなければならな

い。  

受注者は、基礎コンクリートを施工する場合は、適度な長さを一工程として十分

養生を行うものとする。ブロックに接する面は、ブロック擁壁法面に対し所定の角

度をもつ一様な平面に入念に仕上げなければならない。  

3-3-5-2[省略] 

3-3-5-3  コンクリートブロック工  

１～２[省略]  

３．コンクリートブロック張りの基礎  

受注者は、コンクリートブロック張りの施工に先立って、砕石、割ぐり石又はク

ラッシャランを敷均し、締固めを行わなければならない。また、ブロックは凹凸な

く張込まなければならない。  

3841（半自動溶接技術検定における試験方法及び判定基準）に定められた試験の

種類のうち、その作業に該当する試験（またはこれと同等以上の検定試験）に合

格した者でなければならない。  

（３）[省略] 

（４）受注者は、鋼管矢板の溶接には直流または交流アーク溶接機を用いるものと

し、二次側に電流計、電圧計を備えておき、溶接作業場にて電流調節が可能でな

ければならない。  

（５）～（７）[省略] 

（８）受注者は、鋼管矢板の溶接完了後、設計図書に示された方法、個数につき、指

定された箇所について欠陥の有無を確認しなければならない。  

なお、確認の結果、発見された欠陥のうち手直しを要するものについては、そ

の箇所をグラインダーまたはガウジングなどで完全にはつりとり再溶接して補修

しなければならない。  

（９）[省略] 

12～25[省略]  

   

第５節 石・ブロック積（張）工  

3-3-5-1 一般事項  

１～８[省略]  

９．石・ブロック積（張）工の基礎  

受注者は、石・ブロック積（張）工の基礎の施工にあたっては、沈下、壁面の変

形などの石・ブロック積（張）工の安定に影響が生じないようにしなければならな

い。  

受注者は、基礎コンクリートを施工する場合は、適度な長さを一工程として十分

養生を行うものとする。ブロックに接する面は、ブロック擁壁のり面に対し所定の

角度をもつ一様な平面に入念に仕上げなければならない。  

3-3-5-2 [省略] 

3-3-5-3  コンクリートブロック工  

１～２[省略] 

３．コンクリートブロック張りの基礎  

受注者は、コンクリートブロック張りの施工に先立って、砕石、割ぐり石または

クラッシャランを敷均し、締固めを行わなければならない。また、ブロックは凹凸

なく張込まなければならない。  



新 旧 

４[省略]  

５．コンクリートブロック工の練積又は練張の施工  

受注者は、コンクリートブロック工の練積又は練張の施工にあたり、合端を合わ

せ尻かいを用いて固定し、胴込めコンクリートを充填した後に締固め、合端付近に

空隙が生じないようにしなければならない。  

６[省略]  

７．伸縮目地、水抜き孔の施工  

受注者は、コンクリートブロック工の練積又は練張における伸縮目地、水抜き孔

などの施工にあたり、施工位置については設計図書に従って施工しなければならな

い。  

なお、これにより難い場合は、設計図書に関して監督員と協議しなければならな

い。 

８．合端の施工  

受注者は、コンクリートブロック工の練積又は練張における合端の施工にあた

り、モルタル目地を塗る場合は、あらかじめ、設計図書に関して監督員の承諾を得

なければならない。  

  

                                           練積                                            

空積  

  図 3-3-4 コンクリートブロック工  

  

 

 

９～11[省略]  

3-3-5-4 [省略] 

3-3-5-5  石積（張）工  

４[省略]  

５．コンクリートブロック工の練積又は練張の施工  

受注者は、コンクリートブロック工の練積または練張の施工にあたり、合端を合

わせ尻かいを用いて固定し、胴込めコンクリートを充填した後に締固め、合端付近

に空隙が生じないようにしなければならない。  

６[省略] 

７．伸縮目地、水抜き孔の施工  

受注者は、コンクリートブロック工の練積または練張における伸縮目地、水抜き

孔などの施工にあたり、施工位置については設計図書に従って施工しなければなら

ない。  

なお、これにより難い場合は、設計図書に関して監督員と協議しなければならな

い。 

８．合端の施工  

受注者は、コンクリートブロック工の練積または練張における合端の施工にあた

り、モルタル目地を塗る場合は、あらかじめ、設計図書に関して監督員の承諾を得な

ければならない。  

  

                                           練積                                            

空積  

  図 3-3-4 コンクリートブロック工  

  

 

 

９～11[省略]  

3-3-5-4 [省略] 

3-3-5-5  石積（張）工  

合端  
 

胴込コンクリート  
 

 

  

尻 が い

胴 が い

合端  
 

胴込コンクリート  
 

 

  

尻 が い

胴 が い
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１[省略]  

２．石積（張）工の基礎  

受注者は、石積（張）工の施工に先立って、砕石、割ぐり石又はクラッシャラン

を敷均し、締固めを行わなければならない 。  

３[省略] 

   

第６節 一般舗装工  

3-3-6-1  一般事項  

１～３[省略]  

４．有害物の除去  

受注者は、路盤の施工に先立って、路床面又は下層路盤面の浮石、その他の有害

物を除去しなければならない。  

５．異常時の処置  

受注者は、路床面又は下層路盤面に異常を発見したときは、直ちに監督員に連絡

し、設計図書に関して監督員と協議しなければならない。  

3-3-6-2 [省略]  

3-3-6-3  アスファルト舗装の材料  

１～２[省略] 

３．試験結果の提出  

受注者は、以下の材料の試験結果を、工事に使用する前に監督員に提出しなけれ

ばならない。ただし、これまでに使用実績があるものを用いる場合には、その試験

成績表を監督員が承諾した場合には、受注者は、試験結果の提出を省略することが

できる。  

（１）～（３）[省略] 

４～６[省略]  

７．小規模工事の骨材試験  

受注者は、ごく小規模な工事（総使用量 500 t 未満あるいは施工面積 2,000 m2 

未満）においては、これまでの実績（過去 1 年以内にプラントから生産され使用

した）又は定期試験結果の提出により、以下の骨材の骨材試験を省略することがで

きる。  

（１）～（２）[省略] 

８[省略]  

９．上層路盤の材料規格  

上層路盤に使用する粒度調整路盤材は以下の規格に適合するものとする。  

１[省略]  

２．石積（張）工の基礎  

受注者は、石積（張）工の施工に先立って、砕石、割ぐり石またはクラッシャラ

ンを敷均し、締固めを行わなければならない 。  

３[省略] 

   

第６節 一般舗装工  

3-3-6-1  一般事項  

１～３[省略]  

４．有害物の除去  

受注者は、路盤の施工に先立って、路床面または下層路盤面の浮石、その他の有

害物を除去しなければならない。  

５．異常時の処置  

受注者は、路床面または下層路盤面に異常を発見したときは、直ちに監督員に連

絡し、設計図書に関して監督員と協議しなければならない。  

3-3-6-2  [省略]  

3-3-6-3  アスファルト舗装の材料  

１～２[省略] 

３．試験結果の提出  

受注者は、以下の材料の試験結果を、工事に使用する前に監督員に提出しなけれ

ばならない。ただし、これまでに使用実績があるものを用いる場合には、その試験

成績表を監督員が承諾した場合には、受注者は、試験結果の提出を省略する事がで

きる。  

（１）～（３）[省略] 

４～６[省略] 

７．小規模工事の骨材試験  

受注者は、ごく小規模な工事（総使用量 500 t 未満あるいは施工面積 2,000 m2 

未満）においては、これまでの実績（過去 1 年以内にプラントから生産され使用し

た）または定期試験結果の提出により、以下の骨材の骨材試験を省略することがで

きる。  

（１）～（２）[省略] 

８[省略]  

９．上層路盤の材料規格  

上層路盤に使用する粒度調整路盤材は以下の規格に適合するものとする。  
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（１）粒度調整路盤材は、粒度調整砕石、再生粒度調整砕石、粒度調整鉄鋼スラグ、

水硬性粒度調整鉄鋼スラグ、又は砕石、クラッシャラン、鉄鋼スラグ、砂、スク

リーニングス等を本項（２）に示す粒度範囲に入るように混合したものとする。

これらの粒度調整路盤材は、細長いあるいは偏平な石片、粘土塊、有機物ごみ、

その他を有害量含まず、表 3-3-13、表 3-3-14、表 3-3-15 の規格に適合するも

のとする。  

    

表[省略] 

（２）[省略]  

10[省略]  

11．アスファルト安定処理の材料規格 

[省略]   

表 3-3-17  [省略] 

表 3-3-18  アスファルトコンクリート再生骨材の品質 [省略] 

［注 1］～［注 6］[省略]  

［注 7］旧アスファルトの性状は、針入度又は、圧列係数のどちらかが基準を満足す

ればよい。  

12～13[省略] 

14．適用規定（再生アスファルト(１)）  

受注者は、アスファルト舗装の基層及び表層に再生アスファルトを使用する場

合、以下の各規定に従わなければならない。  

（１）[省略]  

（２）再生加熱アスファルト混合物の再生用添加剤は、アスファルト系又は、石油

潤滑油系とする。  

15～17[省略]  

18．基層及び表層に使用する細骨材  

アスファルト舗装の基層及び表層に使用する細骨材は、天然砂、スクリーニング

ス、高炉水砕スラグ、クリンカーアッシュ、又はそれらを混合したものとする。  

19[省略]  

20．適用規定（加熱アスファルト）  

アスファルト舗装の基層及び表層に使用する加熱アスファルト混合物は、以下の

各規定に従わなければならない。  

（１）粒度調整路盤材は、粒度調整砕石、再生粒度調整砕石、粒度調整鉄鋼スラグ、水

硬性粒度調整鉄鋼スラグ、または、砕石、クラッシャラン、鉄鋼スラグ、砂、スク

リーニングス等を本項（２）に示す粒度範囲に入るように混合したものとする。

これらの粒度調整路盤材は、細長いあるいは偏平な石片、粘土塊、有機物ごみ、そ

の他を有害量含まず、表 3-3-13、表 3-3-14、表 3-3-15 の規格に適合するものと

する。  

    

表[省略] 

（２）[省略]  

10[省略]  

11．アスファルト安定処理の材料規格 

[省略]   

表 3-3-17  [省略] 

表 3-3-18  アスファルトコンクリート再生骨材の品質 [省略] 

［注 1］～［注 6］[省略]  

［注 7］旧アスファルトの性状は、針入度または、圧列係数のどちらかが基準を満足す

ればよい。  

12～13[省略] 

14．適用規定（再生アスファルト(１)）  

受注者は、アスファルト舗装の基層及び表層に再生アスファルトを使用する場合、

以下の各規定に従わなければならない。  

（１）[省略]  

（２）再生加熱アスファルト混合物の再生用添加剤は、アスファルト系または、石油

潤滑油系とする。  

15～17[省略]  

18．基層及び表層に使用する細骨材  

アスファルト舗装の基層及び表層に使用する細骨材は、天然砂、スクリーニング

ス、高炉水砕スラグ、クリンカーアッシュ、またはそれらを混合したものとする。 

19[省略]  

20．適用規定（加熱アスファルト）  

アスファルト舗装の基層及び表層に使用する加熱アスファルト混合物は、以下の

各規定に従わなければならない。  
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（１）[省略] 

（２）密粒度アスファルト混合物の骨材の最大粒径は車道部 20mm、歩道部及び車道部

のすりつけ舗装は 20 mm 又は 13 mm とする。  

（３）[省略] 

21．マーシャル安定度試験  

[省略] 

   

表 3-3-19  マーシャル安定度試験基準値 

表[省略] 

［注 1］[省略] 

［注 2］積雪寒冷地域の場合や、1,000 ≦ T ＜ 3,000 であっても流動によるわだ

ち掘れのおそれが少ないところでは突き固め回数を 50 回とする。  

［注 3］[省略] 

［注 4］水の影響を受けやすいと思われる混合物又はそのような箇所に舗設される

混合物は、次式で求めた残留安定度 75 ％以上が望ましい。  

残留安定度(％)＝(60℃、48 時間水浸後の安定度(kN)／安定度(kN))×100  

［注 5］[省略] 

3-3-6-4 [省略] 

3-3-6-5  舗装準備工  

１[省略] 

２．異常時の処置  

受注者は、アスファルト舗装工、コンクリート舗装工の表層あるいは基層の施工

に先立って基層面又は上層路盤面の異常を発見したときは、直ちに監督員に連絡

し、設計図書に関して監督員と協議しなければならない。  

３[省略] 

3-3-6-6  [省略]  

3-3-6-7  アスファルト舗装工  

１～２[省略] 

３．セメント及び石灰安定処理の規定  

[省略] 

（１）～（５）[省略] 

（１）[省略] 

（２）密粒度アスファルト混合物の骨材の最大粒径は車道部 20mm、歩道部及び車道部

のすりつけ舗装は 20 mm または 13 mm とする。  

（３）[省略] 

21．マーシャル安定度試験  

[省略] 

  

表 3-3-19  マーシャル安定度試験基準値 

表[省略] 

［注 1］[省略] 

［注 2］積雪寒冷地域の場合や、1,000 ≦ T ＜ 3,000 であっても流動によるわだち

掘れの恐れが少ないところでは突き固め回数を 50 回とする。  

［注 3］[省略] 

［注 4］水の影響を受けやすいと思われる混合物またはそのような箇所に舗設される

混合物は、次式で求めた残留安定度 75 ％以上が望ましい。  

残留安定度(％)＝(60℃、48 時間水浸後の安定度(kN)／安定度(kN))×100  

［注 5］[省略] 

3-3-6-4 [省略] 

3-3-6-5  舗装準備工  

１[省略] 

２．異常時の処置  

受注者は、アスファルト舗装工、コンクリート舗装工の表層あるいは基層の施工

に先立って基層面または上層路盤面の異常を発見したときは、直ちに監督員に連絡

し、設計図書に関して監督員と協議しなければならない。  

３[省略] 

3-3-6-6  [省略] 

3-3-6-7  アスファルト舗装工  

１～２[省略] 

３．セメント及び石灰安定処理の規定  

[省略] 

（１）～（５）[省略] 
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（６）受注者は、下層路盤の安定処理を施工する場合に、路床の整正を行った後、

安定処理をしようとする材料を均一な層状に整形し、その上に本項（２）～

（５）により決定した配合量のセメント又は石灰を均一に散布し、混合機械で 

1～２回空練りした後、最適含水比付近の含水比になるよう水を加えながら混合

しなければならない。  

（７）～（15） 

（16）受注者は、加熱アスファルト安定処理層、基層又は表層と、セメント及び石

灰安定処理層の縦継目の位置を 15 cm 以上、横継目の位置を 1 m 以上ずらさな

ければならない。  

（17）～（18） 

４．加熱アスファルト安定処理の規定  

受注者は、路盤において加熱アスファルト安定処理を行う場合に、以下の各規定

による。  

（１）[省略] 

（２）受注者は、加熱アスファルト安定処理路盤材の粒度及びアスファルト量の決

定にあたっては、配合設計を行い、監督員の承諾を得なければならない。ただ

し、これまでに実績（過去１年以内にプラントから生産され使用した）がある

加熱アスファルト安定処理路盤材を用いる場合には、これまでの実績（過去 1

年以内にプラントから生産され使用した）又は、定期試験による配合設計書を

監督員が承諾した場合に限り、配合設計を省略することができる。  

（３）受注者は、ごく小規模な工事（総使用量 500t 未満あるいは施工面積 2,000m2

未満）においては、これまでの実績（過去 1 年以内にプラントから生産され使

用した）又は定期試験による試験結果の提出によって、配合設計を省略するこ

とができる。  

（４）～（５） 

（６）受注者は、加熱アスファルト安定処理混合物を貯蔵する場合、一時貯蔵ビン

又は加熱貯蔵サイロに貯蔵しなければならない。  

（７）[省略] 

（８）受注者は、加熱アスファルト安定処理混合物を運搬する場合、清浄で平滑な

荷台を有するダンプトラックを使用し、ダンプトラックの荷台内面には、混合

物の付着を防止する油、又は溶液を薄く塗布しなければならない。  

（６）受注者は、下層路盤の安定処理を施工する場合に、路床の整正を行った後、安

定処理をしようとする材料を均一な層状に整形し、その上に本項（２）～（５）

により決定した配合量のセメントまたは石灰を均一に散布し、混合機械で 1～２

回空練りした後、最適含水比付近の含水比になるよう水を加えながら混合しなけ

ればならない。  

（７）～（15） 

（16）受注者は、加熱アスファルト安定処理層、基層または表層と、セメント及び石灰

安定処理層の縦継目の位置を 15 cm 以上、横継目の位置を 1 m 以上ずらさなけれ

ばならない。  

（17）～（18） 

 

４．加熱アスファルト安定処理の規定  

受注者は、路盤において加熱アスファルト安定処理を行う場合に、以下の各規定

による。  

（１）[省略] 

（２）受注者は、加熱アスファルト安定処理路盤材の粒度及びアスファルト量の決定

にあたっては、配合設計を行い、監督員の承諾を得なければならない。ただし、

これまでに実績（過去１年以内にプラントから生産され使用した）がある加熱ア

スファルト安定処理路盤材を用いる場合には、これまでの実績（過去 1 年以内に

プラントから生産され使用した）または、定期試験による配合設計書を監督員が

承諾した場合に限り、配合設計を省略することができる。  

（３）受注者は、ごく小規模な工事（総使用量 500t 未満あるいは施工面積 2,000m2

未満）においては、これまでの実績（過去 1 年以内にプラントから生産され使用

した）または定期試験による試験結果の提出によって、配合設計を省略すること

ができる。  

（４）～（５） 

（６）受注者は、加熱アスファルト安定処理混合物を貯蔵する場合、一時貯蔵ビンま

たは加熱貯蔵サイロに貯蔵しなければならない。  

（７）[省略] 

（８）受注者は、加熱アスファルト安定処理混合物を運搬する場合、清浄で平滑な荷

台を有するダンプトラックを使用し、ダンプトラックの荷台内面には、混合物の

付着を防止する油、または溶液を薄く塗布しなければならない。  
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（９）～（20）[省略] 

５．基層及び表層の規定  

受注者は、基層及び表層の施工を行う場合に、以下の各規定に従わなければなら

ない。 

（１）受注者は、加熱アスファルト混合物の粒度及びアスファルト量の決定にあた

っては、設計配合を行い監督員の承諾を得なければならない。  

ただし、これまでに実績（過去 1 年以内にプラントから生産され使用した）

がある配合設計の場合には、これまでの実績又は定期試験による配合設計書を監

督員が承諾した場合に限り、配合設計を省略することができる。  

（２）受注者は、ごく小規模な工事（総使用量 500 t 未満あるいは施工面積 2,000 

m2未満）においては、これまでの実績（過去 1 年以内にプラントから生産され

使用した）又は定期試験による配合設計書の提出によって配合設計を省略する

ことができる。  

（３）受注者は、舗設に先立って、（１）号で決定した場合の混合物について混合

所で試験練りを行わなければならない。試験練りの結果が表 3-3-19 に示す基礎

値と照合して基準値を満足しない場合には、骨材粒度又はアスファルト量の修

正を行わなければならない。ただし、これまでに製造実績のある混合物の場合

には、これまでの実績（過去 1 年以内にプラントから生産され使用した）又は

定期試験による試験練り結果報告書を監督員が承諾した場合に限り、試験練り

を省略することができる。  

（４）受注者は、ごく小規模な工事（総使用量 500 t 未満あるいは施工面積 

2,000m2未満）においては、これまでの実績（過去 1 年以内にプラントから生

産され使用した）又は定期試験による試験練り結果報告書の提出によって試験

練りを省略することができる。  

（５）～（12）[省略] 

（13）受注者は、プライムコート及びタックコートの散布にあたって、縁石等の構

造物を汚さないようにしながら、アスファルトディストリビュータ又はエンジ

ンスプレーヤで均一に散布しなければならない。  

（14）～（19）[省略] 

６[省略] 

 

 

（９）～（20）[省略] 

５．基層及び表層の規定  

受注者は、基層及び表層の施工を行う場合に、以下の各規定に従わなければなら

ない。 

（１）受注者は、加熱アスファルト混合物の粒度及びアスファルト量の決定にあたっ

ては、設計配合を行い監督員の承諾を得なければならない。  

ただし、これまでに実績（過去 1 年以内にプラントから生産され使用した）が

ある配合設計の場合には、これまでの実績または定期試験による配合設計書を監

督員が承諾した場合に限り、配合設計を省略することができる。  

（２）受注者は、ごく小規模な工事（総使用量 500 t 未満あるいは施工面積 2,000 

m2未満）においては、これまでの実績（過去 1 年以内にプラントから生産され

使用した）または定期試験による配合設計書の提出によって配合設計を省略する

ことができる。  

（３）受注者は、舗設に先立って、（１）号で決定した場合の混合物について混合所

で試験練りを行わなければならない。試験練りの結果が表 3-3-19 に示す基礎値

と照合して基準値を満足しない場合には、骨材粒度またはアスファルト量の修正

を行わなければならない。ただし、これまでに製造実績のある混合物の場合に

は、これまでの実績（過去 1 年以内にプラントから生産され使用した）または定

期試験による試験練り結果報告書を監督員が承諾した場合に限り、試験練りを省

略することができる。  

（４）受注者は、ごく小規模な工事（総使用量 500 t 未満あるいは施工面積 2,000m2

未満）においては、これまでの実績（過去 1 年以内にプラントから生産され使

用した）または定期試験による試験練り結果報告書の提出によって試験練りを省

略することができる。 

（５）～（12）[省略] 

（13）受注者は、プライムコート及びタックコートの散布にあたって、縁石等の構造

物を汚さないようにしながら、アスファルトディストリビュータまたはエンジン

スプレーヤで均一に散布しなければならない。  

（14）～（19）[省略] 

６[省略] 
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3-3-6-8  コンクリート舗装工  

１～２[省略] 

３．セメント及び石灰安定処理の規定  

受注者は、路盤においてセメント及び石灰安定処理を行う場合に、以下の各規

定に従わなければならない。  

（１）～（５）[省略] 

（６）受注者は、下層路盤の安定処理を施工する場合に、路床の整正を行った後、

安定処理をしようとする材料を均一な層状に整形し、その上に本項（2）～

（5）により決定した配合量のセメント又は石灰を均一に散布し、混合機械で 1

～2 回空練りしたのち、最適含水比付近の含水比になるよう水を加えながら混合

しなければならない。  

（７）～（15）[省略] 

（16）受注者は、加熱アスファルト安定処理層、基層又は表層と、セメント及び石

灰安定処理層の縦継目の位置を 15cm 以上、横継目の位置を 1m 以上ずらさなけ

ればならない。 

（17）～（18）[省略] 

４．加熱アスファルト安定処理の規定  

受注者は、路盤において加熱アスファルト安定処理を行う場合に、以下の各規

定に従わなければならない。 

（１）[省略] 

（２）受注者は、加熱アスファルト安定処理路盤材の粒度及びアスファルト量の決定

にあたっては、配合設計を行い、監督員の承諾を得なければならない。ただし、

これまでに実績（過去 1 年以内にプラントから生産され使用した）がある加熱ア

スファルト安定処理路盤材を用いる場合には、これまでの実績（過去 1 年以内に

プラントから生産され使用した）又は、定期試験による配合設計書を監督員が承

諾した場合に限り、配合設計を省略することができる。  

（３）受注者は、ごく小規模な工事（総使用量 500t 未満あるいは施工面積 2,000m2

未満）においては、これまでの実績（過去 1 年以内にプラントから生産され使

用した）又は定期試験による試験結果の提出によって、配合設計を省略するこ

とができる。 

（４）～（９）[省略] 

3-3-6-8  コンクリート舗装工  

１～２[省略] 

３．セメント及び石灰安定処理の規定  

受注者は、路盤においてセメント及び石灰安定処理を行う場合に、以下の各規定

に従わなければならない。  

（１）～（５）[省略] 

（６）受注者は、下層路盤の安定処理を施工する場合に、路床の整正を行った後、安

定処理をしようとする材料を均一な層状に整形し、その上に本項（2）～（5）により

決定した配合量のセメントまたは石灰を均一に散布し、混合機械で 1～2 回空練りし

たのち、最適含水比付近の含水比になるよう水を加えながら混合しなければならな

い。  

（７）～（15）[省略] 

（16）受注者は、加熱アスファルト安定処理層、基層または表層と、セメント及び石灰

安定処理層の縦継目の位置を 15cm 以上、横継目の位置を 1m 以上ずらさなければ

ならない。 

（17）～（18）[省略] 

 

４．加熱アスファルト安定処理の規定  

受注者は、路盤において加熱アスファルト安定処理を行う場合に、以下の各規定

に従わなければならない。 

（１）[省略] 

（２）受注者は、加熱アスファルト安定処理路盤材の粒度及びアスファルト量の決定

にあたっては、配合設計を行い、監督員の承諾を得なければならない。ただし、こ

れまでに実績（過去 1 年以内にプラントから生産され使用した）がある加熱アス

ファルト安定処理路盤材を用いる場合には、これまでの実績（過去 1 年以内にプ

ラントから生産され使用した）または、定期試験による配合設計書を監督員が承

諾した場合に限り、配合設計を省略することができる。  

（３）受注者は、ごく小規模な工事（総使用量 500t 未満あるいは施工面積 2,000m2

未満）においては、これまでの実績（過去 1 年以内にプラントから生産され使用

した）または定期試験による試験結果の提出によって、配合設計を省略すること

ができる。 

（４）～（９）[省略] 
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（10）受注者は、加熱アスファルト安定処理混合物を貯蔵する場合、一時貯蔵ビン

又は加熱貯蔵サイロに貯蔵しなければならない。  

（11）[省略] 

（12）受注者は、加熱アスファルト安定処理混合物を運搬する場合、清浄で平滑な

荷台を有するダンプトラックを使用し、ダンプトラックの荷台内面には、混合

物の付着を防止する油、又は溶液を薄く塗布しなければならない。  

（13）～（24）[省略] 

５．アスファルト中間層の規定  

[省略] 

（１）～（５）[省略] 

（６）受注者は、プライムコート及びタックコートの散布にあたって、縁石等の構

造物を汚さないようにしながら、アスファルトディストリビュータ又はエンジ

ンスプレーヤで均一に散布しなければならない。  

（７）～（10）[省略] 

６．コンクリートの配合基準  

[省略] 

 

 表 3-3-26  コンクリートの配合基準  

粗骨材の最大

寸法 
ス ラ ン プ 摘  要 

40 mm 

2.5 cm 又は沈下度 30 秒を標準と

する。 
舗設位置におい

て 6.5 cm を標準とする。 

( 特殊箇所のコンクリート版) 

［注］[省略] 

  

７[省略] 

 ８．コンクリート舗装の規定  

[省略] 

（10）受注者は、加熱アスファルト安定処理混合物を貯蔵する場合、一時貯蔵ビンま

たは加熱貯蔵サイロに貯蔵しなければならない。  

（11）[省略] 

（12）受注者は、加熱アスファルト安定処理混合物を運搬する場合、清浄で平滑な荷

台を有するダンプトラックを使用し、ダンプトラックの荷台内面には、混合物の

付着を防止する油、または溶液を薄く塗布しなければならない。  

（13）～（24）[省略] 

５．アスファルト中間層の規定  

[省略] 

（１）～（５）[省略] 

（６）受注者は、プライムコート及びタックコートの散布にあたって、縁石等の構造

物を汚さないようにしながら、アスファルトディストリビュータまたはエンジン

スプレーヤで均一に散布しなければならない。  

（７）～（10）[省略] 

６．コンクリートの配合基準  

[省略] 

  

 表 3-3-26  コンクリートの配合基準  

粗骨材の最大

寸法 
ス ラ ン プ 摘  要 

40 mm 

2.5 cm または沈下度 30 秒を標準

とする。 
舗設位置におい

て 6.5 cm を標準とする。 

( 特殊箇所のコンクリート版) 

［注］[省略]  

  

７[省略] 

８．コンクリート舗装の規定  

[省略] 
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（１）受注者は、セメントコンクリート舗装の施工にあたって使用する現場練りコ

ンクリートの練りまぜには、強制練りミキサ又は可傾式ミキサを使用しなけれ

ばならない。  

（２）～（６）[省略] 

９．コンクリート舗装の敷均し、締固め規定  

受注者は、コンクリート舗装のコンクリートの敷均し、締固めにあたって、以

下の各規定に従わなければならない。  

（１）日平均気温が 25 ℃を超える時期に施工する場合には暑中コンクリートとし

ての施工ができるように準備しておき、コンクリートの打込み時における気温

が 30 ℃を超える場合には、暑中コンクリートとするものとする。また、日平

均気温が 4 ℃以下又は、舗設後 6 日以内に 0 ℃となることが予想される場合

には、寒中コンクリートとするものとする。  

受注者は、暑中コンクリート及び寒中コンクリートの施工にあたっては、「舗

装施工便覧第 8 章 8-4-10  暑中及び寒中におけるコンクリート版の施工」（日

本道路協会、平成 18 年 2 月）の規定によるものとし、第 1 編 1-1-5 第 2 項

の施工計画書に、施工・養生方法等を記載しなければならない。  

（２）～（９）[省略] 

10[省略]  

11．コンクリート舗装の表面仕上げ規定  

受注者は、コンクリート舗装の表面仕上げにあたって、以下の各規定に従わな

ければならない。  

（１）[省略]  

（２）受注者は、荒仕上げをフィニッシャによる機械仕上げ、又は簡易フィニッシ

ャやテンプレートタンパによる手仕上げで行わなければならない。  

（３）受注者は、平坦仕上げを、荒仕上げに引き続いて行い、表面仕上げ機による

機械仕上げ又はフロートによる手仕上げを行わなければならない。  

（４）～（６）[省略] 

（７）受注者は、粗面仕上げを、平坦仕上げが完全に終了し、表面の水光りが消え

たら、粗面仕上げを機械又は、人力により版全体を均等に粗面に仕上げなけれ

ばならない。  

12[省略]  

13．転圧コンクリート舗装の規定  

受注者は、転圧コンクリート舗装を施工する場合に以下の各規定に従って行わ

（１）受注者は、セメントコンクリート舗装の施工にあたって使用する現場練りコン

クリートの練りまぜには、強制練りミキサまたは可傾式ミキサを使用しなければ

ならない。  

（２）～（６）[省略] 

９．コンクリート舗装の敷均し、締固め規定  

受注者は、コンクリート舗装のコンクリートの敷均し、締固めにあたって、以下

の各規定に従わなければならない。  

（１）日平均気温が 25 ℃を超える時期に施工する場合には暑中コンクリートとして

の施工ができるように準備しておき、コンクリートの打込み時における気温が 

30 ℃を超える場合には、暑中コンクリートとするものとする。また、日平均気

温が 4 ℃以下または、舗設後 6 日以内に 0 ℃となることが予想される場合に

は、寒中コンクリートとするものとする。  

受注者は、暑中コンクリート及び寒中コンクリートの施工にあたっては、「舗

装施工便覧第 8 章 8-4-10  暑中及び寒中におけるコンクリート版の施工」（日

本道路協会、平成 18 年 2 月）の規定によるものとし、第 1 編 1-1-5 第 2 項

の施工計画書に、施工・養生方法等を記載しなければならない。  

（２）～（９）[省略] 

10[省略]  

11．コンクリート舗装の表面仕上げ規定  

受注者は、コンクリート舗装の表面仕上げにあたって、以下の各規定に従わなけ

ればならない。  

（１）[省略]  

（２）受注者は、荒仕上げをフィニッシャによる機械仕上げ、または簡易フィニッシ

ャやテンプレートタンパによる手仕上げで行わなければならない。  

（３）受注者は、平坦仕上げを、荒仕上げに引き続いて行い、表面仕上げ機による機

械仕上げまたはフロートによる手仕上げを行わなければならない。  

（４）～（６）[省略] 

（７）受注者は、粗面仕上げを、平坦仕上げが完全に終了し、表面の水光りが消えた

ら、粗面仕上げを機械または、人力により版全体を均等に粗面に仕上げなければ

ならない。  

12[省略]  

13．転圧コンクリート舗装の規定  

受注者は、転圧コンクリート舗装を施工する場合に以下の各規定に従って行わ
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なければならない。  

（１）～（８）[省略] 

（９）運搬は本条８項（３）～（６）の規定によるものとする。 ただし、転圧コン

クリートを練りまぜてから転圧を開始するまでの時間は 60 分位内とするもの

とする。これにより難い場合は監督員の承諾を得て、混和剤又は遅延剤を使用

して時間を延長できるが、90 分を限度とするものとする。  

（10）～（16）[省略] 

14．コンクリート舗装目地の規定  

受注者は、コンクリート舗装の目地を施工する場合に、以下の各規定に従わな

ければならない。  

（１）～（７）[省略] 

（８）受注者は、収縮目地を施工する場合に、突き合わせ目地に、硬化したコンク

リート目地にアスファルトを塗るか、又はアスファルトペーパーその他を挟ん

で、新しいコンクリートが付着しないようにしなければならない。  

（９）[省略] 

15[省略] 

3-3-6-9 ～3—6-11[省略] 

3-3-6-12  アスファルト舗装補修工  

１～９[省略]  

10．パッチングの施工  

受注者は、パッチングの施工については、舗装の破損した部分で遊離したもの、

動いているものは取り除き、正方形又は長方形でかつ垂直に整形し、清掃した後、

既設舗装面と平坦性を保つように施工しなければならない。これにより難い場合

は、施工前に設計図書に関して監督員と協議しなければならない。  

11～12[省略]  

13．安全溝の設置位置  

受注者は、安全溝の設置位置について、現地の状況により設計図書に定められ

た設置位置に支障がある場合、又は設置位置が明示されていない場合には、設計

図書に関して監督員と協議しなければならない。  

3-3-6-13～3-3-6-14[省略]  

 

第７節 地盤改良工  

3-3-7-1[省略] 

なければならない。  

（１）～（８）[省略] 

（９）運搬は本条８項（３）～（６）の規定によるものとする。 ただし、転圧コン

クリートを練りまぜてから転圧を開始するまでの時間は 60 分位内とするものと

する。これにより難い場合は監督員の承諾を得て、混和剤または遅延剤を使用し

て時間を延長できるが、90 分を限度とするものとする。  

（10）～（16）[省略] 

14．コンクリート舗装目地の規定  

受注者は、コンクリート舗装の目地を施工する場合に、以下の各規定に従わなけ

ればならない。  

（１）～（７）[省略] 

（８）受注者は、収縮目地を施工する場合に、突き合わせ目地に、硬化したコンクリ

ート目地にアスファルトを塗るか、またはアスファルトペーパーその他を挟ん

で、新しいコンクリートが付着しないようにしなければならない。  

（９）[省略] 

15[省略] 

3-3-6-9 ～3—6-11[省略] 

3-3-6-12  アスファルト舗装補修工  

１～９[省略]  

10．パッチングの施工  

受注者は、パッチングの施工については、舗装の破損した部分で遊離したもの、

動いているものは取り除き、正方形または長方形でかつ垂直に整形し、清掃した後、

既設舗装面と平坦性を保つように施工しなければならない。これにより難い場合

は、施工前に設計図書に関して監督員と協議しなければならない。  

11～12[省略]  

13．安全溝の設置位置  

受注者は、安全溝の設置位置について、現地の状況により設計図書に定められた

設置位置に支障がある場合、または設置位置が明示されていない場合には、設計図

書に関して監督員と協議しなければならない。  

3-3-6-13～3-3-6-14[省略]  

   

第７節 地盤改良工  

3-3-7-1[省略] 
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3-3-7-2  路床安定処理工  

１～２[省略]  

３．安定材の散布  

  受注者は、所定の安定材を散布機械又は人力によって均等に散布しなければな 

らない。  

４～７[省略]  

3-3-7-3 [省略]   

3-3-7-4  表層安定処理工  

１～５[省略]  

６．配合試験  

受注者は、安定材の配合について施工前に配合試験を行う場合は、安定処理土

の静的締固めによる供試体作製方法又は、安定処理土の締固めをしない供試体の

作製方法（地盤工学会）の各基準のいずれかにより供試体を作製し、JIS A 1216

（土の一軸圧縮試験方法）の規準により試験を行わなければならない。  

3-3-7-5  パイルネット工  

１～３[省略]  

４．既製コンクリート杭の規定  

パイルネット工における既製コンクリート杭の施工については、以下の各号の

規定による。  

（１）～（２）[省略] 

（３）受注者は、杭の施工にあたり、施工記録を整備保管するものとし、監督員又

は、検査職員が施工記録を求めた場合は、速やかに提示しなけばならない。  

（４）～（10）[省略] 

3-3-7-6～3-3-7-8[省略] 

3-3-7-9  固結工  

１[省略] 

２．配合試験と一軸圧縮試験  

受注者は、固結工による工事着手前に、撹拌及び注入する材料について配合試

験と一軸圧縮試験を実施するものとし、目標強度を確認しなければならない。ま

た、監督員又は検査職員の請求があった場合は、速やかに提示しなければならな

い。  

３～４[省略] 

 

3-3-7-2  路床安定処理工  

１～２[省略]  

３．安定材の散布  

受注者は、所定の安定材を散布機械または人力によって均等に散布しなけ

ればならない。  

４～７[省略] 

3-3-7-3 [省略]   

3-3-7-4  表層安定処理工  

１～５[省略]  

６．配合試験  

受注者は、安定材の配合について施工前に配合試験を行う場合は、安定処理土の

静的締固めによる供試体作製方法または、安定処理土の締固めをしない供試体の作

製方法（地盤工学会）の各基準のいずれかにより供試体を作製し、JIS A 1216（土

の一軸圧縮試験方法）の規準により試験を行わなければならない。  

3-3-7-5  パイルネット工  

１～３[省略]  

４．既製コンクリート杭の規定  

パイルネット工における既製コンクリート杭の施工については、以下の各号の

規定による。  

（１）～（２）[省略] 

（３）受注者は、杭の施工にあたり、施工記録を整備保管するものとし、監督員また

は、検査職員が施工記録を求めた場合は、速やかに提示しなけばならない。  

（４）～（10）[省略] 

3-3-7-6～3-3-7-8[省略] 

3-3-7-9  固結工  

１[省略] 

２．配合試験と一軸圧縮試験  

受注者は、固結工による工事着手前に、撹拌及び注入する材料について配合試験

と一軸圧縮試験を実施するものとし、目標強度を確認しなければならない。また、

監督員または検査職員の請求があった場合は、速やかに提示しなければならない。 

 

３～４[省略] 
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５．生石灰パイルの施工  

受注者は、生石灰パイルの施工にあたり、パイルの頭部は 1 m 程度空打ちし、

砂又は粘土で埋戻さなければならない。 

６．中層混合処理 

（１）改良材は、セメント又はセメント系固化材とする。 

 なお、土質等によりこれにより難い場合は、監督員と協議しなければならな

い。 

（２）～（３） 

７～９[省略]  

10．施工管理等  

受注者は、薬液注入工における施工管理等については、「薬液注入工事に係わ

る施工管理等について」（平成 2 年 9 月 18 日建設省大臣官房技術調査室長通

達）の規定による。  

なお、受注者は、注入の効果の確認が判定できる資料を作成し、監督員又は検

査職員の請求があった場合は速やかに提示しなければならない。  

   

第８節 工場製品輸送工  

3-3-8-1[省略]  

3-3-8-2  輸送工  

１[省略]  

２．輸送中の部材の損傷防止  

受注者は、輸送中の部材の損傷を防止するために、発送前に堅固に荷造りしな

ければならない。  

なお、受注者は、部材に損傷を与えた場合は直ちに監督員に連絡し、取り替え

又は補修等の処置を講じなければならない。  

   

第９節 構造物撤去工  

3-3-9-1～3-3-9-13[省略]  

3-3-9-14 骨材再生工  

１～９[省略]  

10．指定場所以外の仮置き又は処分  

受注者は、施工上やむを得ず指定された場所以外に再生骨材や建設廃棄物を仮

置き又は処分する場合には、設計図書に関して監督員と協議しなければならない。 

 

3-3-9-15 [省略]  

５．生石灰パイルの施工  

受注者は、生石灰パイルの施工にあたり、パイルの頭部は 1 m 程度空打ちし、

砂または粘土で埋戻さなければならない。 

６．中層混合処理 

（１）改良材は、セメントまたはセメント系固化材とする。 

 なお、土質等によりこれにより難い場合は、監督員と協議しなければならな

い。 

（２）～（３） 

７～９[省略]  

10．施工管理等  

受注者は、薬液注入工における施工管理等については、「薬液注入工事に係わる

施工管理等について」（平成 2 年 9 月 18 日建設省大臣官房技術調査室長通達）

の規定による。  

なお、受注者は、注入の効果の確認が判定できる資料を作成し、監督員または検

査職員の請求があった場合は速やかに提示しなければならない。  

   

第８節 工場製品輸送工  

3-3-8-1[省略]  

3-3-8-2  輸送工  

１[省略]  

２．輸送中の部材の損傷防止  

受注者は、輸送中の部材の損傷を防止するために、発送前に堅固に荷造りしなけ

ればならない。  

なお、受注者は、部材に損傷を与えた場合は直ちに監督員に連絡し、取り替えま

たは補修等の処置を講じなければならない。  

 

第９節 構造物撤去工  

3-3-9-1～3-3-9-13[省略]  

3-3-9-14 骨材再生工  

１～９[省略] 

10．指定場所以外の仮置きまたは処分  

受注者は、施工上やむを得ず指定された場所以外に再生骨材や建設廃棄物を仮

置きまたは処分する場合には、設計図書に関して監督員と協議しなければならな

い。  

 3-3-9-15[省略]  



第 10 節 仮設工  

3-3-10-1 一般事項  

１[省略]   

２．一般事項  

受注者は、仮設工については、設計図書の定め又は監督員の指示がある場合を

除き、受注者の責任において施工しなければならない。  

３．仮設物の撤去・原形復旧  

受注者は、仮設物については、設計図書の定め又は監督員の指示がある場合を

除き、工事完了後、仮設物を完全に撤去し、原形に復旧しなければならない。  

４[省略] 

3-3-10-2～3-3-10-6[省略]  

3-3-10-7  水替工  

１．一般事項  

受注者は、ポンプ排水を行うにあたり、土質の確認によって、クイックサンド、

ボイリングが起きないことを検討すると共に、湧水や雨水の流入水量を充分に排

水しなければならない。  

２～４[省略]  

3-3-10-8～3-3-10-15[省略]  

3-3-10-16  防護施設工  

１[省略]  

２．仮囲い等による支障対策  

受注者は、仮囲い又は立入防止柵の設置にあたり、交通に支障をきたす場合あ

るいは苦情が発生すると予想される場合には、工事前に対策を講じなければなら

ない。  

3-3-10-17  除雪工  

１． 受注者は、除雪を行うに当たり、路面及び構造物、計画地盤に損傷を与えない

ようにしなけ 

ればならない。  

なお、万一損傷を与えた場合には受注者の責任において元に戻さなければなら

ない。  

２[省略] 

3-3-10-18～3-3-10-22[省略] 

 

第 11 節[省略] 

  

第 10 節 仮設工  

3-3-10-1 一般事項  

１[省略]   

２．一般事項  

受注者は、仮設工については、設計図書の定めまたは監督員の指示がある場合を

除き、受注者の責任において施工しなければならない。  

３．仮設物の撤去・原形復旧  

受注者は、仮設物については、設計図書の定めまたは監督員の指示がある場合を

除き、工事完了後、仮設物を完全に撤去し、原形に復旧しなければならない。  

４[省略] 

3-3-10-2～3-3-10-6[省略]  

3-3-10-7  水替工  

１．一般事項  

受注者は、ポンプ排水を行うにあたり、土質の確認によって、クイックサンド、

ボイリングが起きない事を検討すると共に、湧水や雨水の流入水量を充分に排水し

なければならない。  

２～４[省略]   

3-3-10-8～3-3-10-15[省略]  

3-3-10-16  防護施設工  

１[省略]  

２．仮囲い等による支障対策  

受注者は、仮囲いまたは立入防止柵の設置にあたり、交通に支障をきたす場合あ

るいは苦情が発生すると予想される場合には、工事前に対策を講じなければならな

い。  

3-3-10-17  除雪工  

２． 受注者は、除雪を行うに当たり、路面及び構造物、計画地盤に損傷を与えない

ようにしなけ 

ればならない。  

なお、万一損傷を与えた場合には受注者の責任において元に戻さなければならな

い。  

２[省略] 

3-3-10-18～3-3-10-22[省略] 

 

第 11 節[省略] 

  



第 12 節 工場製作工（共通）  

3-3-12-1[省略] 

3-3-12-2  材料  

１～２[省略]  

３．溶接材料  

受注者は、溶接材料の使用区分を表 3-3-30 に従って設定しなければならな

い。  

 

表 3-3-30  溶接材料区分 

使用区分 使用する溶接材料 

強度の同じ鋼材を溶接する場合 
母材の規格値と同等又はそれ以上の機械

的性質（じん性を除く）を有する溶接材料

強度の異なる鋼材を溶接する場

合  

低強度側の母材の規格値と同等又はそれ

以上の機械的性質（じん性を除く）を有す

る溶接材料  

じん性の同じ鋼材を溶接する場

合  

母材の要求値と同等又はそれ以上のじん

性を有する溶接材料  

じん性の異なる鋼材を溶接する

場合  

低じん性側の母材の要求値と同等又はそ

れ以上のじん性を有する溶接材料  

耐候性鋼と普通鋼を溶接する場

合  

普通鋼の母材と同等又はそれ以上の機械

的性質、じん性を有する溶接材料  

耐候性鋼と耐候性鋼を溶接する

場合  

母材と同等又はそれ以上の機械的性質、じ

ん性及び耐候性鋼を有する溶接材料  

[省略]  

 

 

４～７[省略] 

3-3-12-3  桁製作工  

１．製作加工  

製作加工については、以下の規定によるものとする。  

（１） [省略] 

（２）工作  

第 12 節 工場製作工（共通）  

3-3-12-1[省略] 

  

3-3-12-2  材料  

１～２[省略]  

３．溶接材料  

受注者は、溶接材料の使用区分を表 3-3-30 に従って設定しなければならな

い。  

 

表 3-3-30  溶接材料区分 

使用区分 使用する溶接材料 

強度の同じ鋼材を溶接する場合 

母材の規格値と同等またはそれ以上の機

械的性質（じん性を除く）を有する溶接材

料  

強度の異なる鋼材を溶接する場

合  

低強度側の母材の規格値と同等またはそ

れ以上の機械的性質（じん性を除く）を有

する溶接材料  

じん性の同じ鋼材を溶接する場

合  

母材の要求値と同等またはそれ以上のじ

ん性を有する溶接材料  

じん性の異なる鋼材を溶接する

場合  

低じん性側の母材の要求値と同等または

それ以上のじん性を有する溶接材料  

耐候性鋼と普通鋼を溶接する場

合  

普通鋼の母材と同等またはそれ以上の機

械的性質、じん性を有する溶接材料  

耐候性鋼と耐候性鋼を溶接する

場合  

母材と同等またはそれ以上の機械的性質、

じん性及び耐候性鋼を有する溶接材料  

 [省略]  

４～７[省略] 

3-3-12-3  桁製作工  

１．製作加工  

製作加工については、以下の規定によるものとする。  

（１） [省略] 

（２）工作  
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① 受注者は、主要部材の板取りにあたっては、主たる応力の方向と圧延方向

とが一致することを確認しなければならない。  

ただし、圧延直角方向で JIS G 3106（溶接構造用圧延鋼材）の機械的性質

を満足する場合や、連結板などの溶接されない部材について板取りする場合

は、この限りではない。  

なお、板取りに関する資料を保管し、監督員又は検査職員からの請求があっ

た場合は、速やかに提示しなければならない。  

② [省略] 

③ 受注者は、主要部材の切断を自動ガス切断法、プラズマアーク切断法又は

レーザー切断法により行わなければならない。また、フィラー・タイプレー

ト、形鋼、板厚 10mm 以下のガセット・プレート及び補剛材は、せん断によ

り切断してよいが、切断線に肩落ち、かえり、不揃い等のある場合は縁削り

又はグラインダ仕上げを行って平滑に仕上げるものとする。  

  ④～⑤[省略] 

⑥ 受注者は、孔あけにあたって、設計図書に示す径にドリル又はドリルとリ

ーマ通しの併用により行わなければならない。ただし、二次部材（道示によ

る）で板厚 16 mm 以下の材片は、押抜きにより行うことができる。  

また、仮組立時以前に主要部材に設計図書に示す径を孔あけする場合は、NC 

穿孔機又は型板を使用するものとする。  

なお、孔あけによって孔の周辺に生じたまくれは削り取るものとする。  

⑦ 受注者は、主要部材において冷間曲げ加工を行う場合、内側半径は板厚の 

15 倍以上にしなければならない。  

なお、これにより難い場合は、設計図書に関して監督員の承諾を得なければ

ならない。  

ただし、JIS Z 2242（金属材料のシャルピー衝撃試験方法）に規定するシャ

ルピー衝撃試験の結果が表 3-3-34 に示す条件を満たし、かつ化学成分中の

窒素が 0.006 ％を超えない材料については、内側半径を板厚の 7 倍以上又

は 5 倍以上とすることができる。  

  

 

表[省略] 

    

   ⑧ [省略]  

（３） 溶接施工  

① 受注者は、主要部材の板取りにあたっては、主たる応力の方向と圧延方向と

が一致することを確認しなければならない。  

ただし、圧延直角方向で JIS G 3106（溶接構造用圧延鋼材）の機械的性質を

満足する場合や、連結板などの溶接されない部材について板取りする場合は、

この限りではない。  

なお、板取りに関する資料を保管し、監督員または検査職員からの請求があ

った場合は、速やかに提示しなければならない。  

② [省略] 

③ 受注者は、主要部材の切断を自動ガス切断法、プラズマアーク切断法または

レーザー切断法により行わなければならない。また、フィラー・タイプレー

ト、形鋼、板厚 10mm 以下のガセット・プレート及び補剛材は、せん断により

切断してよいが、切断線に肩落ち、かえり、不揃い等のある場合は縁削りまた

はグラインダ仕上げを行って平滑に仕上げるものとする。  

  ④～⑤[省略] 

⑥ 受注者は、孔あけにあたって、設計図書に示す径にドリルまたはドリルとリ

ーマ通しの併用により行わなければならない。ただし、二次部材（道示によ

る）で板厚 16 mm 以下の材片は、押抜きにより行うことができる。  

また、仮組立時以前に主要部材に設計図書に示す径を孔あけする場合は、NC 

穿孔機または型板を使用するものとする。  

なお、孔あけによって孔の周辺に生じたまくれは削り取るものとする。  

⑦ 受注者は、主要部材において冷間曲げ加工を行う場合、内側半径は板厚の 

15 倍以上にしなければならない。  

なお、これにより難い場合は、設計図書に関して監督員の承諾を得なければ

ならない。  

ただし、JIS Z 2242（金属材料のシャルピー衝撃試験方法）に規定するシャ

ルピー衝撃試験の結果が表 3-3-34 に示す条件を満たし、かつ化学成分中の窒

素が 0.006 ％を超えない材料については、内側半径を板厚の 7 倍以上または 

5 倍以上とすることができる。  

  

 

表[省略] 

    

   ⑧ [省略]  

（３） 溶接施工  
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① [省略]  

② 受注者は、JIS Z 3801（手溶接技術検定における試験方法及び判定基準）

に定められた試験の種類のうち、その作業に該当する試験又は、これと同等

以上の検定試験に合格した溶接作業者を従事させなければならない。  

ただし、半自動溶接を行う場合は、JIS Z 3841（半自動溶接技術検定におけ

る試験方法及び判定基準）に定められた試験の種類のうち、その作業に該当す

る試験又は、これと同等以上の検定試験に合格した溶接作業者を従事させる

ものとする。  

また、サブマージアーク溶接を行う場合は、A-2F 又は、これと同等以上の

検定試験に合格した溶接作業者を従事させるものとする。  

なお、工場溶接に従事する溶接作業者は、６ヶ月以上溶接工事に従事し、か

つ工事前２ヶ月以上引き続きその工場において、溶接工事に従事した者でな

ければならない。また、現場溶接に従事する溶接作業者は、６ヶ月以上溶接工

事に従事し、かつ適用する溶接施工方法の経験がある者又は十分な訓練を受

けた者でなければならない。  

（４） 溶接施工試験  

① 受注者は、以下の事項のいずれかに該当する場合は、溶接施工試験を行わ

なければならない。  

ただし、二次部材については、除くものとする。  

なお、すでに過去に同等又はそれ以上の条件で溶接施工試験を行い、かつ施

工経験をもつ工場では、その溶接施工試験報告書について、監督員の承諾を得

た上で溶接施工試験を省略することができる。  

1） SM570、SMA570W、SM520 及び SMA490W において、1 パスの入熱量

が 7,000J/mm を超える場合  

2） SBHS500、SMBHS500W、SBHS400、SBHS400W、SM490Y 及び SM490 に

おいて、1 パスの入熱量が 10,000J/mm を超える場合。  

3） 被覆アーク溶接法（手溶接のみ）、ガスシールドアーク溶接法

（CO2ガス又は Ar と 

CO2の混合ガス）、サブマージアーク溶接法以外の溶接を行う場合  

4） 鋼橋製作の実績がない場合  

① [省略]  

② 受注者は、JIS Z 3801（手溶接技術検定における試験方法及び判定基準）

に定められた試験の種類のうち、その作業に該当する試験または、これと同

等以上の検定試験に合格した溶接作業者を従事させなければならない。  

ただし、半自動溶接を行う場合は、JIS Z 3841（半自動溶接技術検定におけ

る試験方法及び判定基準）に定められた試験の種類のうち、その作業に該当す

る試験または、これと同等以上の検定試験に合格した溶接作業者を従事させる

ものとする。  

また、サブマージアーク溶接を行う場合は、A-2F または、これと同等以上の

検定試験に合格した溶接作業者を従事させるものとする。  

なお、工場溶接に従事する溶接作業者は、６ヶ月以上溶接工事に従事し、か

つ工事前２ヶ月以上引き続きその工場において、溶接工事に従事した者でなけ

ればならない。また、現場溶接に従事する溶接作業者は、６ヶ月以上溶接工事

に従事し、かつ適用する溶接施工方法の経験がある者または十分な訓練を受け

た者でなければならない。  

（４） 溶接施工試験  

① 受注者は、以下の事項のいずれかに該当する場合は、溶接施工試験を行わな

ければならない。  

ただし、二次部材については、除くものとする。  

なお、すでに過去に同等またはそれ以上の条件で溶接施工試験を行い、かつ

施工経験をもつ工場では、その溶接施工試験報告書について、監督員の承諾を

得た上で溶接施工試験を省略することができる。  

7） SM570、SMA570W、SM520 及び SMA490W において、1 パスの入熱量

が 7,000J/mm を超える場合  

8） SBHS500、SMBHS500W、SBHS400、SBHS400W、SM490Y 及び SM490 に

おいて、1 パスの入熱量が 10,000J/mm を超える場合。  

9） 被覆アーク溶接法（手溶接のみ）、ガスシールドアーク溶接法

（CO2ガスまたは Ar と 

CO2の混合ガス）、サブマージアーク溶接法以外の溶接を行う場合  

10） 鋼橋製作の実績がない場合  
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5） 使用実績のないところから材料供給を受ける場合  

6） 採用する溶接方法の施工実績がない場合  

② [省略] 

（５）～（６）[省略] 

（７） 組立溶接  

受注者は、本溶接の一部となる組立溶接にあたって、本溶接を行う溶接作業者

と同等の技術をもつ者を従事させ、使用溶接棒は、本溶接の場合と同様に管理し

なければならない。  

組立溶接のすみ肉脚長（すみ肉溶接以外の溶接にあってはすみ肉換算の脚長）

は４mm 以上とし､長さは 80 mm 以上とするものとする。ただし、厚い方の板厚が 

12 mm 以下の場合、又は以下の式により計算した鋼材の溶接われ感受性組成 PCM 

が 0.22 ％ 以下の場合は、50 mm 以上とすることができる｡  

  [省略] 

（８）[省略] 

（９）溶接施工上の注意  

①～③ [省略] 

④ 受注者は、部分溶込み開先溶接の施工において、連続した溶接線を 2 種の

溶接法で施工する場合は、前のビードの端部をはつり、欠陥のないことを確

認してから次の溶接を行わなければならない。ただし、手溶接又は半自動溶

接で、クレータの処理を行う場合は行わなくてもよいものとする。  

⑤～⑥ [省略] 

⑦ 受注者は、サブマージアーク溶接法又はその他の自動溶接法を使用する場

合、継手の途中でアークを切らないようにしなければならない。  

ただし、やむを得ず途中でアークが切れた場合は、前のビードの終端部をは

つり、欠陥のないことを確認してから次の溶接を行うものとする。  

（10）[省略] 

（11）溶接の検査  

  ①～②[省略] 

③ 受注者は、放射線透過試験による場合で板厚が 25mm 以下の試験の結果に

ついては、次の規定を満足する場合に合格とする。  

[省略] 

11） 使用実績のないところから材料供給を受ける場合  

12） 採用する溶接方法の施工実績がない場合  

② [省略] 

（５）～（６）[省略] 

（７） 組立溶接  

受注者は、本溶接の一部となる組立溶接にあたって、本溶接を行う溶接作業者

と同等の技術をもつ者を従事させ、使用溶接棒は、本溶接の場合と同様に管理し

なければならない。  

組立溶接のすみ肉脚長（すみ肉溶接以外の溶接にあってはすみ肉換算の脚長）

は４mm 以上とし､長さは 80 mm 以上とするものとする。ただし、厚い方の板厚が 

12 mm以下の場合、または以下の式により計算した鋼材の溶接われ感受性組成 PCM 

が 0.22 ％ 以下の場合は、50 mm 以上とすることができる｡  

 [省略] 

（８）[省略] 

（９）溶接施工上の注意  

①～③ [省略] 

④ 受注者は、部分溶込み開先溶接の施工において、連続した溶接線を 2 種の溶

接法で施工する場合は、前のビードの端部をはつり、欠陥のないことを確認し

てから次の溶接を行わなければならない。ただし、手溶接または半自動溶接

で、クレータの処理を行う場合は行わなくてもよいものとする。  

⑤～⑥ [省略] 

⑦ 受注者は、サブマージアーク溶接法またはその他の自動溶接法を使用する場

合、継手の途中でアークを切らないようにしなければならない。  

ただし、やむを得ず途中でアークが切れた場合は、前のビードの終端部をは

つり、欠陥のないことを確認してから次の溶接を行うものとする。  

（10）[省略]  

（11）溶接の検査  

  ①～②[省略] 

③ 受注者は、放射線透過試験による場合で板厚が 25mm 以下の試験の結果に

ついては、次の規定を満足する場合に合格とする。  

[省略] 
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なおここでいう継手とは、継手の端部から交差部又は交差部から交差部ま

でを示すものとする。  

④ 受注者は、溶接ビード及びその周辺にいかなる場合も割れを発生させて

はならない。割れの検査は、溶接線全線を対象として肉眼で行うものとする

が、判定が困難な場合には、磁粉探傷試験又は浸透探傷試験により検査する

ものとする。  

⑤ 受注者は、断面に考慮する突合わせ溶接継手、十字溶接継手、T 溶接継手、

かど溶接継手に関しては、ビード表面にピットを発生させてはならない。  

その他のすみ肉溶接又は部分溶込み開先溶接に関しては、１継手につき３

個、又は継手長さ１ｍにつき３個まで許容するものとする。  

ただし、ピットの大きさが１mm 以下の場合には、３個を１個として計算する

ものとする。  

 １）～２）[省略] 

⑥ 外部きずの検査について、磁粉探傷試験又は浸透探傷試験を行う者は、そ

れぞれの試験の種類に応じた JIS Z 2305（非破壊試験－技術者の資格及び

認証） に規定するレベル２以上の資格を有していなければならない。  

内部きずの検査について、放射線透過試験又は超音波探傷試験を行う者

は、それぞれの試験の種類に応じて JIS Z 2305（非破壊試験－技術者の

資格及び認証） に基づく次の 1)～ 3)に示す資格を有していなければな

らない。  

１）～３）[省略] 

（12） 欠陥部の補修  

[省略] 

表 3-3-40  欠陥の補修方法 

  欠 陥 の 種 類 補 修 方 法 

1 アークストライク  

母材表面に凹みを生じた部分は溶接肉盛り

の後グラインダ仕上げする。わずかな痕跡の

ある程度のものはグラインダ仕上げのみで

よい  

2 組立溶接の欠陥  
欠陥部をアークエアガウジング等で除去し、

必要であれば再度組立溶接を行う。  

なおここでいう継手とは、継手の端部から交差部または交差部から交差部ま

でを示すものとする。  

④ 受注者は、溶接ビード及びその周辺にいかなる場合も割れを発生させては

ならない。割れの検査は、溶接線全線を対象として肉眼で行うものとするが、

判定が困難な場合には、磁粉探傷試験または浸透探傷試験により検査するも

のとする。  

⑤ 受注者は、断面に考慮する突合わせ溶接継手、十字溶接継手、T 溶接継手、

かど溶接継手に関しては、ビード表面にピットを発生させてはならない。  

その他のすみ肉溶接または部分溶込み開先溶接に関しては、１継手につき３

個、または継手長さ１ｍにつき３個まで許容するものとする。  

ただし、ピットの大きさが１mm 以下の場合には、３個を１個として計算する

ものとする。  

 １）～２）[省略] 

⑥ 外部きずの検査について、磁粉探傷試験または浸透探傷試験を行う者は、

それぞれの試験の種類に応じた JIS Z 2305（非破壊試験－技術者の資格及び

認証） に規定するレベル２以上の資格を有していなければならない。  

内部きずの検査について、放射線透過試験又は超音波探傷試験を行う者

は、それぞれの試験の種類に応じて JIS Z 2305（非破壊試験－技術者の資

格及び認証） に基づく次の 1)～ 3)に示す資格を有していなければなら

ない。  

１）～３）[省略] 

（12） 欠陥部の補修  

[省略] 

表 3-3-40  欠陥の補修方法 

  欠 陥 の 種 類 補 修 方 法 

1 アークストライク  

母材表面に凹みを生じた部分は溶接肉盛り

の後グラインダ仕上げする。わずかな痕跡の

ある程度のものはグラインダ仕上げのみで

よい  

2 組立溶接の欠陥  
欠陥部をアークエアガウジング等で除去し、

必要であれば再度組立溶接を行う。  
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3 溶接われ  
われ部分を完全に除去し、 発生原因を究明

して、それに応じた再溶接を行う。  

4 
溶接ビード表面のピッ

ト  

アークエアガウジングでその部分を除去し、

再溶接する。  

5 オーバーラップ  グラインダで削りを整形する。  

6 溶接ビード表面の凸凹 グラインダ仕上げする。  

7 アンダーカット  
程度に応じて、グラインダ仕上げのみ、又は

溶接後、グラインダ仕上げする。  

 

（13） ひずみとり  

[省略] 

  

 

 表 3-3-41  ガス炎加熱法による線状加熱時の鋼材表面温度及び冷却法 

鋼  種 鋼材表面温度 冷  却  法 

調質鋼（Ｑ） 750 ℃以下 
空冷又は空冷後 600 ℃以下で水

冷 

熱加工 

制御鋼 

( TMC ) 

Ｃeq＞0.38 900 ℃以下 
空冷又は空冷後 500 ℃以下で水

冷 

Ｃeq≦0.38 900 ℃以下 加熱直後水冷又は空冷 

その他の鋼材 900 ℃以下 赤熱状態からの水冷をさける 

  [省略] 

（14） 仮組立て  

①～②[省略] 

③ 受注者は、実仮組立てにおける主要部分の現場添接部又は連結部を、ボル

ト及びドリフトピンを使用し、堅固に締付けなければならない。  

  ④ [省略] 

3 溶接われ  
われ部分を完全に除去し、 発生原因を究明

して、それに応じた再溶接を行う。  

4 
溶接ビード表面のピッ

ト  

アークエアガウジングでその部分を除去し、

再溶接する。  

5 オーバーラップ  グラインダで削りを整形する。  

6 溶接ビード表面の凸凹 グラインダ仕上げする。  

7 アンダーカット  
程度に応じて、グラインダ仕上げのみ、また

は溶接後、グラインダ仕上げする。  

 

（13） ひずみとり  

[省略] 

 

 表 3-3-41  ガス炎加熱法による線状加熱時の鋼材表面温度及び冷却法 

鋼  種 鋼材表面温度 冷  却  法 

調質鋼（Ｑ） 750 ℃以下 
空冷または空冷後 600 ℃以下で

水冷 

熱加工 

制御鋼 

( TMC ) 

Ｃeq＞0.38 900 ℃以下 
空冷または空冷後 500 ℃以下で

水冷 

Ｃeq≦0.38 900 ℃以下 加熱直後水冷または空冷 

その他の鋼材 900 ℃以下 赤熱状態からの水冷をさける 

[省略] 

（14） 仮組立て  

①～②[省略] 

③ 受注者は、実仮組立てにおける主要部分の現場添接部または連結部を、ボル

ト及びドリフトピンを使用し、堅固に締付けなければならない。  

  ④ [省略] 

 



２[省略] 

3-3-12-4～3-3-12-11 [省略]   

   

第 13 節 [省略]   

 

第 14 節 法面工（共通）  

3-3-14-1 [省略]    

3-3-14-2  植生工  

１～11[省略]    

12．種子散布吹付工、植生基盤材吹付工及び客土吹付工  

受注者は、種子散布吹付工及び客土吹付工の施工については、以下の各号の規定

によらなければならない。  

（１）～（６）[省略] 

（７）受注者は、吹付け法面に湧水のある場合、あるいはそのおそれのある場合

は、監督員と協議し、排水溝、暗渠、水抜きパイプの布設等、適切な処置を講

じなければならない。  

（８）～（１５）[省略] 

13．植生シート工、植生マット工  

受注者は、植生シート工、植生マット工の施工については、以下の各号の規定に

よらなければならない。  

（１）～（３）[省略] 

（４）法面には、わらを水平方向に張付け、降雨による流水を分散させ、種子、肥

料等の流亡を防止しなければならない。  

（５）種子及び肥料を装着したむしろは、その面を法面に密着させなければならな

い。なお、ネット類を併用する場合は、ネット類をマット類の表面に張付け、

マット類と同様の方法で施工しなければならない。  

3-3-14-3～3-3-14-6 [省略] 

   

第 15 節 擁壁工（共通）  

3-3-15-1～3-3-15-2 [省略] 

 

２[省略] 

3-3-12-4～3-3-12-11 [省略]   

 

第 13節 [省略]   

 

第 14 節 法面工（共通）  

3-3-14-1  [省略]    

3-3-14-2  植生工  

１～11[省略]   

12．種子散布吹付工、植生基盤材吹付工及び客土吹付工  

受注者は、種子散布吹付工及び客土吹付工の施工については、以下の各号の規定

によらなければならない。  

（１）～（６）[省略] 

（７）受注者は、吹付けのり面に湧水のある場合、あるいはそのおそれのある場合

は、監督員と協議し、排水溝、暗渠、水抜きパイプの布設等、適切な処置を講じ

なければならない。  

（８）～（１５）[省略] 

13．植生シート工、植生マット工  

受注者は、植生シート工、植生マット工の施工については、以下の各号の規定に

よらなければならない。  

（１）～（３）[省略] 

（４）のり面には、わらを水平方向に張付け、降雨による流水を分散させ、種子、肥

料等の流亡を防止しなければならない。  

（５）種子及び肥料を装着したむしろは、その面をのり面に密着させなければならな

い。なお、ネット類を併用する場合は、ネット類をマット類の表面に張付け、マ

ット類と同様の方法で施工しなければならない。  

3-3-14-3～3-3-14-6 [省略] 

   

第 15 節 擁壁工（共通）  

3-3-15-1～3-3-15-2 [省略] 
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3-3-15-3  補強土壁工  

１．一般事項  

補強土壁工とは、面状あるいは帯状等の補強材を土中に敷設し、必要に応じて壁

面部に法面処理工を設置することにより盛土法面の安定を図ることをいうものと

する。  

２～11[省略]  

12．局部的な折れ曲がりの防止  

受注者は、補強材を壁面工と連結する場合や、面状補強材の盛土法面や接合部で

の巻込みに際しては、局部的な折れ曲がりやゆるみを生じないようにしなければな

らない。  

13～15[省略]  

3-3-15-4  [省略] 

 

第 16 節 [省略] 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-3-15-3  補強土壁工  

１．一般事項  

補強土壁工とは、面状あるいは帯状等の補強材を土中に敷設し、必要に応じて壁

面部にのり面処理工を設置することにより盛土のり面の安定を図ることをいうもの

とする。  

２～11[省略]  

12．局部的な折れ曲がりの防止  

受注者は、補強材を壁面工と連結する場合や、面状補強材の盛土のり面や接合部

での巻込みに際しては、局部的な折れ曲がりやゆるみを生じないようにしなければ

ならない。  

13～15[省略]  

3-3-15-4  [省略] 

  

第 16 節 [省略] 
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第４編 治山防潮工等 

第１章 築堤・護岸  

第１節 [省略] 

   

第２節 適用すべき諸基準  

4-1-2-1 適用すべき諸基準  

受注者は、設計図書において特に定めのない事項については、以下の基準及び参

考資料による。これにより難い場合は、監督員の承諾を得なければならない。  

なお、基準等と設計図書に相違がある場合又は、疑義がある場合は監督員と協議

しなければならない。  

（１）～（２）[省略]    

第３節 [省略] 

 

第２章 堤防・護岸  

第１節 ～第３節[省略] 

 

第４節 護岸基礎工  

4-2-4-1  [省略] 

4-2-4-2 材料 

１～２[省略]  

３．捨石  

護岸基礎に使用する捨石は扁平細長ではなく、堅硬、緻密、耐久的で風化又は凍 

壊のおそれのないものとする。  

4-2-4-3～4-2-4-5 [省略] 

4-2-4-6  海岸コンクリートブロック工  

１～12[省略]  

13．噛み合せ石等の禁止  

受注者は、据付けにあたって、基礎面とブロックの間又は、ブロックとブロッ

クの間に噛み合せ石等をしてはならない。  

14[省略]  

4-2-4-7～4-2-4-9 [省略] 

第４編 治山防潮工等 

第１章 築堤・護岸  

第１節 [省略] 

   

第２節 適用すべき諸基準  

4-1-2-1 適用すべき諸基準  

受注者は、設計図書において特に定めのない事項については、以下の基準及び参考

資料による。これにより難い場合は、監督員の承諾を得なければならない。  

なお、基準等と設計図書に相違がある場合または、疑義がある場合は監督員と協議

しなければならない。  

（１）～（２）[省略]    

第３節 [省略] 

 

第２章 堤防・護岸  

第１節 ～第３節[省略] 

 

第４節 護岸基礎工  

4-2-4-1  [省略] 

4-2-4-2 材料 

１～２[省略]  

３．捨石  

護岸基礎に使用する捨石は扁平細長ではなく、堅硬、緻密、耐久的で風化または凍 

壊のおそれのないものとする。  

 4-2-4-3～4-2-4-5 [省略] 

4-2-4-6  海岸コンクリートブロック工  

１～12[省略]  

13．噛み合せ石等の禁止  

受注者は、据付けにあたって、基礎面とブロックの間または、ブロックとブロッ

クの間に噛み合せ石等をしてはならない。  

14[省略]  

4-2-4-7～4-2-4-9 [省略] 
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第５節 護岸工  

4-2-5-1～4-2-5-4[省略]  

4-2-5-5  コンクリート被覆工  

１～５[省略]  

６．裏込石の施工  

受注者は、裏込石の施工にあたっては、砕石、割ぐり石又はクラッシャーラン

を敷均し、締固めを行わなければならない。  

   

第６節 擁壁工  

4-2-6-1～4-2-6-2[省略]   

4-2-6-3  場所打擁壁工  

１～３[省略]  

４．裏込石の施工  

受注者は、裏込石の施工にあたっては、砕石、割ぐり又はクラッシャーランを

敷均し、締固めを行わなければならない。 

５[省略] 

   

第７節～第 10 節[省略] 

第 11 節 排水構造物工  

4-2-11-1～4-2-11-4  [省略] 

4-2-11-5  管渠工  

１～３[省略]  

４．ソケット付の管の布設  

受注者は、ソケット付の管を布設する時は、上流側又は高い側にソケットを向

けなければならない。  

５．管の据付け  

受注者は、基礎工の上に通りよく管を据付けるとともに、管の下面及びカラー

の周囲にはコンクリート又は固練りモルタルを充填し、空隙あるいは漏水が生じ

ないように施工しなければならない。  

６[省略]  

７．コルゲートパイプの布設  

受注者は、コルゲートパイプの布設にあたり以下の事項により施工しなければ

ならない。  

第５節 護岸工  

4-2-5-1～4-2-5-4[省略]  

4-2-5-5  コンクリート被覆工  

１～５[省略]  

６．裏込石の施工  

受注者は、裏込石の施工にあたっては、砕石、割ぐり石またはクラッシャーラン

を敷均し、締固めを行わなければならない。  

   

第６節 擁壁工  

4-2-6-1～4-2-6-2[省略]   

4-2-6-3  場所打擁壁工  

１～３[省略]  

４．裏込石の施工  

受注者は、裏込石の施工にあたっては、砕石、割ぐりまたはクラッシャーランを

敷均し、締固めを行わなければならない。 

５[省略] 

 

第７節～第 10 節[省略] 

第 11 節 排水構造物工  

4-2-11-1～4-2-11-4  [省略] 

4-2-11-5  管渠工  

１～３[省略]  

４．ソケット付の管の布設  

受注者は、ソケット付の管を布設する時は、上流側または高い側にソケットを向

けなければならない。  

５．管の据付け  

受注者は、基礎工の上に通りよく管を据付けるとともに、管の下面及びカラーの

周囲にはコンクリートまたは固練りモルタルを充填し、空隙あるいは漏水が生じな

いように施工しなければならない。  

６[省略]  

７．コルゲートパイプの布設  

受注者は、コルゲートパイプの布設にあたり以下の事項により施工しなければ

ならない。  
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（１）布設するコルゲートパイプの基床は、砂質土又は砂とする。  

（２）受注者は、コルゲートパイプの組立てについては、上流側又は高い側のセク

ションを下流側又は低い側のセクションの内側に重ね合うようにし、重ね合わ

せ部分の接合は、パイプ断面の両側で行うものとし、底部及び頂部で行っては

ならない。また、埋戻し後も可能な限りボルトの緊結状態を点検し、ゆるんで

いるものがあれば締直しを行わなければならない。  

（３）[省略 

4-2-11-6  [省略] 

   

第 12 節～第 14 節[省略]  

  

第３章  

第１節～第２節[省略] 

第３節 突堤基礎工  

4-3-3-1 [省略] 

4-3-3-2  材 料  

１[省略]  

２．中埋用栗石  

吸出し防止工にふとんかごを用いる場合の中埋用栗石は、おおむね 15～25 cm

のもので、網目より大きな天然石又は割ぐり石を使用するものとする。  

３[省略] 

  

4-3-3-3～4-3-3-4 [省略] 

4-3-3-5  吸出し防止工  

１．粗朶沈床工  

受注者は、粗朶沈床工にあたって、連柴は梢を一方に向け径 15 cm を標準と

し、緊結は長さ約 60 cm ごとに連柴締金を用いて締付け、亜鉛引鉄線又は、棕侶

なわ等にて結束し、この間 2 ヶ所を二子なわ等をもって結束するものとし、連柴

の長さは格子を結んだとき端にそれぞれ約 15 cm を残すようにしなければなら

ない。  

（１）布設するコルゲートパイプの基床は、砂質土または砂とする。  

（２）受注者は、コルゲートパイプの組立てについては、上流側または高い側のセク

ションを下流側または低い側のセクションの内側に重ね合うようにし、重ね合わ

せ部分の接合は、パイプ断面の両側で行うものとし、底部及び頂部で行ってはな

らない。また、埋戻し後も可能な限りボルトの緊結状態を点検し、ゆるんでいる

ものがあれば締直しを行わなければならない。  

（３）[省略] 

4-2-11-6  [省略] 

 

第 12 節～第 14 節[省略]  

 

第３章  

第１節～第２節[省略] 

第３節 突堤基礎工  

4-3-3-1 [省略] 

4-3-3-2  材 料  

１[省略]  

２．中埋用栗石  

吸出し防止工にふとんかごを用いる場合の中埋用栗石は、おおむね 15～25 cm の

もので、網目より大きな天然石または割ぐり石を使用するものとする。  

３[省略] 

 

4-3-3-3～4-3-3-4 [省略] 

4-3-3-5  吸出し防止工  

１．粗朶沈床工  

受注者は、粗朶沈床工にあたって、連柴は梢を一方に向け径 15 cm を標準とし、

緊結は長さ約 60 cm 毎に連柴締金を用いて締付け、亜鉛引鉄線または、棕侶なわ

等にて結束し、この間 2 ヶ所を二子なわ等をもって結束するものとし、連柴の長

さは格子を結んだとき端にそれぞれ約 15 cm を残すようにしなければならない。  
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２～10[省略] 

  

第４節 突堤本体工  

4-3-4-1～4-3-4-6[省略] 

4-3-4-7  詰杭工  

１～２[省略]  

３．かみ合せ石等の禁止  

受注者は、基礎面とブロックの間又はブロック相互の間に、かみ合せ石等をして

はならない。  

４[省略] 

4-3-4-8[省略] 

4-3-4-9  石枠工  

１～４[省略]  

５．かみ合わせ石等の禁止  

受注者は、基礎面とブロックの間又はブロック相互の間に、かみ合わせ石等をし

てはならない。  

６[省略]  

4-3-4-10 [省略]  

4-3-4-11  ケーソン工  

１～24[省略]  

25～26[省略]  

27．回航中の寄港又は避難  

受注者は、回航中、寄港又は避難した場合は、ただちにケーソンの異常の有無を

監督員に連絡しなければならない。また、目的地に到着時も同様にしなければなら

ない。また、回航計画に定める地点を通過したときは、通過時刻及び異常の有無を

同様に連絡しなければならない。  

28～31[省略]  

4-3-4-12 [省略]  

 

 

 

 

第５節～第６節[省略] 

  

２～10[省略] 

 

第４節 突堤本体工  

4-3-4-1～4-3-4-6[省略] 

4-3-4-7  詰杭工  

１～２[省略]  

３．かみ合せ石等の禁止  

受注者は、基礎面とブロックの間またはブロック相互の間に、かみ合せ石等をし

てはならない。  

４[省略] 

4-3-4-8[省略] 

4-3-4-9  石枠工  

１～４[省略]  

５．かみ合わせ石等の禁止  

受注者は、基礎面とブロックの間またはブロック相互の間に、かみ合わせ石等を

してはならない。  

６[省略]  

4-3-4-10 [省略]  

4-3-4-11  ケーソン工  

１～24[省略]  

 

25～26[省略]  

27．回航中の寄港又は避難  

受注者は、回航中、寄港または避難した場合は、ただちにケーソンの異常の有無

を監督員に連絡しなければならない。また、目的地に到着時も同様にしなければな

らない。また、回航計画に定める地点を通過したときは、通過時刻及び異常の有無

を同様に連絡しなければならない。  

28～31[省略]  

4-3-4-12 [省略]  

 

 

 

 

第５節～第６節[省略] 

  



第４章 離岸堤、潜堤  

第１節～第２節[省略] 

 

第３節 海域堤基礎工  

4-4-3-1[省略]  

4-4-3-2  材 料  

１[省略]  

２．中埋用栗石  

吸出し防止工にふとんかごを用いる場合の中埋用栗石はおおむね 15～25 cm の

もので、網目より大きな天然石又は割ぐり石を使用するものとする。  

３[省略]  

4-4-3-3～4-4-3-4[省略] 

 

第４節 [省略] 

   

第５章 砂丘造成等  

第１節～第２節[省略] 

第３節 砂丘造成  

4-5-3-1～4-5-3-2[省略] 

4-5-3-3  盛土工  

１[省略] 

２．受注者は、盛土法面については、侵食防止のため粘性を有する土で被覆し、緑化

しなければならない。  

３[省略] 

4-5-3-4～4-5-3-5 [省略]  

   

第４節 森林造成  

4-5-4-1 [省略] 

第４章 離岸堤、潜堤  

第１節～第２節[省略] 

 

第３節 海域堤基礎工  

4-4-3-1[省略]  

4-4-3-2  材 料  

１[省略]  

２．中埋用栗石  

吸出し防止工にふとんかごを用いる場合の中埋用栗石はおおむね 15～25 cm の

もので、網目より大きな天然石または割ぐり石を使用するものとする。  

３[省略]  

4-4-3-3～4-4-3-4[省略] 

 

第４節 [省略] 

   

第５章 砂丘造成等  

第１節～第２節[省略] 

第３節 砂丘造成  

4-5-3-1～4-5-3-2[省略] 

4-5-3-3  盛土工  

１[省略] 

２．受注者は、盛土のり面については、侵食防止のため粘性を有する土で被覆し、緑化

しなければならない。  

３[省略] 

4-5-3-4～4-5-3-5 [省略]  

   

第４節 森林造成  

4-5-4-1 [省略] 
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4-5-4-2  生育基盤盛土工  

１～７[省略] 

８．受注者は生育基盤盛土工の法面は、土羽打ちを行い、所定の勾配に仕上げなけれ

ばならない。  

９．受注者は、法面の侵食防止を図るための緑化工については、第３編 3-3-14-2 植

生工に準ずるものとする。  

4-5-4-3～4-5-4-6 [省略] 

 

第５節 防風林の造成  

4-5-5-1  一般事項 

 本節は、防風林の造成として防風柵、水路工、暗渠工その他これらに類する工種

について定める。 

4-5-5-2 [省略] 

4-5-5-3 水路工、暗渠工  

１．水路工及び暗渠工の施工については、それぞれ第５編 第５章 第９節 暗渠工、第

10 節 山腹水路工に準ずるものとする。  

２．受注者は、防風林内に設ける水路等掘割の側法については、崩落が生じないよう

土質条件に応じて処理しなければならない。  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4-5-4-2  生育基盤盛土工  

１～７[省略] 

８．受注者は生育基盤盛土工ののり面は、土羽打ちを行い、所定の勾配に仕上げなけ

ればならない。  

９．受注者は、のり面の侵食防止を図るための緑化工については、第３編 3-3-14-2 植

生工に準ずるものとする。  

4-5-4-3～4-5-4-6 [省略] 

 

第５節 防風林の造成  

4-5-5-1  一般事項 

 本節は、防風林の造成として防風柵、水路工、暗きょ工その他これらに類する工

種について定める。 

4-5-5-2 [省略] 

4-5-5-3 水路工、暗きょ工  

１．水路工及び暗きょ工の施工については、それぞれ第５編 第５章 第９節暗きょ工、

第 10 節 山腹水路工に準ずるものとする。  

２．受注者は、防風林内に設ける水路等掘割の側のりについては、崩落が生じないよ

う土質条件に応じて処理しなければならない。  
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第５編 渓間・山腹工等  

  

第 1 章 共通施工  

第１節 適用 

5-1-1-1  適用工種  

本章は、治山工事における伐開除根等、掘削工及び残土処理、床掘り及び埋戻し、

盛土工、基礎工、石積（張）工及びコンクリートブロック積（張）工、鉄線かご工、

矢板工、管渠工、枠工、鋼製柵工、金網張工、仮設工その他これらに類する工種につ

いて適用する。  

5-1-1-2[省略] 

    

第２節 [省略] 

第３節 伐開、除根等  

5-1-3-1 [省略] 

5-1-3-2  伐開、除根等  

１．受注者は、伐開の範囲を設計図書に基づいて現地に設定し、伐開作業前に監督員

の確認を受けなければはならない。  

なお、伐開をする範囲が示されていない場合は、切土の法頭、盛土の法尻、構造 

物等の外側１ｍを標準とする。  

２～４[省略] 

5-1-3-3 [省略] 

 

第４節 掘削工及び残土処埋  

5-1-4-1  [省略] 

5-1-4-2  掘削工  

１[省略] 

２．受注者は、玉石、転石、岩石等で、法面に浮いている不安定なものは、取り除

かなければならない。  

３～５[省略]  

5-1-4-3  [省略] 

第５編 渓間・山腹工等  

  

第 1 章 共通施工  

第１節 適用 

5-1-1-1  適用工種  

本章は、治山工事における伐開除根等、掘削工及び残土処理、床掘り及び埋戻し、

盛土工、基礎工、石積（張）工及びコンクリートブロック積（張）工、鉄線籠工、矢板

工、管きょ工、枠工、鋼製柵工、金網張工、仮設工その他これらに類する工種について

適用する。  

5-1-1-2[省略] 

    

第２節 [省略] 

第３節 伐開、除根等  

5-1-3-1 [省略] 

5-1-3-2  伐開、除根等  

１．受注者は、伐開の範囲を設計図書に基づいて現地に設定し、伐開作業前に監督員

の確認を受けなければはならない。  

なお、伐開をする範囲が示されていない場合は、切土ののり頭、盛土ののり尻、

構造物等の外側１ｍを標準とする。  

２～４[省略] 

5-1-3-3 [省略] 

 

第４節 掘削工及び残土処埋  

5-1-4-1  [省略] 

5-1-4-2  掘削工  

１[省略] 

２．受注者は、玉石、転石、岩石等で、のり面に浮いている不安定なものは、取り除

かなければならない。  

３～５[省略]  

5-1-4-3  [省略] 



 

第５節 床掘り及び埋戻し  

5-1-5-1   [省略] 

5-1-5-2  床掘り  

１～７[省略]  

８．受注者は、床堀中に土質の著しい変化が認められた場合、又は埋設物を発見した

場合は、処置方法について監督員と協議しなければならない。  

5-1-5-3 [省略]  

 

第６節 盛土工  

5-1-6-1～5-1-6-3 [省略]  

5-1-6-4  盛土方法  

１～６[省略]  

７．受注者は、盛土の法勾配は表面水による侵食に対し耐え得るよう、十分締め固め

ながら所定の勾配に仕上げなければならない。  

８[省略] 

   

第７節[省略] 

 

第８節 石積（張）工及びコンクリートブロック積（張）工  

5-1-8-1  [省略] 

5-1-8-2  石積（張）工  

１．受注者は、石積（張）工の施工に当たっては次の各号によらなければならない。 

（１）石積基礎は、石積法面に直角に、尻下がりに切りならすものとする。  

（２）～（４）[省略]  

２．受注者は、積（張）石の施工に当たっては、次の各号に留意しなければならない。 

（１）～（４）[省略] 

（５）積石は、すわりをみてそれぞれ選定して玄能で空打ちしながら含端をすり合わ

せるとともに、隣接石に密着させ、かつ、面を正しく丁張に合わせ、控えは法面

に直角にすえ、飼石を堅固にかませるものとする。 

（６）～（８）[省略] 

 

第５節 床掘り及び埋戻し  

5-1-5-1   [省略] 

5-1-5-2  床掘り  

１～７[省略]  

８．受注者は、床堀中に土質の著しい変化が認められた場合、または埋設物を発見し

た場合は、処置方法について監督員と協議しなければならない。  

5-1-5-3 [省略]  

 

第６節 盛土工  

5-1-6-1～5-1-6-3 [省略]  

5-1-6-4  盛土方法  

１～６[省略]  

７．受注者は、盛土ののり勾配は表面水による侵食に対し耐え得るよう、十分締め固

めながら所定の勾配に仕上げなければならない。  

８[省略] 

   

第７節[省略] 

 

第８節 石積（張）工及びコンクリートブロック積（張）工  

5-1-8-1  [省略] 

5-1-8-2  石積（張）工  

１．受注者は、石積（張）工の施工に当たっては次の各号によらなければならない。  

（１）石積基礎は、石積のり面に直角に、尻下がりに切りならすものとする。  

（２）～（４）[省略]  

２．受注者は、積（張）石の施工に当たっては、次の各号に留意しなければならない。 

（１）～（４）[省略] 

（５）積石は、すわりをみてそれぞれ選定して玄能で空打ちしながら含端をすり合わ

せるとともに、隣接石に密着させ、かつ、面を正しく丁張に合わせ、控えはのり面

に直角にすえ、飼石を堅固にかませるものとする。 

（６）～（８）[省略] 
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（９）野面石は、法面から控長の 1/3 以内において合端をつくるものとし、必要に

応じて玄能ですわりを直して合端を密着させるものとする。  

（10）[省略]  

３[省略]  

４．受注者は、張石の下部には、所定の厚さに栗石を敷ならし、十分に突固めを行う

ものとする。また、張石は凹凸なく張りつめ、移動しないよう栗石を充填しなけれ

ばならない。  

5-1-8-3  コンクリートブロック積（張）工  

受注者は、コンクリートブロック積（張）工の施工に当たっては、前条項に準じて

施工するほか、次の各項に留意しなければならない。  

（１）基礎コンクリートを施工する場合は、適当な長さを一工程として施工し、十

分養生するものとする。  

なお、ブロックに接する面は、ブロック積法面に対して所定の角度をもつ一様

な平面になるよう仕上げるものとする。  

（２）～（４）[省略] 

 
第９節 鉄線かご工  

5-1-9-1[省略] 

5-1-9-2 据付け  

１．受注者は、鉄線かご工の施工に当たっては、丁張を施し、基礎地盤は波を打たな

いよう平たんに仕上げなければならない。  

２．受注者は、盛土若しくは埋立て箇所又は地盤軟弱箇所に設置する場合は、特に施

工後沈下することのないよう必要に応じて監督員と協議し、敷砂利等で床拵えの

後、施工しなければならない。  

３．受注者は、布設に当たっては、所定の間隔に籠の位置を定め、詰石に際しては、

法肩及び法尻の屈折部が偏平にならないように留意しなければならない。  

４．受注者は、かご間の連結を、胴網と同一規格の鉄線で１ｍ間隔に二重巻して緊結

しなければならない。  

５[省略] 

 

5-1-9-3 詰石  

（９）野面石は、のり面から控長の 1/3 以内において合端をつくるものとし、必要

に応じて玄能ですわりを直して合端を密着させるものとする。  

（10）[省略]  

３[省略]  

４．受注者は、張石の下部には、所定の厚さに栗石を敷ならし、十分に突固めを行うも

のとする。また、張石は凹凸なく張りつめ、移動しないよう栗石を充てんしなけれ

ばならない。  

5-1-8-3  コンクリートブロック積（張）工  

受注者は、コンクリートブロック積（張）工の施工に当たっては、前条項に準じて

施工するほか、次の各項に留意しなければならない。  

（１）基礎コンクリートを施工する場合は、適当な長さを一工程として施工し、十分

養生するものとする。  

なお、ブロックに接する面は、ブロック積のり面に対して所定の角度をもつ一

様な平面になるよう仕上げるものとする。  

（２）～（４）[省略] 

 
第９節 鉄線かご工  

5-1-9-1[省略] 

5-1-9-2 据付け  

１．受注者は、鉄線籠工の施工に当たっては、丁張を施し、基礎地盤は波を打たないよ

う平たんに仕上げなければならない。  

２．受注者は、盛土若しくは埋立て箇所又は地盤軟弱箇所に設置する場合は、特に施

工後沈下することのないよう必要に応じて監督員と協議し、敷砂利等で床拵えの後、

施工しなければならない。  

３．受注者は、布設に当たっては、所定の間隔に籠の位置を定め、詰石に際しては、の

り肩及びのり尻の屈折部が偏平にならないように留意しなければならない。  

４．受注者は、籠間の連結を、胴網と同一規格の鉄線で１ｍ間隔に二重巻して緊結し

なければならない。  

５[省略] 

 

5-1-9-3 詰石  



１[省略] 

２．受注者は、詰石に当たっては、外まわりに大きい石を選び、かごの先端から逐次

丁寧に詰め込むものとし、かごに損傷を与えるような詰め方をしてはならない。  

   

第 10 節[省略] 

   

第 11 節 管渠工  

5-1-11-1  一般事項(1) 

本節は、管渠工として管の敷設その他これらに類する工種について定める。 

5-1-11-2  一般事項(2)  

１．受注者は、管渠工の施工に当たっては、前後の構造物となじみよく取り付くよ

うにしなければならない。  

２．受注者は、管渠の基礎工の施工に当たっては、不等沈下を生じないように入念

に施工しなければならない。  

３．受注者は、埋戻し及び盛土に当たっては、管渠等を損傷しないように留意し、衝

撃又は偏圧のかからないよう、良質土で左右均等にかつ層状に十分締め固めなけ

ればならない。  

４[省略] 

5-1-11-3 [省略] 

   

第 12 節 枠工  

5-1-12-1～5-1-12-2  [省略] 

5-1-12-3  鋼製枠工  

１～２[省略]  

３．受注者は、全てのボルトの点検を行った後、石詰めを行うが、中詰石は空隙が少

なくなるように確実に詰めなければならない。なお、スクリーン部分については、

スクリーン間隙より大きな中詰石を詰め、中詰石がはみ出さないようにしなければ

ならない。  

４～７[省略] 

   

第 13 節[省略]  

 

１[省略] 

２．受注者は、詰石に当たっては、外まわりに大きい石を選び、籠の先端から逐次丁

寧に詰め込むものとし、籠に損傷を与えるような詰め方をしてはならない。  

   

第 10 節[省略] 

   

第 11 節 管きょ工  

5-1-11-1  一般事項(1) 

本節は、管きょ工として管の敷設その他これらに類する工種について定める。 

5-1-11-2  一般事項(2)  

１．受注者は、管きょ工の施工に当たっては、前後の構造物となじみよく取り付くよ

うにしなければならない。  

２．受注者は、管きょの基礎工の施工に当たっては、不等沈下を生じないように入念

に施工しなければならない。  

３．受注者は、埋戻し及び盛土に当たっては、管きょ等を損傷しないように留意し、

衝撃又は偏圧のかからないよう、良質土で左右均等にかつ層状に十分締め固めなけ

ればならない。  

４[省略] 

5-1-11-3 [省略] 

   

第 12 節 枠工  

5-1-12-1～5-1-12-2  [省略] 

5-1-12-3  鋼製枠工  

１～２[省略]  

３．受注者は、すべてのボルトの点検を行った後、石詰めを行うが、中詰石は空隙が少

なくなるように確実に詰めなければならない。なお、スクリーン部分については、

スクリーン間隙より大きな中詰石を詰め、中詰石がはみ出さないようにしなければ

ならない。  

４～７[省略] 

   

第 13 節[省略]  

 



第 14 節 金網張工  

5-1-14-1[省略]  

5-1-14-2  金網張工  

１[省略]  

２．受注者は、金網を法面になじみよく被覆させ、網目が変形しないように適度に張

り、金網の両端部はナックル加工とし、重ね幅は 30 cm 以上としなければならな

い。  

３[省略]  

 

第２章 [省略]   

 

第３章 渓間工   

第１節[省略]  

 
第２節 適用すべき諸基準  

5-3-2-1  適用すべき諸基準  

[省略]  

（１）[省略]  

（２）参考資料  

土木学会      コンクリート標準示方書（ダムコンクリー

ト編）  

（2023 年 9 月）

土木学会      コンクリート標準示方書（施工編）  （2023 年 9 月）

日本道路協会  道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編Ⅱ鋼橋編）（平成 29 年 11

月）   

   

第３節～第４節[省略] 

   

第５節 コンクリート治山ダム工  

5-3-5-1～5-3-5-3 [省略] 

5-3-5-4  コンクリート治山ダム本体工  

１～２[省略] 

３．均しコンクリート 

受注者は、均しコンクリートの打設終了後、次のコンクリートを打ち込む前に、

第 14 節 金網張工  

5-1-14-1[省略]  

5-1-14-2  金網張工  

１[省略]  

２．受注者は、金網をのり面になじみよく被覆させ、網目が変形しないように適度に

張り、金網の両端部はナックル加工とし、重ね幅は 30 cm 以上としなければならな

い。  

３[省略]  

 

第２章 [省略]   

 

第３章 渓間工   

第１節[省略]  

 
第２節 適用すべき諸基準  

5-3-2-1  適用すべき諸基準  

[省略]  

（１）[省略]  

（２）参考資料  

土木学会      コンクリート標準示方書（ダムコンクリー

ト編）  

（平成 25 年 10

月）  

土木学会      コンクリート標準示方書（施工編）  （平成 30 年 3

月）  

日本道路協会  道路橋示方書・同解説（Ⅰ共通編Ⅱ鋼橋編）（平成 29 年 11

月）   

   

第３節～第４節[省略] 

   

第５節 コンクリート治山ダム工  

5-3-5-1～5-3-5-3 [省略] 

5-3-5-4  コンクリート治山ダム本体工  

１～２[省略] 

[新設] 
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コンクリート上面を圧力水等により清掃しなければならない。 

４～14[省略] 

5-3-5-5～5-3-5-7[省略] 

5-3-5-8  水叩工  

１[省略] 

２．適用規定  

コンクリート、止水板又は吸出防止材の施工については、第５編 5-3-5-4 コン

クリート治山ダム本体工の規定による。  

なお、これにより難い場合は事前の試験を行い設計図書に関して監督員の承諾を

得なければならない。 

 

第６節 [省略] 

   

第７節 木製治山ダム工  

5-3-7-1～5-3-7-4[省略] 

5-3-7-5  基礎工の施工  

１～２[省略]  

３．受注者は、土台基礎工の施工に当たり、床を整正し締固めた後、据え付けるもの

とし、空隙には、割ぐり石、砕石等を充填し、締め固めなければならない。  

４～７[省略] 

5-3-7-6  木製治山ダム本体工  

１～３[省略]  

４．受注者は、中詰石材（礫、栗石等）を詰める作業をできるだけ木材の組立と並行

して層ごとに行い、中詰石材（礫、栗石等）の単位体積重量が得られるように詰め

なければならない。  

５[省略] 

5-3-7-7～5-3-7-9 [省略]   

   

第８節 [省略]   

   

第９節 治山ダム付属物設置工  

5-3-9-1～5-3-9-2 [省略]  

 

３～13[省略] 

5-3-5-5～5-3-5-7[省略] 

5-3-5-8  水叩工  

１[省略] 

２．適用規定  

コンクリート、止水板または吸出防止材の施工については、第５編 5-3-5-4 コ

ンクリート治山ダム本体工の規定による。  

なお、これにより難い場合は事前の試験を行い設計図書に関して監督員の承諾を

得なければならない。 

 

第６節 [省略] 

   

第７節 木製治山ダム工  

5-3-7-1～5-3-7-4[省略] 

5-3-7-5  基礎工の施工  

１～２[省略]  

３．受注者は、土台基礎工の施工にあたり、床を整正し締固めた後、据え付けるものと

し、空隙には、割ぐり石、砕石等を充填し、締め固めなければならない。  

４～７[省略] 

5-3-7-6  木製治山ダム本体工  

１～３[省略]  

４．受注者は、中詰石材（礫、栗石等）を詰める作業を出来るだけ木材の組立と並行し

て層毎に行い、中詰石材（礫、栗石等）の単位体積重量が得られるように詰めなけれ

ばならない。  

５[省略] 

5-3-7-7～5-3-7-9 [省略]   

   

第８節 [省略]   

   

第９節 治山ダム付属物設置工  

5-3-9-1～5-3-9-2 [省略]  
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5-3-9-3  境界工  

１～２[省略]   

３．杭（鋲）の設置  

受注者は、杭（鋲）の設置にあたっては、設計図書に示す場合を除き、杭の中心

点を用地境界線上に一致させ、文字「山」が外側（民地側）になるようにしなけれ

ばならない。  

４～５[省略]  

5-3-9-4～5-3-9-5  [省略] 

 

第 10 節～第 11 節[省略] 

    

第４章 流路工  

第１節 適 用  

5-4-1-1  適用工種  

本章は、流路工における土工、護岸工、床固工、根固・水制工、流路付属物設置工、

仮設工その他これらに類する工種について適用する。  

5-4-1-2～5-4-1-3 [省略] 

 

第２節～第６節[省略] 

 
第５章 山 腹 工  

第１節 適 用  

5-5-1-1 適用工種  

本章は、山腹工における土工、階段切付工、軽量盛土工、土留工、埋設工、落石防

護工、暗渠工、山腹水路工、柵工、筋工、伏工、実播工、吹付工、法枠工、植栽工、

山腹工付属物設置工、仮設工その他これらに類する工種について適用する。  

  

5-3-9-3  境界工  

１～２[省略]   

３．杭（鋲）の設置  

受注者は、杭（鋲）の設置にあたっては、設計図書に示す場合を除き、杭の中心

点を用地境界線上に一致させ、文字「山」が内側（官地側）になるようにしなけれ

ばならない。  

４～５[省略]  

5-3-9-4～5-3-9-5  [省略] 

 

第 10 節～第 11 節[省略] 

 

第４章 流路工  

第１節 適 用  

5-4-1-1  適用工種  

本章は、流路工における土工、護岸工、床固工、根固・水制工、流路付属物設置工、

付帯道路工、仮設工その他これらに類する工種について適用する。  

5-4-1-2～5-4-1-3 [省略] 

 

第２節～第６節[省略] 

 
第５章 山 腹 工  

第１節 適 用  

5-5-1-1 適用工種  

本章は、山腹工における土工、階段切付工、軽量盛土工、土留工、埋設工、落石防護

工、暗きょ工、山腹水路工、柵工、筋工、伏工、実播工、吹付工、法枠工、植栽工、山

腹工付属物設置工、仮設工その他これらに類する工種について適用する。  

  



5-5-1-2[省略] 

 

第２節[省略] 

 

第３節 法切工  

5-5-3-1 一般事項 

本節は、法切工として法切工その他これらに類する工種について定める。 

5-5-3-2  法切工  

１．受注者は、法切工の施工は、崩落崖や不規則な山腹斜面を安定斜面に整形する

ことを目的とするため、設計図書に基づき、上部から下部に向かって順次施工する

ものとする。  

２．受注者は、法切土砂は、上方から下方に向かって順次かき下ろし、降雨等によ

って流出しないよう斜面に安定させなければならない。  

また、かきならしの際、根株、転石その他の山腹工の施工に障害となる物は除去

しなければならない。  

３．受注者は、崩壊等の危険のおそれのある箇所、あるいは湧水、軟弱地盤等不良

箇所の法切に当たっては、あらかじめ監督員と協議しなければならない。  

４．受注者は、多量の法切土砂を山腹斜面に堆積させるときは、数回に分けて施工

し、切取土砂の安定を図らなければならない。  

５．受注者は、法切完了後は、監督員の確認を受けなければ後続する作業を進めて

はならない。  

  

第４節 階段切付工  

5-5-4-1 一般事項 

本節は、階段切付工として階段切付工そのほか、これらに類する工種について定め

る。 

5-5-4-2[省略] 

 

第５節～第６節[省略] 

   

第７節 埋設工  

5-5-7-1 [省略] 

5-5-1-2[省略] 

 

第２節[省略] 

 

第３節 のり切工  

5-5-3-1 一般事項 

本節は、のり切工として法切工その他これらに類する工種について定める。 

5-5-3-2  のり切工  

１．受注者は、のり切工の施工は、崩落崖や不規則な山腹斜面を安定斜面に整形す

ることを目的とするため、設計図書に基づき、上部から下部に向かって順次施工す

るものとする。  

２．受注者は、のり切土砂は、上方から下方に向かって順次かき下ろし、降雨等に

よって流出しないよう斜面に安定させなければならない。  

また、かきならしの際、根株、転石その他の山腹工の施工に障害となる物は除去

しなければならない。  

３．受注者は、崩壊等の危険のおそれのある箇所、あるいは湧水、軟弱地盤等不良

箇所ののり切に当たっては、あらかじめ監督員と協議しなければならない。  

４．受注者は、多量ののり切土砂を山腹斜面に堆積させるときは、数回に分けて施

工し、切取土砂の安定を図らなければならない。  

５．受注者は、のり切完了後は、監督員の確認を受けなければ後続する作業を進め

てはならない。  

  

第４節 階段切付工  

5-5-4-1 一般事項 

本節は、階段切付工として階段切付工その他、これらに類する工種について定める。 

 

5-5-4-2[省略] 

 

第５節～第６節[省略] 

   

第７節 埋設工  

5-5-7-1 [省略] 
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5-5-7-2 埋設工  

１[省略] 

２．受注者は、埋設工と暗渠工を同時に施工する場合には、原則として暗渠工を優先

して施工しなければならない。  

 

第８節 落石防護工  

5-5-8-1～5-5-8-6  [省略] 

5-5-8-7  固定工（ロープ伏工）  

１．受注者は、浮石等の荷重に十分耐えられるように、ロープの支持力部のアンカー

は、しっかりした基岩、又は土中に取り付け、確実に定着しなければならない。  

２[省略] 

5-5-8-8 [省略] 

 

第９節  暗渠工  

5-5-9-1 一般事項 

１．適用工種 

本節は、暗渠工として、礫暗渠工、鉄線かご暗渠工、その他二次製品を用いた暗渠

工、ボーリング暗渠工その他これらに類する工種について定める。 

２．暗渠工の施工 

受注者は、暗渠工の施工中、所定の床掘りをしても不透水層又は旧地盤に達しない

場合は、監督員に報告し、その指示を受けなければならない。 

３．埋戻し  

受注者は、暗渠工の埋戻しは、礫や透水性のよい土から順次埋め戻し、仕上げなけ

ればならない。  

5-5-9-2  礫暗渠工  

受注者は、礫暗渠工の施工に当たっては、所定の床掘りをし、地ならし後、十分突

き固め、防水シート等を敷き並べて下部になるべく大きい礫を入れ、順次小さい礫を

入れてから埋戻さなければならない。  

5-5-9-3 鉄線かご暗渠工  

受注者は、鉄線かご暗渠工の施工に当たっては、所定の床掘りをし、地ならし後、

十分突き固め石詰しながら鉄線かごを据え付け、鉄線で相互の連結を十分にして安定

させ、目詰りを防ぐため礫等で被覆してから、埋め戻さなければならない。  

5-5-9-4 その他二次製品を用いた暗渠工  

受注者は、各種の暗渠排水管等を用いた暗渠工の施工に当たっては、設計図書によ

5-5-7-2 埋設工  

１[省略] 

２．受注者は、埋設工と暗きょ工を同時に施工する場合には、原則として暗きょ工を

優先して施工しなければならない。  

 

第８節 落石防護工  

5-5-8-1～5-5-8-6  [省略] 

5-5-8-7  固定工（ロープ伏工）  

１．受注者は、浮石等の荷重に十分耐えられるように、ロープの支持力部のアンカー

は、しっかりした基岩、または土中に取り付け、確実に定着しなければならない。 

２[省略] 

5-5-8-8 [省略] 

 

第９節  暗きょ工  

5-5-9-1 一般事項 

１．適用工種 

本節は、暗きょ工として、礫暗きょ工、鉄線かご暗きょ工、その他二次製品を用いた

暗きょ工、ボーリング暗きょ工その他これらに類する工種について定める。 

２．暗きょ工の施工 

受注者は、暗きょ工の施工中、所定の床掘りをしても不透水層又は旧地盤に達しな

い場合は、監督員に報告し、その指示を受けなければならない。 

３．埋戻し  

受注者は、暗きょ工の埋戻しは、礫や透水性のよい土から順次埋め戻し、仕上げな

ければならない。  

5-5-9-2  礫暗きょ工  

受注者は、礫暗きょ工の施工に当たっては、所定の床掘りをし、地ならし後、十分

突き固め、防水シート等を敷き並べて下部になるべく大きい礫を入れ、順次小さい礫

を入れてから埋戻さなければならない。  

5-5-9-3 鉄線かご暗きょ工  

受注者は、鉄線かご暗きょ工の施工に当たっては、所定の床掘りをし、地ならし後、

十分突き固め石詰しながら鉄線かごを据え付け、鉄線で相互の連結を十分にして安定

させ、目詰りを防ぐため礫等で被覆してから、埋め戻さなければならない。  

5-5-9-4 その他二次製品を用いた暗きょ工  

受注者は、各種の暗きょ排水管等を用いた暗きょ工の施工に当たっては、設計図書
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るほか、それぞれの製品の特徴に応じ、施工しなければならない。  

5-5-9-5 ボーリング暗渠工  

１～３[省略] 

４．受注者は、ボーリング暗渠工の施工に当たっては、設計図書に示されたせん孔位

置、配列、方向、勾配及び深度等により施工しなければならない。  

５～13[省略] 

  

第 10 節 山腹水路工  

5-5-10-1 一般事項 

１．本節は、水路工として、作業土工（床掘り・埋戻し）、水路工、暗渠併用水路工、

暗渠工、現場打水路工、集水桝工、練石張水路工、植生土のう水路工、張芝水路工

その他これらに類する工種について定める。  

２～４[詳細] 

5-5-10-2[詳細] 

5-5-10-3  水路工  

１～２[詳細] 

３．コルゲートフリュームの組立  

受注者は、コルゲートフリュームの組立てにあたっては、上流側又は高い側のセ

クションを、下流側又は低い側のセクションの内側に重ね合うようにし、重ね合わ

せ部分の接合は、フリューム断面の両側で行うものとし、底部で行ってはならない。

また、埋戻し後もボルトの締結状態を点検し、ゆるんでいるものがあれば締直しを

行わなければならない。  

5-5-10-4  暗渠併用水路工  

１．適用規定  

暗渠併用水路工の施工については、第５編 5-5-9-3 鉄線かご暗渠工の規定によ

る。  

２[詳細] 

３．水路の肩及び切取法面  

受注者は、水路の肩及び切取法面が、流出又は崩壊しないよう、保護しなければ

ならない。  

４．暗渠の施工  

受注者は、地下水排除のための暗渠の施工にあたっては、基礎を固めた後、透水

によるほか、それぞれの製品の特徴に応じ、施工しなければならない。  

5-5-9-5 ボーリング暗きょ工  

１～３[省略] 

４．受注者は、ボーリング暗きょ工の施工に当たっては、設計図書に示されたせん孔

位置、配列、方向、勾配及び深度等により施工しなければならない。  

５～13[省略] 

  

第 10 節 山腹水路工  

5-5-10-1 一般事項 

１．本節は、水路工として、作業土工（床掘り・埋戻し）、水路工、暗きょ併用水路工、

暗きょ工、現場打水路工、集水桝工、練石張水路工、植生土のう水路工、張芝水路工

その他これらに類する工種について定める。  

２～４[詳細] 

5-5-10-2[詳細] 

5-5-10-3  水路工  

１～２[詳細] 

３．コルゲートフリュームの組立  

受注者は、コルゲートフリュームの組立てにあたっては、上流側または高い側の

セクションを、下流側または低い側のセクションの内側に重ね合うようにし、重ね

合わせ部分の接合は、フリューム断面の両側で行うものとし、底部で行ってはなら

ない。また、埋戻し後もボルトの締結状態を点検し、ゆるんでいるものがあれば締

直しを行わなければならない。  

5-5-10-4  暗きょ併用水路工  

１．適用規定  

暗きょ併用水路工の施工については、第５編 5-5-9-3 鉄線かご暗きょ工の規定

による。  

２[詳細] 

３．水路の肩及び切取法面  

受注者は、水路の肩及び切取法面が、流出または崩壊しないよう、保護しなければ

ならない。  

４．暗きょの施工  

受注者は、地下水排除のための暗きょの施工にあたっては、基礎を固めた後、透
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管及び集水用のフィルター材を埋設しなければならない。  

5-5-10-5  暗渠工  

受注者は、地下水排除のための暗渠の施工にあたっては、基礎を固めた後、透水管

及び集水用のフィルター材を埋設しなければならない。透水管及びフィルター材の種

類、規格については、設計図書によらなければならない。  

5-5-10-6  現場打水路工  

１．水路勾配  

受注者は、現地の状況により、設計図書に示された水路勾配により難い場合は、

設計図書に関して監督員と協議するものとし、下流側又は低い側から設置するとと

もに、底面は滑らかで一様な勾配になるように施工しなければならない。  

２[詳細] 

5-5-10-7～5-5-10-10 [詳細] 

  

第 11 節  柵 工  

5-5-11-1～5-5-11-3 [詳細] 

5-5-11-4  コンクリート板柵工  

１[詳細] 

２．受注者は、板柵は、設定された連結部を鉄線をもって相互に連結し、上質粘土又

はモルタルをもって連結点を充填するものとする。  

３～５[省略]  

5-5-11-5[詳細] 

   

第 12 節 [詳細] 

 

第 13 節 伏工  

5-5-13-1～5-5-13-2 [詳細] 

5-5-13-3  むしろ伏工  

１．受注者は、むしろ伏工の施工に当たっては、むしろのわらが法面に水平になるよ

うに張り付け、降雨による流水を分散させ、種子、肥料等の流亡を防止するようにし

なければならない。  

水管及び集水用のフィルター材を埋設しなければならない。  

5-5-10-5  暗きょ工  

受注者は、地下水排除のための暗きょの施工にあたっては、基礎を固めた後、透水

管及び集水用のフィルター材を埋設しなければならない。透水管及びフィルター材の

種類、規格については、設計図書によらなければならない。  

5-5-10-6  現場打水路工  

１．水路勾配  

受注者は、現地の状況により、設計図書に示された水路勾配により難い場合は、

設計図書に関して監督員と協議するものとし、下流側または低い側から設置すると

ともに、底面は滑らかで一様な勾配になるように施工しなければならない。  

２[詳細] 

5-5-10-7～5-5-10-10 [詳細] 

  

第 11 節  柵 工  

5-5-11-1～5-5-11-3 [詳細] 

5-5-11-4  コンクリート板柵工  

１[詳細] 

２．受注者は、板柵は、設定された連結部を鉄線をもって相互に連結し、上質粘土又は

モルタルをもって連結点を充てんするものとする。  

３～５[省略]  

5-5-11-5[詳細] 

   

第 12 節 [詳細] 

 

第 13 節 伏工  

5-5-13-1～5-5-13-2 [詳細] 

5-5-13-3  むしろ伏工  

１．受注者は、むしろ伏工の施工に当たっては、むしろのわらがのり面に水平になるよ

うに張り付け、降雨による流水を分散させ、種子、肥料等の流亡を防止するようにし

なければならない。  



新 旧 

２．受注者は、種子、肥料を装着したむしろは、その面を法面に密着させなければな

らない。  

5-5-13-4～5-5-13-5 [詳細] 

 

第 14 節 実播工  

5-5-14-1～5-5-14-2 [詳細] 

5-5-14-3  斜面実播工  

１[詳細] 

２．受注者は、浮き土砂の整理後、法面にレーキ等で水平に溝を付け、種子の流亡を

防ぐようにしなければならない。  

３[詳細] 

5-5-14-4  航空実播工  

１．航空実播工は、スラリー方式（粘液状のスラリー材（種子、肥料、侵食防止材、

混和材、着色材等の混合物）を散布するもの）と、ベース方式（ベース材（種子、

有機質土壌、肥料、保水材等を袋状又はペレット状にしたもの）を塊状にして分散

投下し、次いでスラリー材を散布するもの）、空播き方式（肥料、種子）に区別す

るものとする。  

２．受注者は、散布実施に先立ち、施工地を空中から識別できるよう現地に標識等を

設置、又は GPS 及び写真等による施工地確認をし、監督員に報告しなければならな

い。 これ以外の方法による場合は、監督員の承諾を得るものとする。 

３～９[詳細] 

 

第 15 節 吹付工 

5-5-15-1  一般事項 

１[詳細] 

２．受注者は、吹付け斜面は、極端な凹凸がないよう整地し、施工の障害となる根株、

浮石、浮き土砂等を除去しなければならない。なお、法肩はラウンディング（丸み

づけ）仕上げとしなければならない。 

３[詳細] 

４．受注者は、吹付け法面に湧水のある場合、あるいはそのおそれのある場合は、監

督員と協議し、排水溝、暗渠、水抜きパイプの布設等、適切な処置を講じなければ

ならない。 

２．受注者は、種子、肥料を装着したむしろは、その面をのり面に密着させなければな

らない。  

5-5-13-4～5-5-13-5 [詳細] 

 

第 14 節 実播工  

5-5-14-1～5-5-14-2 [詳細] 

5-5-14-3  斜面実播工  

１[詳細] 

２．受注者は、浮き土砂の整理後、のり面にレーキ等で水平に溝を付け、種子の流亡を

防ぐようにしなければならない。  

３[詳細] 

5-5-14-4  航空実播工  

１．航空実播工は、スラリー方式（粘液状のスラリー材（種子、肥料、侵食防止材、混

和材、着色材等の混合物）を散布するもの）と、ベース方式（ベース材（種子、有機

質土壌、肥料、保水材等を袋状またはペレット状にしたもの）を塊状にして分散投

下し、次いでスラリー材を散布するもの）、空播き方式（肥料、種子）に区別するも

のとする。  

２．受注者は、散布実施に先立ち、施工地を空中から識別できるよう現地に標識等を

設置、または GPS 及び写真等による施工地確認をし、監督員に報告しなければなら

ない。 これ以外の方法による場合は、監督員の承諾を得るものとする。 

３～９[詳細] 

 

第 15 節 吹付工 

5-5-15-1  一般事項 

１[詳細] 

２．受注者は、吹付け斜面は、極端な凹凸がないよう整地し、施工の障害となる根株、

浮石、浮き土砂等を除去しなければならない。なお、のり肩はラウンディング（丸み

づけ）仕上げとしなければならない。 

３[詳細] 

４．受注者は、吹付けのり面に湧水のある場合、あるいはそのおそれのある場合は、監

督員と協議し、排水溝、暗渠、水抜きパイプの布設等、適切な処置を講じなければな

らない。 
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また、吹付時に吹付材が水抜き孔内に入り込まないようにしなければならない。 

５～６[詳細] 

5-5-15-2～5-5-15-4 [詳細] 

5-5-15-5  特殊吹付工  

１～６[詳細] 

７．受注者は、吹付け法面の土質が土砂混じりの場合は、吹付けに際して吹付け圧に

より土砂が散乱しないよう、十分打ち固めなければならない。  

８～10[省略] 

  

第 16 節 法枠工  

5-5-16-1～5-5-16-2 [詳細] 

5-5-16-3  プレキャストブロック法枠工  

１～２[省略]  

３．受注者は、中詰めの施工に当たっては、次の各号によらなければならない。  

（１）ブロック詰めの場合は、枠とブロックとの間を、コンクリート、モルタル等

で充填し、法面との間隙がないようにする。  

（２）～（３）[省略] 

（４）栗石（玉石）の場合は、切込砂利などで間隙を充填する。  

（５）[省略] 

5-5-16-4  現場打及び現場吹付法枠工  

１．受注者は、現場打法枠工の施工に当たっては、次の各号によらなければならない。 

（１）～（３）[省略] 

２．受注者は、現場吹付法枠工の施工に当たっては、次の各号によらなければならな

い。  

（１）型枠鉄筋のプレハブ部材は、法面になじみよく据え付け、所定のアンカーピ

ンを用いて、堅固に固定する。なお、アンカーピンの打込み後、必要に応じセ

メントミルク、モルタル等で間隙を充填する。  

（２）～（４） 

 

また、吹付時に吹付材が水抜き孔内に入り込まないようにしなければならない。 

５～６[詳細] 

5-5-15-2～5-5-15-4 [詳細] 

5-5-15-5  特殊吹付工  

１～６[詳細] 

７．受注者は、吹付けのり面の土質が土砂混じりの場合は、吹付けに際して吹付け圧

により土砂が散乱しないよう、十分打ち固めなければならない。  

８～10[省略] 

  

第 16 節 法枠工  

5-5-16-1～5-5-16-2 [詳細] 

5-5-16-3  プレキャストブロック法枠工  

１～２[省略]  

３．受注者は、中詰めの施工に当たっては、次の各号によらなければならない。  

（１）ブロック詰めの場合は、枠とブロックとの間を、コンクリート、モルタル等で

充てんし、法面との間隙がないようにする。  

（２）～（３）[省略] 

（４）栗石（玉石）の場合は、切込砂利などで間隙を充てんする。  

（５）[省略] 

5-5-16-4  現場打及び現場吹付法枠工  

１．受注者は、現場打のり枠工の施工に当たっては、次の各号によらなければならな

い。  

（１）～（３）[省略] 

２．受注者は、現場吹付のり枠工の施工に当たっては、次の各号によらなければならな

い。  

（１）型枠鉄筋のプレハブ部材は、のり面になじみよく据え付け、所定のアンカーピ

ンを用いて、堅固に固定する。なお、アンカーピンの打込み後、必要に応じセメ

ントミルク、モルタル等で間隙を充てんする。  

（２）～（４） 
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第 17 節～第 18 節[省略] 

    

第６章  

第１節 適用  

5-6-1-1  適用工種  

本章は、地すべり防止工における土工、暗渠工、集水井工、排水トンネル工、排土

工及び押え盛土工、杭工、シャフト工（深礎工）、アンカー工、地すべり防止工付属

物設置工、仮設工その他これらに類する工種について適用する。  

5-6-1-2～5-6-1-3 [省略] 

   

第２節[省略] 

  

第３節 暗渠工  

5-6-3-1  一般事項  

 本節は、暗渠工として礫暗渠工、鉄線かご暗渠工、その他二次製品を用いた暗渠工、 

ボーリング暗渠工その他これらに類する工種について定める。 

5-6-3-2  礫暗渠工  

礫暗渠工については、第５編 5-5-9-2 礫暗渠工の規定による。  

5-6-3-3  鉄線かご暗渠工  

鉄線かご暗渠工については、第５編 5-5-9-3 鉄線かご暗渠工の規定による。 

5-6-3-4  その他二次製品を用いた暗渠工  

その他の暗渠工については、第５編 5-5-9-4 その他二次製品を用いた暗渠工の規

定による。 

5-6-3-5  ボーリング暗渠工  

 ボーリング暗渠工については、第５編 5-5-9-5 ボーリング暗渠工の規定による。 

  

 

第 17 節～第 18 節[省略] 

    

第６章  

第１節 適用  

5-6-1-1  適用工種  

本章は、地すべり防止工における土工、暗きょ工、集水井工、排水トンネル工、排土

工及び押え盛土工、杭工、シャフト工（深礎工）、アンカー工、地すべり防止工付属物

設置工、仮設工その他これらに類する工種について適用する。  

5-6-1-2～5-6-1-3 [省略] 

   

第２節[省略] 

  

第３節暗きょ工  

5-6-3-1  一般事項  

 本節は、暗きょ工として礫暗きょ工、鉄線かご暗きょ工、その他二次製品を用いた 

暗きょ工、ボーリング暗渠工その他これらに類する工種について定める。 

5-6-3-2  礫暗きょ工  

礫暗きょ工については、第５編 5-5-9-2 礫暗渠工の規定による。  

5-6-3-3  鉄線かご暗きょ工  

鉄線かご暗きょ工については、第５編 5-5-9-3 鉄線かご暗きょ工の規定による。  

5-6-3-4  その他二次製品を用いた暗きょ工  

その他の暗きょ工については、第５編 5-5-9-4 その他二次製品を用いた暗きょ工の

規定による。  

5-6-3-5  ボーリング暗きょ工  

 ボーリング暗きょ工については、第５編 5-5-9-5 ボーリング暗きょ工の規定によ

る。  

 

 

 



第４節 集水井工  

5-6-4-1 [省略] 

5-6-4-2  掘削  

１[省略] 

２．受注者は、集水井の掘削が予定深度まで掘削しない前に湧水が生じた場合、又は

予定深度まで掘削した後においても排水の目的を達しない場合には、速やかに監督

員に報告し、指示によらなければならない。  

３～５[省略]  

5-6-4-3  土質柱状図  

受注者は、集水井施工中、地盤の構成、地下水の状態及びすべり面を把握するため、

次の各号について調査記録し、土質柱状図を作成し監督員に提出しなければならな

い。  

（１）掘進状況（0.5～1.0ｍごとに掘削土の写真を撮影すること）  

（２）～（４）[省略] 

5-6-4-4  施工  

１[省略] 

２．集水井内からの集排水ボーリングは第５編 5-5-9-5 ボーリング暗渠工によらなけ

ればならない。  

３～５[省略] 

  

第５節 排水トンネル工  

5-6-5-1～5-6-5-4[省略] 

5-6-5-5  覆工  

１．受注者は、床盤コンクリートは、施工基盤を掘り過ぎないように注意し、掘り過

ぎた場合は、原則として床盤コンクリートと同質のコンクリートで充填しなければ

ならない。  

２～４[省略] 

5-6-5-6  その他  

１．受注者は、余掘については、良質の岩石等を用いて、できるだけ空隙が残らない

よう充填しなければならない。  

２[省略] 

 第４節 集水井工  

5-6-4-1 [省略] 

5-6-4-2  掘削  

１[省略] 

２．受注者は、集水井の掘削が予定深度まで掘削しない前に湧水が生じた場合、また

は予定深度まで掘削した後においても排水の目的を達しない場合には、速やかに監

督員に報告し、指示によらなければならない。  

３～５[省略]  

5-6-4-3  土質柱状図  

受注者は、集水井施工中、地盤の構成、地下水の状態及びすべり面を把握するため、

次の各号について調査記録し、土質柱状図を作成し監督員に提出しなければならない。 

（１）掘進状況（0.5～1.0ｍ毎に掘削土の写真を撮影すること）  

（２）～（４）[省略] 

5-6-4-4  施工  

１[省略] 

２．集水井内からの集排水ボーリングは第５編 5-5-9-5 ボーリング暗きょ工によらな

ければならない。  

３～５[省略] 

  

第５節 排水トンネル工  

5-6-5-1～5-6-5-4[省略] 

5-6-5-5  覆工  

１．受注者は、床盤コンクリートは、施工基盤を掘り過ぎないように注意し、掘り過ぎ

た場合は、原則として床盤コンクリートと同質のコンクリートで充てんしなければ

ならない。  

２～４[省略] 

5-6-5-6  その他  

１．受注者は、余掘については、良質の岩石等を用いて、できるだけ空隙が残らないよ

う充てんしなければならない。  

２[省略] 

 



新 旧 

 

３．受注者は、坑門上部の盛土は、排水をよくし、できあがった構造物に不等な圧力

がかからないようにしなければならない。  

   

第６節 排土工及び押え盛土工  

5-6-6-1 一般事項 

１～２[省略] 

３．受注者は、排土工及び押え盛土工の法面処理に当たっては、湧水、法面を流下す

る水等の処理に留意しなければならない。施工中に、従来、湧水のなかった斜面に

湧水が生じた場合は、必要に応じて施工を中止し、応急の対策を講じるとともに、

監督員と協議しなければならない。  

5-6-6-2～5-6-6-3  [省略] 

   

第７節 杭 工  

5-6-7-1  一般事項  

１～５[省略] 

６．受注者は、杭建て込みのための削孔作業においては、排出土及び削孔時間等から

地質の状況を記録し、基岩又は固定地盤面の深度を確認のうえ、施工しなければな

らない。  

７～８[省略] 

5-6-7-2  鋼管杭及び合成杭  

１[省略] 

２．受注者は、現場継手としてアーク溶接継手を行う場合は、次の各号に留意しなけ

ればならない。  

（１）～（２）[省略] 

（３）溶接を行う場合は、降雨、降雪等により、母材がぬれているとき、又は激し

い風が吹いているときは、露天で行わない。ただし、作業が可能なように遮へ

いした場合等には、監督員の承諾を得て作業を行うことができる。  

また、気温が５℃以下の時は溶接を行わない。ただし、気温が－10～＋５℃の

場合で、溶接部から 100mm 以内の部分が全て＋36℃以上に予熱した場合は施工す

ることができる。  

 

３．受注者は、坑門上部の盛土は、排水をよくし、出来上がった構造物に不等な圧力が

かからないようにしなければならない。  

   

第６節 排土工及び押え盛土工  

5-6-6-1 一般事項 

１～２[省略] 

３．受注者は、排土工及び押え盛土工ののり面処理に当たっては、湧水、のり面を流下

する水等の処理に留意しなければならない。施工中に、従来、湧水のなかった斜面

に湧水が生じた場合は、必要に応じて施工を中止し、応急の対策を講じるとともに、

監督員と協議しなければならない。  

5-6-6-2～5-6-6-3  [省略] 

   

第７節 杭 工  

5-6-7-1  一般事項  

１～５[省略] 

６．受注者は、杭建て込みのための削孔作業においては、排出土及び削孔時間等から

地質の状況を記録し、基岩または固定地盤面の深度を確認のうえ、施工しなければ

ならない。  

７～８[省略] 

5-6-7-2  鋼管杭及び合成杭  

１[省略] 

２．受注者は、現場継手としてアーク溶接継手を行う場合は、次の各号に留意しなけ

ればならない。  

（１）～（２）[省略] 

（３）溶接を行う場合は、降雨、降雪等により、母材がぬれているとき、又は激しい

風が吹いているときは、露天で行わない。ただし、作業が可能なように遮へいし

た場合等には、監督員の承諾を得て作業を行うことができる。  

また、気温が５℃以下の時は溶接を行わない。ただし、気温が－10～＋５℃の

場合で、溶接部から 100mm 以内の部分がすべて＋36℃以上に予熱した場合は施工

することができる。  
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（４）～（６）[省略] 

３～４[省略]  

５．受注者は、杭内部及び杭と孔壁との空隙は、コンクリート又はモルタルで充填し

なければならない。  

  

5-6-7-3 [省略] 

   

第８節 [省略] 

   

第９節 アンカー工  

5-6-9-1  [省略] 

5-6-9-2  施 工  

１～10[省略] 

11．受注者は、アンカー体造成後の削孔間隙の充填、あるいは防食などのために行う

二次注入については、アンカーの機能を損なわないように実施しなければならな

い。  

12～13[省略]  

   

第 10 節[省略] 

    

第７章 [省略] 

    

第８章 森林整備  

第１節 [省略] 

   

第２節 植 栽  

5-8-2-1～5-8-2-4[省略] 

5-8-2-5  植付け  

１．植付けについては、第５編 5-5-17-2 植栽に準ずるほか、本条によるものとする。 

２～７[省略] 

（４）～（６）[省略] 

３～４[省略]  

５．受注者は、杭内部及び杭と孔壁との空隙は、コンクリート又はモルタルで充てん

しなければならない。  

  

5-6-7-3 [省略] 

   

第８節 [省略] 

   

第９節 アンカー工  

5-6-9-1  [省略] 

5-6-9-2  施 工  

１～10[省略] 

11．受注者は、アンカー体造成後の削孔間隙の充てん、あるいは防食などのために行

う二次注入については、アンカーの機能を損なわないように実施しなければならな

い。  

12～13[省略]  

   

第 10 節[省略] 

    

第７章 [省略] 

    

第８章 森林整備  

第１節 [省略] 

   

第２節 植 栽  

5-8-2-1～5-8-2-4[省略] 

5-8-2-5  植付け  

１．植付けについては、第５編 5-5-17-2 植栽に準ずる他、本条によるものとする。 

２～７[省略] 
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5-8-2-6～5-8-2-10[省略] 

 

第３節～第４節[省略] 

    

第９章 [省略] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5-8-2-6～5-8-2-10[省略] 

 

第３節～第４節[省略] 

    

第９章 [省略] 
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第６編 林 道  

第１章 林 道  

第１節～第８節[省略] 

   

第９節 カルバート工  

6-1-9-1～6-1-9-7 [省略] 

6-1-9-8  防水工  

１[省略] 

２．破損防止  

受注者は、防水保護工の施工に当たり、防水工が破損しないように留意して施

工するものとし、十分に養生しなければならない。  

   

第 10 節 排水

施設工  

6-1-10-1～6-1-10-4 [省略] 

6-1-10-5  コルゲートパイプ工 

１～４[省略] 

５．その他のたわみ性暗渠については、前各項に準じて施工するものとする。 

６～７[省略] 

6-1-10-6  コルゲートフリューム工  

１～２[省略] 

３．受注者は、コルゲートフリュームの組立に当たって、上流側また又は高い側の

セクションを下流側又は低い側のセクションの内側に重ね合うようにし、重ね合

わせ部分の接合は、フリューム断面の両側で行うものとし、底部及び頂部で行っ

てはならない。  

また、埋戻し後も可能な限りボルトの緊結状態を点検し、緩んでいるものがあ

れば締直しを行わなければならない。  

４[省略] 

6-1-10-7 [省略] 

第６編 林 道  

第１章 林 道  

第１節～第８節[省略] 

   

第９節 カルバート工  

6-1-9-1～6-1-9-7 [省略] 

6-1-9-8  防水工  

１[省略] 

２．破損防止  

受注者は、防水保護工の施工にあたり、防水工が破損しないように留意して施工

するものとし、十分に養生しなければならない。  

   

第 10 節 排水施

設工  

6-1-10-1～6-1-10-4 [省略] 

6-1-10-5  コルゲートパイプ工 

１～４[省略] 

５．その他のたわみ性暗きょについては、前各項に準じて施工するものとする。 

６～７[省略] 

6-1-10-6  コルゲートフリューム工  

１～２[省略] 

３．受注者は、コルゲートフリュームの組立に当たって、上流側また又は高い側のセ

クションを下流側または低い側のセクションの内側に重ね合うようにし、重ね合わ

せ部分の接合は、フリューム断面の両側で行うものとし、底部及び頂部で行っては

ならない。  

また、埋戻し後も可能な限りボルトの緊結状態を点検し、緩んでいるものがあれ

ば締直しを行わなければならない。  

４[省略] 

6-1-10-7 [省略] 
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6-1-10-8  呑口工及び吐口工  

１[省略] 

２．受注者は、背面の埋戻し又は盛土が溝渠の基礎となる箇所については、ほかの

部分と同様に均等な地盤支持力が得られるよう十分に締固めなければならない。  

３[省略] 

6-1-10-9  集水ます工   

１[省略] 

２．受注者は、集水桝工と溝渠等との接続部について、漏水が生じないように施工

しなければならない。  

３[省略] 

6-1-10-10～6-1-10-13 [省略] 

6-1-10-14 管渠工  

１．水路勾配  

受注者は、現地の状況により設計図書に示された水路勾配により難い場合は、

設計図書に関して監督員と協議するものとし、下流側又は低い側から設置すると

ともに、底面は滑らかで一様な勾配になるように施工しなければならない。  

２～３[省略] 

6-1-10-15 場所打水路工  

１．水路勾配  

受注者は、現地の状況により、設計図書に示された水路勾配により難い場合

は、設計図書に関して監督員と協議するものとし、下流側又は低い側から設置す

るとともに、底面は滑らかで一様な勾配になるように施工しなければならない。  

２．側溝蓋の設置  

受注者は、側溝蓋の設置については、路面又は水路との段差が生じないよう施

工しなければならない。  

３[省略] 

 

第 11 節  [省略] 

  

第２章 舗 装  

第１節[省略] 

6-1-10-8  呑口工及び吐口工  

１[省略] 

２．受注者は、背面の埋戻し又は盛土が溝きょの基礎となる箇所については、他の部

分と同様に均等な地盤支持力が得られるよう十分に締固めなければならない。  

３[省略] 

6-1-10-9  集水ます工   

１[省略] 

２．受注者は、集水桝工と溝きょ等との接続部について、漏水が生じないように施工

しなければならない。  

３[省略] 

6-1-10-10～6-1-10-13 [省略] 

6-1-10-14 管渠工  

１．水路勾配  

受注者は、現地の状況により設計図書に示された水路勾配により難い場合は、設

計図書に関して監督員と協議するものとし、下流側または低い側から設置するとと

もに、底面は滑らかで一様な勾配になるように施工しなければならない。  

２～３[省略] 

6-1-10-15 場所打水路工  

１．水路勾配  

受注者は、現地の状況により、設計図書に示された水路勾配により難い場合は、

設計図書に関して監督員と協議するものとし、下流側または低い側から設置すると

ともに、底面は滑らかで一様な勾配になるように施工しなければならない。  

２．側溝蓋の設置  

受注者は、側溝蓋の設置については、路面または水路との段差が生じないよう施

工しなければならない。  

３[省略] 

 

第 11 節  [省略] 

  

第２章 舗 装  

第１節[省略] 
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第２節 適用すべき諸基準  

6-2-2-1  適用すべき諸基準  

[省略] 

[省略] 

日本道路協会  防護柵の設置基準・同解説／ボラ

ードの設置便覧 
（令和 3 年 3 月）  

[省略]  

土木学会      舗装標準示方書  （令和 5 年 10 月）  

[省略]  
 

第３節[省略] 

 

第４節 舗装工  

6-2-4-1  一般事項  

１～２[省略]  

３．異常時の処置  

受注者は、路盤の施工において、路床面又は下層路盤面に異常を発見したとき

は、直ちに監督員に連絡し、設計図書に関して監督員と協議しなければならな

い。  

４[省略] 

6-2-4-2～6-2-4-8 [省略] 

 

第５節[省略] 

 

第６節 踏掛版工  

6-2-6-1  一般事項  

１[省略] 

２．障害物がある場合の処置  

受注者は、踏掛版工の施工に当たり、障害物がある場合などは、速やかに監督

員に連絡し、設計図書に関して監督員と協議しなければならない。  

 

第２節 適用すべき諸基準  

6-2-2-1  適用すべき諸基準  

[省略] 

[省略] 

日本道路協会  防護柵の設置基準・同解説 （平成 28 年 12 月）  

[省略]  

土木学会      舗装標準示方書  （平成 27 年 10 月）  

[省略]  
 

第３節[省略] 

 

第４節 舗装工  

6-2-4-1  一般事項  

１～２[省略]  

３．異常時の処置  

受注者は、路盤の施工において、路床面または下層路盤面に異常を発見したとき

は、直ちに監督員に連絡し、設計図書に関して監督員と協議しなければならない。 

４[省略] 

6-2-4-2～6-2-4-8 [省略] 

 

第５節[省略] 

 

第６節 踏掛版工  

6-2-6-1  一般事項  

１[省略] 

２．障害物がある場合の処置  

受注者は、踏掛版工の施工にあたり、障害物がある場合などは、速やかに監督員

に連絡し、設計図書に関して監督員と協議しなければならない。  

３[省略]  
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３[省略]  

6-2-6-2～6-2-6-3 [省略]  

6-2-6-4  踏掛版工  

１．適用規定  

踏掛版の施工に当たり、縦目地及び横目地の設置については、第３編 3-3-6-8 

コンクリート舗装工の規定によるものとする。  

２．ラバーシューの設置  

受注者は、ラバーシューの設置に当たり、既設構造物と一体となるように設置

しなければならない。  

３．アンカーボルトの設置  

受注者は、アンカーボルトの設置に当たり、アンカーボルトは、垂直となるよ

うに設置しなければならない。  

  

第７節 防護施設工  

6-2-7-1～6-2-7-3 [省略] 

6-2-7-4  ボックスビーム工  

１～２[省略]  

３．コンクリートの中に支柱を設置する場合  

受注者は、支柱の施工にあたって橋梁、擁壁、函渠などのコンクリートの中に

ボックスビームを設置する場合、設計図書に定められた位置に支障があるとき、

又は、位置が明示されていない場合、速やかに監督員に連絡し、設計図書に関し

て監督員と協議しなければならない。  

４[省略] 

6-2-7-5  車止めポスト工  

１．車止めポストの設置  

受注者は、車止めポストを設置する場合、現地の状況により、位置に支障があ

るとき又は、位置が明示されていない場合には、速やかに監督員に連絡し、設計

図書に関して監督員と協議しなければならない。  

２[省略] 

6-2-7-6[省略] 

 

第８節 区画線工  

6-2-8-1  一般事項  

6-2-6-2～6-2-6-3 [省略]  

6-2-6-4  踏掛版工  

１．適用規定  

踏掛版の施工にあたり、縦目地及び横目地の設置については、第３編 3-3-6-8 

コンクリート舗装工の規定によるものとする。  

２．ラバーシューの設置  

受注者は、ラバーシューの設置にあたり、既設構造物と一体となるように設置し

なければならない。  

３．アンカーボルトの設置  

受注者は、アンカーボルトの設置にあたり、アンカーボルトは、垂直となるよう

に設置しなければならない。  

  

第７節 防護施設工  

6-2-7-1～6-2-7-3 [省略] 

6-2-7-4  ボックスビーム工  

１～２[省略]  

３．コンクリートの中に支柱を設置する場合  

受注者は、支柱の施工にあたって橋梁、擁壁、函渠などのコンクリートの中にボ

ックスビームを設置する場合、設計図書に定められた位置に支障があるとき、また

は、位置が明示されていない場合、速やかに監督員に連絡し、設計図書に関して監

督員と協議しなければならない。  

４[省略] 

6-2-7-5  車止めポスト工  

１．車止めポストの設置  

受注者は、車止めポストを設置する場合、現地の状況により、位置に支障がある

ときまたは、位置が明示されていない場合には、速やかに監督員に連絡し、設計図

書に関して監督員と協議しなければならない。  

２[省略] 

6-2-7-6[省略] 

 

第８節 区画線工  

6-2-8-1  一般事項  
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１[省略] 

２．異常時の処置  

受注者は、区画線工の施工に当たり、障害物がある場合などは、速やかに監督

員に連絡し、設計図書に関して監督員と協議しなければならない。  

３[省略] 

6-2-8-2 [省略] 

第３章 橋梁下部  

第１節 適 用  

6-3-1-1～6-3-1-4[省略]  

6-3-1-5  強度測定  

コンクリート構造物微破壊・非破壊試験（強度測定）については、以下による。  

（１）受注者は、設計図書において微破壊・非破壊試験の対象工事と明示された場

合は、微破壊又は非破壊試験により、コンクリートの強度測定を実施しなけれ

ばならない。  

（２）～（４）[省略] 

 

第２節 適用すべき諸基準  

6-3-2-1  適用すべき諸基準  

[省略]  

[省略]    

日本道路協会  杭基礎施工便覧       （令和 2 年 9 月）  

[省略]    

日本道路協会  鋼管矢板基礎設計施工便覧     （令和 5 年 2 月）  

[省略]    

  

第３節 工場製作工  

6-3-3-1  一般事項  

１[省略]  

２．施工計画書 

１[省略] 

２．異常時の処置  

受注者は、区画線工の施工にあたり、障害物がある場合などは、速やかに監督員

に連絡し、設計図書に関して監督員と協議しなければならない。  

３[省略] 

6-2-8-2 [省略] 

第３章 橋梁下部  

第１節 適 用  

6-3-1-1～6-3-1-4[省略]  

6-3-1-5  強度測定  

コンクリート構造物微破壊・非破壊試験（強度測定）については、以下による。  

（１）受注者は、設計図書において微破壊・非破壊試験の対象工事と明示された場合

は、微破壊または非破壊試験により、コンクリートの強度測定を実施しなければ

ならない。  

（２）～（４）[省略] 

 

第２節 適用すべき諸基準  

6-3-2-1  適用すべき諸基準  

[省略]  

[省略]    

日本道路協会  杭基礎施工便覧       （平成 27 年 3 月）  

[省略]    

日本道路協会  鋼管矢板基礎設計施工便覧     （平成 9 年 12 月）  

[省略]    

  

第３節 工場製作工  

6-3-3-1  一般事項  

１[省略]  

２．施工計画書 
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受注者は、原寸、工作、溶接、仮組立に関する事項を施工計画書へ記載しなけ

ればならない。  

なお、設計図書に示されている場合又は設計図書に関して監督員の承諾を得た

場合は、上記項目の全部又は一部を省略することができるものとする。  

３～５[省略]   

6-3-3-2～6-3-3-5 [省略] 

 

第４節～第７節[省略] 

 

第８節 鋼製橋脚工  

6-3-8-1～6-3-8-9  [省略] 

6-3-8-10  橋脚架設工  

１～２[省略]  

３．異常時の処置  

受注者は、組立て中に損傷があった場合、速やかに監督員に連絡した後、取換

え又は補修等の処置を講じなければならない。  

４～６[省略]  

6-3-8-11～6-3-8-13  [省略] 

   

第９節～第 12 節[省略]  

 

第４章 鋼橋上部  

第１節 [省略] 

第２節 適用すべき諸基準  

6-4-2-1  適用すべき諸基準  

[省略] 

[省略]  

日本道路協会  防護柵の設置基準・同解説／ボ

ラードの設置便覧  

（令和 3 年 3 月）  

[省略]  

受注者は、原寸、工作、溶接、仮組立に関する事項を施工計画書へ記載しなけれ

ばならない。  

なお、設計図書に示されている場合または設計図書に関して監督員の承諾を得た

場合は、上記項目の全部または一部を省略することができるものとする。  

３～５[省略]   

6-3-3-2～6-3-3-5 [省略] 

 

第４節～第７節[省略] 

 

第８節 鋼製橋脚工  

6-3-8-1～6-3-8-9  [省略] 

6-3-8-10  橋脚架設工  

１～２[省略]  

３．異常時の処置  

受注者は、組立て中に損傷があった場合、速やかに監督員に連絡した後、取換え

または補修等の処置を講じなければならない。  

４～６[省略]  

6-3-8-11～6-3-8-13  [省略] 

   

第９節～第 12 節[省略]  

 

第４章 鋼橋上部  

第１節 [省略] 

第２節 適用すべき諸基準  

6-4-2-1  適用すべき諸基準  

[省略] 

[省略]  

日本道路協会  防護柵の設置基準・同解説  （平成 28 年 12 月）  

[省略]  
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第 3 節 工場製作工  

6-4-3-1  一般事項  

１[省略]  

２．施工計画書  

受注者は、原寸、工作、溶接、仮組立に関する事項を施工計画書へ記載しなけ

ればならない。  

なお、設計図書に示されている場合又は設計図書に関して監督員の承諾を得た

場合は、上記項目の全部又は一部を省略することができるものとする。  

３[省略] 

４．使用材料のキズ、ひずみ等  

受注者は、鋳鉄品及び鋳鋼品の使用にあたって、設計図書に示す形状寸法のも

ので、応力上問題のあるキズ又は著しいひずみ及び内部欠陥がないものを使用し

なければならない。  

５[省略] 

6-4-3-2～6-4-3-12 [省略]   

  

第４節～第９節[省略] 

   

第５章 コンクリート橋上部  

 

第１節 適用  

6-5-1-1～6-5-1-4[省略]  

6-5-1-5  強度測定  

コンクリート構造物微破壊・非破壊試験（強度測定）については、以下によるも

のとする。  

（１）受注者は、設計図書において微破壊・非破壊試験の対象工事と明示された場

合は、微破壊又は破壊試験により、コンクリートの強度測定を実施しなければ

ならない。  

（２）～（４）[省略] 

  

第２節 適用すべき諸基準  

6-5-2-1  適用すべき諸基準  

第 3 節 工場製作工  

6-4-3-1  一般事項  

１[省略]  

２．施工計画書  

受注者は、原寸、工作、溶接、仮組立に関する事項を施工計画書へ記載しなけれ

ばならない。  

なお、設計図書に示されている場合または設計図書に関して監督員の承諾を得た

場合は、上記項目の全部または一部を省略することができるものとする。  

３[省略] 

４．使用材料のキズ、ひずみ等  

受注者は、鋳鉄品及び鋳鋼品の使用にあたって、設計図書に示す形状寸法のもの

で、応力上問題のあるキズ又は著しいひずみ及び内部欠陥がないものを使用しなけ

ればならない。  

５[省略] 

6-4-3-2～6-4-3-12 [省略]   

  

第４節～第９節[省略] 

   

第５章 コンクリート橋上部  

 

第１節 適用  

6-5-1-1～6-5-1-4[省略]  

6-5-1-5  強度測定  

コンクリート構造物微破壊・非破壊試験（強度測定）については、以下によるもの

とする。  

（１）受注者は、設計図書において微破壊・非破壊試験の対象工事と明示された場合

は、微破壊または破壊試験により、コンクリートの強度測定を実施しなければな

らない。  

（２）～（４）[省略] 

  

第２節 適用すべき諸基準  

6-5-2-1  適用すべき諸基準  
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[省略]  

[省略]  

日本道路協会  防護柵の設置基準・同解説／ボラー

ドの設置便覧  
（令和 3 年 3 月）  

[省略]  

   

第３節 工場製作工  

6-5-3-1  一般事項  

１[省略] 

２．施工計画書  

受注者は、原寸、工作、溶接、仮組立に関する事項を施工計画書へ記載しなけ

ればならない。  

なお、設計図書に示されている場合又は設計図書に関して監督員の承諾を得た

場合は、上記項目の全部又は一部を省略することができる。  

３～４[省略]  

6-5-3-2～6-5-3-7 [省略] 

   

第４節[省略] 

 

第５節 PC 橋工  

6-5-5-1  一般事項  

１～３[省略]  

４．定着具及び接続具の使用  

受注者は、定着具及び接続具の使用については、定着又は接続された PC 鋼材が

JIS 又は設計図書に規定された引張荷重値に達する前に有害な変形を生じたり、

破壊することのないような構造及び強さを有するものを使用しなければならな

い。  

５～７ [省略] 

6-5-5-2～6-5-5-10 [省略] 

  

第６節 プレビーム桁橋工  

6-5-6-1  一般事項  

１～５[省略] 

[省略]  

[省略]  

日本道路協会  防護柵の設置基準・同解説  （平成 28 年 12 月） 

[省略]  

   

第３節 工場製作工  

6-5-3-1  一般事項  

１[省略] 

２．施工計画書  

受注者は、原寸、工作、溶接、仮組立に関する事項を施工計画書へ記載しなけれ

ばならない。  

なお、設計図書に示されている場合または設計図書に関して監督員の承諾を得た

場合は、上記項目の全部または一部を省略することができる。  

３～４[省略]  

6-5-3-2～6-5-3-7 [省略] 

   

第４節[省略] 

 

第５節 PC 橋工  

6-5-5-1  一般事項  

１～３[省略]  

４．定着具及び接続具の使用  

受注者は、定着具及び接続具の使用については、定着または接続された PC 鋼材

が JIS または設計図書に規定された引張荷重値に達する前に有害な変形を生じた

り、破壊することのないような構造及び強さを有するものを使用しなければならな

い。  

５～７ [省略] 

6-5-5-2～6-5-5-10 [省略] 

  

第６節 プレビーム桁橋工  

6-5-6-1  一般事項  

１～５[省略] 
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６．定着具及び接続具の使用  

受注者は、定着具及び接続具の使用については、定着又は接続された PC 鋼材が

JIS 又は設計図書に規定された引張荷重値に達する前に有害な変形を生じたり、

破損することのないような構造及び強さを有するものを使用しなければならな

い。  

７[省略] 

6-5-6-2～6-5-6-9  [省略] 

 

第７節 PC ホロースラブ橋工  

6-5-7-1  一般事項  

１～５[[省略] 

６．定着具及び接続具の使用  

受注者は、定着具及び接続具の使用については、定着又は接続された PC 鋼材が

JIS 又は設計図書に規定された引張荷重値に達する前に有害な変形を生じたり、

破損することのないような構造及び強さを有するものを使用しなければならな

い。  

７[省略] 

6-5-7-2～6-5-7-5 [省略] 

 

第８節 RC ホロースラブ橋工  

6-5-8-1  一般事項  

１～５[省略] 

６．定着具及び接続具の使用  

受注者は、定着具及び接続具の使用については、定着又は接続された PC 鋼材が

JIS 又は設計図書に規定された引張荷重値に達する前に有害な変形を生じたり、

破損することのないような構造及び強さを有するものを使用しなければならな

い。  

７[省略] 

6-5-8-2～6-5-8-5[省略] 

  

 

６．定着具及び接続具の使用  

受注者は、定着具及び接続具の使用については、定着または接続された PC 鋼材

が JIS または設計図書に規定された引張荷重値に達する前に有害な変形を生じた

り、破損することのないような構造及び強さを有するものを使用しなければならな

い。  

７[省略] 

6-5-6-2～6-5-6-9  [省略] 

 

第７節 PC ホロースラブ橋工  

6-5-7-1  一般事項  

１～５[[省略] 

６．定着具及び接続具の使用  

受注者は、定着具及び接続具の使用については、定着または接続された PC 鋼材

が JIS または設計図書に規定された引張荷重値に達する前に有害な変形を生じた

り、破損することのないような構造及び強さを有するものを使用しなければならな

い。  

７[省略] 

6-5-7-2～6-5-7-5 [省略] 

 

第８節 RC ホロースラブ橋工  

6-5-8-1  一般事項  

１～５[省略] 

６．定着具及び接続具の使用  

受注者は、定着具及び接続具の使用については、定着又は接続された PC 鋼材が

JIS または設計図書に規定された引張荷重値に達する前に有害な変形を生じたり、

破損することのないような構造及び強さを有するものを使用しなければならない。 

７[省略] 

6-5-8-2～6-5-8-5[省略] 
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第９節 PC 版桁橋工  

6-5-9-1  一般事項  

１～３[省略] 

４．定着具及び接続具の使用  

受注者は、定着具及び接続具の使用については、定着又は接続された PC 鋼材が

JIS 又は設計図書に規定された引張荷重値に達する前に有害な変形を生じたり、

破損することのないような構造及び強さを有するものを使用しなければならな

い。  

５[省略] 

6-5-9-2 [省略] 

  

第 10 節 PC 箱桁橋工  

6-5-10-1  一般事項  

１～５[省略] 

６．定着具及び接続具の使用  

受注者は、定着具及び接続具の使用については、定着又は接続された PC 鋼材が

JIS 又は設計図書に規定された引張荷重値に達する前に有害な変形を生じたり、

破損することのないような構造及び強さを有するものを使用しなければならな

い。  

７[省略] 

6-5-10-2～6-5-10-5[省略] 

   

第 11 節 PC 片持箱桁橋工  

6-5-11-1  一般事項  

１～５[省略] 

６．定着具及び接続具の使用  

受注者は、定着具及び接続具の使用については、定着又は接続された PC 鋼材が

JIS 又は設計図書に規定された引張荷重値に達する前に有害な変形を生じたり、

破損することのないような構造及び強さを有するものを使用しなければならな

い。  

７[省略] 

6-5-11-2～6-5-11-4 [省略] 

第９節 PC 版桁橋工  

6-5-9-1  一般事項  

１～３[省略] 

４．定着具及び接続具の使用  

受注者は、定着具及び接続具の使用については、定着または接続された PC 鋼材

が JIS または設計図書に規定された引張荷重値に達する前に有害な変形を生じた

り、破損することのないような構造及び強さを有するものを使用しなければならな

い。  

５[省略] 

6-5-9-2 [省略] 

  

第 10 節 PC 箱桁橋工  

6-5-10-1  一般事項  

１～５[省略] 

６．定着具及び接続具の使用  

受注者は、定着具及び接続具の使用については、定着または接続された PC 鋼材

が JIS または設計図書に規定された引張荷重値に達する前に有害な変形を生じた

り、破損することのないような構造及び強さを有するものを使用しなければならな

い。  

７[省略] 

6-5-10-2～6-5-10-5[省略] 

   

第 11 節 PC 片持箱桁橋工  

6-5-11-1  一般事項  

１～５[省略] 

６．定着具及び接続具の使用  

受注者は、定着具及び接続具の使用については、定着または接続された PC 鋼材

が JIS または設計図書に規定された引張荷重値に達する前に有害な変形を生じた

り、破損することのないような構造及び強さを有するものを使用しなければならな

い。  

７[省略] 

6-5-11-2～6-5-11-4 [省略] 



新 旧 

  

第 12 節 PC 押出し箱桁橋工  

6-5-12-1～6-5-12-2 [省略] 

6-5-12-3  架設工（押出し架設）  

１[省略] 

２．仮支柱の使用  

受注者は、仮支柱が必要な場合は、鉛直反力と同時に水平反力が作用すること

を考慮して、有害な変形等が生じないものを使用しなければならない。  

３[省略] 

   

第 13 節～第 14 節 

 

第６章 [省略] 

 

第７章 トンネル（NATM）  

   

第１節～第３節[省略] 

  

第４節 支保工  

6-7-4-1 [省略] 

6-7-4-2  材 料  

１～２[省略] 

３．鋼製支保工  

鋼製支保工に使用する鋼材の種類は、SS400 材相当品以上のものとする。  

なお、鋼材の材質は、JIS G 3101（一般構造用圧延鋼材）又は、JIS G 3106

（溶接構造用圧延鋼材）の規格による。  

４[省略] 

  

6-7-4-3[省略] 

6-7-4-4  ロックボルト工  

  

第 12 節 PC 押出し箱桁橋工  

6-5-12-1～6-5-12-2 [省略] 

6-5-12-3  架設工（押出し架設）  

１[省略] 

２．仮支柱の使用  

受注者は、仮支柱が必要な場合は、鉛直反力と同時に水平反力が作用する事を考

慮して、有害な変形等が生じないものを使用しなければならない。  

３[省略] 

   

第 13 節～第 14 節 

 

第６章 [省略] 

 

第７章 トンネル（NATM）  

   

第１節～第３節[省略] 

  

第４節 支保工  

6-7-4-1 [省略] 

6-7-4-2  材 料  

１～２[省略] 

３．鋼製支保工  

鋼製支保工に使用する鋼材の種類は、SS400 材相当品以上のものとする。  

なお、鋼材の材質は、JIS G 3101（一般構造用圧延鋼材）または、JIS G 3106

（溶接構造用圧延鋼材）の規格による。  

４[省略] 

  

6-7-4-3[省略] 

6-7-4-4  ロックボルト工  
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１．ロックボルト挿入  

受注者は、吹付けコンクリート完了後、速やかに掘進サイクルごとに削孔し、

ボルト挿入前にくり粉が残らないように清掃しロックボルトを挿入しなければな

らない。  

２～５[省略] 

6-7-4-5  鋼製支保工  

１．鋼製支保工使用時の確認  

受注者は、鋼製支保工を使用する場合は施工前に加工図を作成して設計図書と

の確認をしなければならない。  

なお、曲げ加工は、冷間加工により正確に行うものとし、ほかの方法による場

合には監督員の承諾を得る。また、溶接、穴あけ等にあたっては素材の材質を害

さないようにする。  

２～４[省略] 

6-7-4-6 [省略] 

 

第５節 覆 工  

6-7-5-1～6-7-5-2 [省略] 

6-7-5-3  覆工コンクリート工  

１．運搬機械  

受注者は、トラックミキサー又はアジテーター付き運搬機を用いてコンクリー

トを運搬するものとする。これ以外の場合は、異物の混入、コンクリートの材料

分離が生じない方法としなければならない。  

２．コンクリートの打込み  

受注者は、コンクリートの打込みに当たり、コンクリートが分離を起こさない

ように施工するものとし、左右対称に水平に打設し、型枠に偏圧を与えないよう

にしなければならない。  

３～４[省略] 

５．妻型枠の施工  

受注者は、妻型枠の施工に当たり、コンクリートの圧力に耐えられる構造と

し、モルタル漏れのないように取り付けなければならない。  

６～７[省略] 

８．型枠の施工  

受注者は、型枠の施工に当たり、トンネル断面の確保と表面仕上げに特に留意

し、覆工コンクリート面に段違いを生じないように仕上げなければならない。  

１．ロックボルト挿入  

受注者は、吹付けコンクリート完了後、速やかに掘進サイクル毎に削孔し、ボル

ト挿入前にくり粉が残らないように清掃しロックボルトを挿入しなければならな

い。  

２～５[省略] 

6-7-4-5  鋼製支保工  

１．鋼製支保工使用時の確認  

受注者は、鋼製支保工を使用する場合は施工前に加工図を作成して設計図書との

確認をしなければならない。  

なお、曲げ加工は、冷間加工により正確に行うものとし、他の方法による場合に

は監督員の承諾を得る。また、溶接、穴あけ等にあたっては素材の材質を害さない

ようにする。  

２～４[省略] 

6-7-4-6 [省略] 

 

第５節 覆 工  

6-7-5-1～6-7-5-2 [省略] 

6-7-5-3  覆工コンクリート工  

１．運搬機械  

受注者は、トラックミキサーまたはアジテーター付き運搬機を用いてコンクリー

トを運搬するものとする。これ以外の場合は、異物の混入、コンクリートの材料分

離が生じない方法としなければならない。  

２．コンクリートの打込み  

受注者は、コンクリートの打込みにあたり、コンクリートが分離を起こさない

ように施工するものとし、左右対称に水平に打設し、型枠に偏圧を与えないように

しなければならない。  

３～４[省略] 

５．妻型枠の施工  

受注者は、妻型枠の施工にあたり、コンクリートの圧力に耐えられる構造とし、

モルタル漏れのないように取り付けなければならない。  

６～７[省略] 

８．型枠の施工  

受注者は、型枠の施工にあたり、トンネル断面の確保と表面仕上げに特に留意

し、覆工コンクリート面に段違いを生じないように仕上げなければならない。  
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９[省略] 

10．型枠材料  

受注者は、型枠は、メタルフォーム又はスキンプレートを使用した鋼製移動式

のものを使用しなければならない。  

11[省略] 

6-7-5-4～6-7-5-6 [省略] 

 

第６節 インバート工  

6-7-6-1～6-7-6-2[省略] 

6-7-6-3  インバート掘削工  

１．インバートの施工  

受注者は、インバートの施工に当たり設計図書に示す掘削線を越えて掘りすぎ

ないように注意し、掘りすぎた場合には、インバートと同質のコンクリートで充

填しなければならない。  

２[省略] 

6-7-6-4[省略] 

 

第７節 坑内付帯工  

6-7-7-1～6-7-7-3[省略] 

6-7-7-4  裏面排水工  

１[省略] 

２．裏面排水工の湧水処理  

受注者は、裏面排水工の湧水処理については、湧水をトンネル下部又は排水口

に導き、湧水をコンクリートにより閉塞することのないように処理しなければな

らない。  

6-7-7-5 [省略] 

 

第８節～第９節[省略] 

 

９[省略] 

10．型枠材料  

受注者は、型枠は、メタルフォームまたはスキンプレートを使用した鋼製移動式

のものを使用しなければならない。  

11[省略] 

6-7-5-4～6-7-5-6 [省略] 

 

第６節 インバート工  

6-7-6-1～6-7-6-2[省略] 

6-7-6-3  インバート掘削工  

１．インバートの施工  

受注者は、インバートの施工にあたり設計図書に示す掘削線を越えて掘りすぎな

いように注意し、掘りすぎた場合には、インバートと同質のコンクリートで充填し

なければならない。  

２[省略] 

6-7-6-4[省略] 

 

第７節 坑内付帯工  

6-7-7-1～6-7-7-3[省略] 

6-7-7-4  裏面排水工  

１[省略] 

２．裏面排水工の湧水処理  

受注者は、裏面排水工の湧水処理については、湧水をトンネル下部または排水口

に導き、湧水をコンクリートにより閉塞することのないように処理しなければなら

ない。  

6-7-7-5 [省略] 

 

第８節～第９節[省略] 

 



第８章 道路維持    

第１節～第２節[省略] 

 

第３節 舗装工  

6-8-3-1～6-8-3-6  [省略] 

6-8-3-7  路上再生工  

１．路上路盤再生工  

路上路盤再生工については、以下の規定による。  

（１）施工面の整備  

①[省略] 

② 既設アスファルト混合物の切削除去又は予備破砕などの処置は設計図書に

よらなければならない。  

③[省略] 

（２）～（７）[省略] 

２．路上表層再生工  

路上表層再生工については、以下の規定による。  

（１）～（２）[省略] 

（３）現場配合  

受注者は、リペーブ方式による新設アスファルト混合物を除き、再生表層混

合物の最初の１日の舗設状況を観察する一方、その混合物についてマーシャル

安定度試験を行い、第３編 3-3-6-3 アスファルト舗装の材料、表 3-3-19 マー

シャル安定度試験基準値に示す基準値と照合しなければならない。もし基準値

を満足しない場合には、骨材粒度又はアスファルト量の修正を行い、設計図書

に関して監督員の承諾を得て最終的な配合（現場配合）を決定しなければなら

ない。リペーブ方式における新規アスファルト混合物の現場配合は、第３編 3-

3-6-3 アスファルト舗装の材料の該当する項により決定しなければならない。  

（４）～（８）[省略] 

6-8-3-8～6-8-3-10 [省略] 

 

第４節～第 11 節[省略] 

  

第８章 道路維持    

第１節～第２節[省略] 

 

第３節 舗装工  

6-8-3-1～6-8-3-6  [省略] 

6-8-3-7  路上再生工  

１．路上路盤再生工  

路上路盤再生工については、以下の規定による。  

（１）施工面の整備  

①[省略] 

② 既設アスファルト混合物の切削除去または予備破砕などの処置は設計図書に

よらなければならない。  

③[省略] 

（２）～（７）[省略] 

２．路上表層再生工  

路上表層再生工については、以下の規定による。  

（１）～（２）[省略] 

（３）現場配合  

受注者は、リペーブ方式による新設アスファルト混合物を除き、再生表層混

合物の最初の１日の舗設状況を観察する一方、その混合物についてマーシャル安

定度試験を行い、第３編 3-3-6-3 アスファルト舗装の材料、表 3-3-19 マーシャ

ル安定度試験基準値に示す基準値と照合しなければならない。もし基準値を満足

しない場合には、骨材粒度またはアスファルト量の修正を行い、設計図書に関し

て監督員の承諾を得て最終的な配合（現場配合）を決定しなければならない。リ

ペーブ方式における新規アスファルト混合物の現場配合は、第３編 3-3-6-3 ア

スファルト舗装の材料の該当する項により決定しなければならない。  

（４）～（８）[省略] 

6-8-3-8～6-8-3-10 [省略] 

 

第４節～第 11 節[省略] 
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第 12 節 橋梁床版工  

6-8-12-1～6-8-12-5 [省略] 

6-8-12-6  床版取替工  

１～２[省略] 

３．鋼製高欄 既設床版 伸縮継手の撤去作業  

受注者は、鋼製高欄、既設床版、伸縮継手の撤去作業にあたって、ほかの部分

に損傷を与えないように行わなければならない。  

４～８[省略] 

6-8-12-7  旧橋撤去工  

１．旧橋撤去  

受注者は、旧橋撤去に当たり、振動、騒音、粉塵、汚濁水等により、第三者に

被害を及ぼさないよう施工しなければならない。  

２～５[省略] 

   

第 13 節 橋梁

付属物工  

6-8-13-1 [省略] 

6-8-13-2  伸縮継手工  

１．撤去作業  

受注者は、既設伸縮継手材の撤去作業にあたって、ほかの部分に損傷を与えな

いように行わなければならない。  

２～３[省略] 

6-8-13-3  排水施設工  

１．施工上の注意  

受注者は、既設排水施設撤去の作業にあたって、ほかの部分に損傷を与えない

ように行わなければならない。  

２[省略] 

6-8-13-4～6-8-13-6[省略] 

6-8-13-7  検査路工  

１．既設検査路の撤去作業 

受注者は、既設検査路の撤去作業にあたって、ほかの部分に損傷を与えないよ

第 12 節 橋梁床版工  

6-8-12-1～6-8-12-5 [省略] 

6-8-12-6  床版取替工  

１～２[省略] 

３．鋼製高欄 既設床版 伸縮継手の撤去作業  

受注者は、鋼製高欄、既設床版、伸縮継手の撤去作業にあたって、他の部分に損

傷を与えないように行わなければならない。  

４～８[省略] 

6-8-12-7  旧橋撤去工  

１．旧橋撤去  

受注者は、旧橋撤去にあたり、振動、騒音、粉塵、汚濁水等により、第三者に被

害を及ぼさないよう施工しなければならない。  

２～５[省略] 

   

第 13 節 橋梁付

属物工  

6-8-13-1 [省略] 

6-8-13-2  伸縮継手工  

１．撤去作業  

受注者は、既設伸縮継手材の撤去作業にあたって、他の部分に損傷を与えないよ

うに行わなければならない。  

２～３[省略] 

6-8-13-3  排水施設工  

１．施工上の注意  

受注者は、既設排水施設撤去の作業にあたって、他の部分に損傷を与えないよう

に行わなければならない。  

２[省略] 

6-8-13-4～6-8-13-6[省略] 

6-8-13-7  検査路工  

１．既設検査路の撤去作業 

受注者は、既設検査路の撤去作業にあたって、他の部分に損傷を与えないように
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うに行わなければならない。  

２[省略] 

  

第 14 節 現場塗装工  

6-8-14-1～6-8-14-2[省略] 

6-8-14-3  橋梁塗装工  

１[省略] 

  

 表 6-8-2  素地調整程度と作業内容  

素地調整 

程度 

さび面

積 

塗膜異常 

面積 
作業内容 作業方法 

１種 － － 

さび、旧塗膜を完全に除

去し鋼材面を露出させ

る。  

ブラスト法 

２種 
30％以

上 
－ 

旧塗膜、さびを除去し鋼

材面を露出させる。  

ただし、さび面積 30％以

下で旧塗膜がＢ、ｂ塗装

系の場合はジンクプライ

マーやジンクリッチペイ

ントを残し、ほかの旧塗

膜を全面除去する。  

ディスクサ

ンダー、ワ

イヤホイル

などの電動

工具と手工

具との併

用、ブラス

ト法 

３種Ａ 
15～30

％ 

30％以

上 

活膜は残すが、それ以外

の不良部 

(さび、割れ、ふくれ)は

除去する。  

同上 

３種Ｂ 
5～15

％ 

15～30

％ 
同上 同上 

３種Ｃ 
5％以

下 
5～15％ 同上 同上 

４種 － 5％以下 粉化物、汚れなどを除去 同上 

行わなければならない。  

２[省略] 

  

第 14 節 現場塗装工  

6-8-14-1～6-8-14-2[省略] 

6-8-14-3  橋梁塗装工  

１[省略] 

  

 表 6-8-2  素地調整程度と作業内容  

素地調整 

程度 

さび面

積 

塗膜異常 

面積 
作業内容 作業方法 

１種 － － 

さび、旧塗膜を完全に除

去し鋼材面を露出させ

る。  

ブラスト法 

２種 
30％以

上 
－ 

旧塗膜、さびを除去し鋼

材面を露出させる。  

ただし、さび面積 30％以

下で旧塗膜がＢ、ｂ塗装

系の場合はジンクプライ

マーやジンクリッチペイ

ントを残し、他の旧塗膜

を全面除去する。  

ディスクサ

ンダー、ワ

イヤホイル

などの電動

工具と手工

具との併

用、ブラス

ト法 

３種Ａ 
15～30

％ 

30％以

上 

活膜は残すが、それ以外

の不良部 

(さび、割れ、ふくれ)は

除去する。  

同上 

３種Ｂ 
5～15

％ 

15～30

％ 
同上 同上 

３種Ｃ 
5％以

下 
5～15％ 同上 同上 

４種 － 5％以下 粉化物、汚れなどを除去 同上 
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する。 

  

２．塩分の付着水洗い  

受注者は、海岸地域に架設又は保管されていた場合、海上輸送を行った場合、

その他臨海地域を長距離輸送した場合など部材に塩分の付着が懸念された場合に

は、塩分付着量の測定を行い NaCl が 50 mg/m2以上の時は水洗いする。  

３～５[省略] 

6-8-14-4～6-8-14-5 [省略] 

   

第 15 節 トンネル工  

6-8-15-1[省略] 

6-8-15-2  内装板工  

１．既設内装板撤去  

受注者は、既設内装板撤去については、ほかの部分に損傷を与えないよう行わな

ければならない。  

２～４[省略] 

6-8-15-3  裏込注入工  

１～２[省略] 

３．注入孔の充填  

受注者は、注入孔を硬練りモルタルにより充填し、丁寧に仕上げなければなら

ない。  

４～５[省略] 

6-8-15-4 [省略] 

   

第 16 節 道路付属物復旧工  

6-8-16-1 [省略] 

6-8-16-2  材 料  

受注者は、道路付属物復旧工に使用する材料について、設計図書又は監督員の指

示と同一規格のものが入手できない場合は、製品及び規格について、施工前に監督

員の承諾を得なければならない。  

6-8-16-3 [省略] 

する。 

  

２．塩分の付着水洗い  

受注者は、海岸地域に架設または保管されていた場合、海上輸送を行った場合、

その他臨海地域を長距離輸送した場合など部材に塩分の付着が懸念された場合に

は、塩分付着量の測定を行い NaCl が 50 mg/m2以上の時は水洗いする。  

３～５[省略] 

6-8-14-4～6-8-14-5 [省略] 

   

第 15 節 トンネル工  

6-8-15-1[省略] 

6-8-15-2  内装板工  

１．既設内装板撤去  

受注者は、既設内装板撤去については、他の部分に損傷を与えないよう行わなけれ

ばならない。  

２～４[省略] 

6-8-15-3  裏込注入工  

１～２[省略] 

３．注入孔の充てん  

受注者は、注入孔を硬練りモルタルにより充填し、丁寧に仕上げなければならな

い。  

４～５[省略] 

6-8-15-4 [省略] 

   

第 16 節 道路付属物復旧工  

6-8-16-1 [省略] 

6-8-16-2  材 料  

受注者は、道路付属物復旧工に使用する材料について、設計図書または監督員の指

示と同一規格のものが入手できない場合は、製品及び規格について、施工前に監督員

の承諾を得なければならない。  

6-8-16-3 [省略] 
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第 17 節 除草工  

6-8-17-1  一般事項  

１．対象工種  

本節は、除草工として林道除草工その他これらに類する工種について定める。  

２．除草工の施工後の出来高確認の方法  

受注者は、除草工の施工後の出来高確認の方法について、施工前に監督員の指

示を受けなければならない。  

３．発生材の処理 

除草工の施工による発生材の処理は、第３編 3-3-9-15 運搬処理工の規定によ

る。  

6-8-17-2  林道除草工  

１[省略] 

２．飛散防止  

受注者は、林道除草工の施工に当たり、路面への草等の飛散防止に努めるもの

とし、刈り取った草等を交通に支障のないように、速やかに処理しなければなら

ない。  

   

第 18 節[省略] 

 

第９章  雪 寒  

 
第１節～第２節[省略] 

 

第３節 除雪工  

6-9-3-1  一般事項  

１～９[省略] 

10．異常時の処置  

受注者は、除雪機械が故障、事故等により除雪作業ができない場合は、速やか

に監督員に連絡し指示を受けなければならない。  

11[省略] 

  

第 17 節 除草工  

6-8-17-1  一般事項  

１．対象工種  

本節は、除草工として林道除草工その他これらに類する工種について定める。  

２．除草工の施工後の出来高確認の方法  

受注者は、除草工の施工後の出来高確認の方法について、施工前に監督員の指示

を受けなければならない。  

３．発生材の処理 

除草工の施工による発生材の処理は、第３編 3-3-9-15 運搬処理工の規定によ

る。  

6-8-17-2  林道除草工  

１[省略] 

２．飛散防止  

受注者は、林道除草工の施工にあたり、路面への草等の飛散防止に努めるものと

し、刈り取った草等を交通に支障のないように、速やかに処理しなければならな

い。  

   

第 18 節[省略] 

 

第９章  雪 寒  

 
第１節～第２節[省略] 

 

第３節 除雪工  

6-9-3-1  一般事項  

１～９[省略] 

10．異常時の処置  

受注者は、除雪機械が故障、事故等により除雪作業が出来ない場合は、速やかに

監督員に連絡し指示を受けなければならない。  

11[省略] 
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6-9-3-2～6-9-3-4 [省略] 

6-9-3-5  凍結防止工  

１～４[省略] 

５．凍結防止剤の使用量の確認方法 

凍結防止剤の使用量の確認方法は、設計図書又は監督員の指示によるものとす

る。  

6-9-3-6～6-9-3-7[省略] 

6-9-3-8  除雪機械修理工  

１．一般事項  

受注者は、除雪機械及び付属品等が、故障、損耗等により正常な作業ができな

い又はそのおそれがある場合は、監督員に報告し、指示を受けなければならな

い。  

２．除雪機械の修理内容  

除雪機械の修理内容は、設計図書又は監督員の指示によるものとする。  

  

第 10 章 道路修繕   

第１節 ～第２節[省略] 

 

第３節 工場製作工  

6-10-3-1  一般事項  

１～２[省略] 

３．鋳鉄品及び鋳造品  

受注者は、鋳鉄品及び鋳造品の使用にあたっては、設計図書に示す形状寸法の

もので、有害なキズ又は著しいひずみがないものを使用しなければならない。  

6-10-3-2～6-10-3-6[省略] 

 

第４節～第 17 節[省略] 

 

第 18 節 鋼桁工  

6-10-18-1～6-10-18-2[省略] 

6-9-3-2～6-9-3-4 [省略] 

6-9-3-5  凍結防止工  

１～４[省略] 

５．凍結防止剤の使用量の確認方法 

凍結防止剤の使用量の確認方法は、設計図書または監督員の指示によるものとす

る。  

6-9-3-6～6-9-3-7[省略] 

6-9-3-8  除雪機械修理工  

１．一般事項  

受注者は、除雪機械及び付属品等が、故障、損耗等により正常な作業が出来ない

またはそのおそれがある場合は、監督員に報告し、指示を受けなければならない。 

 

２．除雪機械の修理内容  

除雪機械の修理内容は、設計図書または監督員の指示によるものとする。  

  

第 10 章 道路修繕   

第１節 ～第２節[省略] 

 

第３節 工場製作工  

6-10-3-1  一般事項  

１～２[省略] 

３．鋳鉄品及び鋳造品  

受注者は、鋳鉄品及び鋳造品の使用にあたっては、設計図書に示す形状寸法のも

ので、有害なキズまたは著しいひずみがないものを使用しなければならない。  

6-10-3-2～6-10-3-6[省略] 

 

第４節～第 17 節[省略] 

 

第 18 節 鋼桁工  

6-10-18-1～6-10-18-2[省略] 
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6-10-18-3  鋼桁補強工  

１．一般事項  

受注者は、作業に当たり周辺部材に損傷を与えないよう施工しなければならな

い。  

２[省略] 

   

第 19 節 橋梁支承工  

6-10-19-1～6-10-19-2 [省略] 

6-10-19-3  鋼橋支承工  

１．既設支承の撤去作業 

受注者は、既設支承の撤去作業にあたって、ほかの部分に損傷を与えないよう

に行わなければならない。  

２～４[省略] 

6-10-19-4  PC 橋支承工  

１．既設支承の撤去作業  

受注者は、既設支承の撤去作業にあたって、ほかの部分に損傷を与えないよう

に行なわなければならない。  

２～４[省略] 

  

第 20 節[省略] 

 

第 21 節 橋脚巻立て工  

6-10-21-1～6-10-21-3 [省略] 

6-10-21-4  RC 橋脚鋼板巻立て工  

１．一般事項  

受注者は、工事に先立ち、現地を詳細に把握するために現地調査を行い、補強

を実施しようとする橋脚及び基礎について、形状や鉄筋の位置、添架物や近接す

る地下構造物等の状況を把握するとともに、海水又は鋼材の腐食を促進させる工

場排水等の影響や、鋼材の位置する土中部が常時乾湿を繰り返す環境にあるかど

うか等を事前に確認しなければならない。  

6-10-18-3  鋼桁補強工  

１．一般事項  

受注者は、作業にあたり周辺部材に損傷を与えないよう施工しなければならな

い。  

２[省略] 

   

第 19 節 橋梁支承工  

6-10-19-1～6-10-19-2 [省略] 

6-10-19-3  鋼橋支承工  

１．既設支承の撤去作業 

受注者は、既設支承の撤去作業にあたって、他の部分に損傷を与えないように行

わなければならない。  

２～４[省略] 

6-10-19-4  PC 橋支承工  

１．既設支承の撤去作業  

受注者は、既設支承の撤去作業にあたって、他の部分に損傷を与えないように行

なわなければならない。  

２～４[省略] 

  

第 20 節[省略] 

 

第 21 節 橋脚巻立て工  

6-10-21-1～6-10-21-3 [省略] 

6-10-21-4  RC 橋脚鋼板巻立て工  

１．一般事項  

受注者は、工事に先立ち、現地を詳細に把握するために現地調査を行い、補強を

実施しようとする橋脚及び基礎について、形状や鉄筋の位置、添架物や近接する地

下構造物等の状況を把握するとともに、海水または鋼材の腐食を促進させる工場排

水等の影響や、鋼材の位置する土中部が常時乾湿を繰り返す環境にあるかどうか等

を事前に確認しなければならない。  
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２～17[省略] 

18．練り混ぜ  

無収縮モルタルの練り混ぜは、グラウトミキサー又はハンドミキサーにて行う

のを原則とする。  

19～21[省略] 

22．注入後の確認書の提出  

受注者は、注入を完了した鋼板について、硬化前に鋼板単位ごとに番号を付け

てチェックハンマー等で注入の確認を行い、未充填箇所が認められた場合は、直

ちに再注入を行わなければならない。  

なお、注入後の確認書（チェックリスト）を監督員に工事完成時に提出しなけれ

ばならない。  

23～32[省略] 

6-10-21-5[省略] 

  

第 22 節～第 23 節 [省略] 

 

 

 

 

２～17[省略] 

18．練り混ぜ  

無収縮モルタルの練り混ぜは、グラウトミキサーまたはハンドミキサーにて行う

のを原則とする。  

19～21[省略] 

22．注入後の確認書の提出  

受注者は、注入を完了した鋼板について、硬化前に鋼板単位毎に番号を付けてチ

ェックハンマー等で注入の確認を行い、未充填箇所が認められた場合は、直ちに再

注入を行わなければならない。  

なお、注入後の確認書（チェックリスト）を監督員に工事完成時に提出しなければ

ならない。  

23～32[省略] 

6-10-21-5[省略] 

  

第 22 節～第 23 節 [省略] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


